
平成２６年度事務事業評価結果一覧 ＜ 資料３ ＞

対象 意図 手段

情報公開・個人
情報保護

総務課法制係 市民

公文書の公開及び情報提供を推進する
ことで、市民の市政に対する理解と信頼
を深め、公正で民主的な透明性の高い市
政を確立する。また、市の機関が保有す
る個人情報の開示及び訂正を請求する
権利を明らかにし、個人の権利利益の侵
害を防止し、公正で民主的な市政を推進
する。

条例に基づく適正な情報公開及び個人情
報の開示を行う。また、情報公開の推進
及び個人情報の適正かつ円滑な運用を
図るため、｢芦別市情報公開・個人情報
保護審査会」を開催する。

広報業務 企画課秘書係 市民

市政の基本方針をはじめ、業務・事業紹
介、制度改正、市民活動団体の紹介等、
市民生活に係る事項についてできる限り
多くのことを多くの市民等へ周知を図り、
市政参加への一助とする。

・広報あしべつの発行～Ａ４版、月平均１
７ページ、毎月１日付、年１２回発行。取
材、編集、印刷製本業務を委託。広報紙
は、町内会へ各戸配布を依頼しているほ
か、ホームページへの掲載、公共施設、Ｊ
Ｒ駅、郵便局、医療機関等にも設置。
・街頭放送の実施～年２回
・車体広告の実施～年１２回

市民参加と協働
推進

企画課まちづく
り推進係

市民、市議会、市
芦別市まちづくり基本条例の柱のひとつ
である「市民参加と協働」を推進する。

まちづくりの基本となる計画等の策定、実
施と評価の過程で、市民の意見が適切に
反映されるよう取組を行う。
審議会等の委員公募の実施、意見の公
募(パブリックコメント）の実施、各種説明
会等の開催

市民参加と協働
推進

企画課秘書係 市民
さまざまな機会を通じて広く市民の声を聴
き、市民の意思をまちづくりに反映するこ
とを目的とする。

市長への手紙（随時）、市長への電子メー
ル（随時）、特別職等の一日職務体験（年
一回）、市民の意見箱（随時）
市長との懇談会（随時）

１　自治体運営 ⑴　参加と協働

１ 自治体運営 ⑴ 参加と協働

事務事業名 所管課係名
≪　計画（Plan）　≫
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対象 意図 手段

男女共同参画推
進業務

生涯学習課生
涯学習係

芦別市男女共同参画
推進協議会

男女共同参画社会の形成を図ることを目
的とする。

芦別市男女共同参画推進協議会に対す
る側面的支援や助言を行う。

対象 意図 手段

職員研修 総務課職員係 市職員

社会経済情勢が大きく変化する中で、多
様化する市民ニーズに的確に対応するた
め、公務員としての基本的な知識の習
得、資格の取得はもとより、時代のニーズ
に即した知識と能力を備えた多様な人材
を育成する。

職場内研修を各職場において日常行うほ
か、北海道市町村職員研修センター、日
本経営協会、北海道社会福祉協議会、中
空知広域圏等が主催する各種の研修会
に派遣し、受講させることにより人材を育
成する。事務事業に必要な資格について
必要の都度取得させる。先進地の事例を
学びながら、幅広い視野を備え自ら考え、
学び成長するようスキルアップを図る。

１　自治体運営 ⑴ 参加と協働

事務事業名 所管課係名
≪　計画（Plan）　≫

１　自治体運営 ⑵　行財政運営

事務事業名 所管課係名
≪　計画（Plan）　≫
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総合評価の基準（Ａ：適切　Ｂ：概ね適切　Ｃ：改善の余地がある　Ｄ：不適切） ＜ 資料３ ＞

≪実施（Do）≫ ≪評価（Check）≫

事業費（千円） 所管課評価 現時点における課題 課題に対する対応方策 今後の方向性 総合判定

20 A

請求者から、写しの交付を求め
られた場合、実費（コピーA４版
１枚10円）を徴収しているが、徴
収金額が適正かどうか検証する
必要がある。

空知管内各市の写しに係る徴
収金額を調査した結果、平均額
は約１５円（コピーＡ４版１枚）で
あったが、情報公開の趣旨は、
市民の知る権利を保障するとと
もに、市政への積極的な参加を
促進することにあることから、徴
収金額は現行のままとする。

事務事業としては現状維持。ま
た、情報公開請求、個人情報開
示請求に備え、公文書の保存・
管理を徹底する。

現状のまま
継続

18,067 B

行政からの一方的な情報発信
に留まることのないよう、多くの
市民に親しまれ、興味を持って
情報収集出来るよう配慮した紙
面を構築する必要がある。

広報紙の有する公共性や公平
性を損なわず高齢化社会に対
応した紙面にすることを基本とし
て、毎月の編集会議でタイム
リーな情報発信と読みやすさや
見やすさを重視したレイアウトの
紙面構成を図るとともに、公式
ホームページにおける市政情報
の発信は、掲載内容の統一性、
画面構成等を確認し、適正な情
報発信を図る。

「読んでもらえる、見てもらえる、
わかりやすい」広報紙づくりを目
指し、高齢者に配慮したより市
民の目をひく紙面構成への対応
を図るなど「広報星の降る里あ
しべつ」の内容充実に努めると
ともに、公式ホームページと連
携した情報発信を行い、市民に
とって必要な情報や興味のある
話題等の提供を図る。

見直して継
続【改善】

- A

公募委員の募集やパブリックコ
メントなど、広報やホームページ
等で周知している状況である
が、「市民参加と協働」が推進さ
れ、充分に目的を達成している
とは言い難い状況である。

まちづくり基本条例の見直し作
業において、市民検討委員会か
ら寄せられた市民への周知方
法改善等の意見を参考にしなが
ら、「市民参加と協働」の取組に
対する工夫・改善に努める。

まちづくり基本条例の見直し作
業における市民検討委員会で
出された意見を十分に踏まえ、
市民参加と協働を推進する。

見直して継
続【改善】

- A
参加者数・意見者数の伸び悩み
が課題である。

市民が参加しやすい環境づくり
を図るため、周知方法や取組内
容の検討を重ねる。
※平成25年度から新たな手法
「市長との懇談会」を導入し、取
組事業数及び参加者数の増加
を図ったところである。

既存の手法、媒体のみならず、
新たな取り組み内容を検討し、
市民の意識や要望を迅速かつ
的確に把握し、市政に反映する
よう検討する。

現状のまま
継続

①　情報共有・市民参加と協働の促進

② 男女共同参画の促進

≪　改革・改善（Ａction）　≫

≪実施（Do）≫ ≪評価（Check）≫

事業費（千円） 所管課評価 現時点における課題 課題に対する対応方策 今後の方向性 総合判定

- A

芦別市婦人団体連絡協議会解
散等、会員の高齢化により各団
体の活動の継続が年々難しく
なっている。

引き続き、芦別市男女共同参画
推進協議会への側面的支援や
助言を実施する。

市の関連部署や各団体との連
携を深めるとともに、側面的支
援や助言により、男女共同参画
社会実現の推進に努める。

現状のまま
継続

≪実施（Do）≫ ≪評価（Check）≫

事業費（千円） 所管課評価 現時点における課題 課題に対する対応方策 今後の方向性 総合判定

1,436 B

すべての職員が研修機会を持
てるように対応していく必要があ
る。また、職場外の研修施設に
よる研修だけではなく、講師を招
へいし、経験年数や職位に応じ
た研修の実施や職場内研修の
積極的な実施を促進する必要
がある。

研修機会が均等になるように選
考にあたって留意するとともに、
研修成果の職場への還元や業
務への還元を進め、情報や知識
の職員間での共有化を図る。研
修の方針の明確化を図り、それ
に基づいた実務的な研修のほ
か、経験年数や職位に応じた内
容の研修を策定し、あわせて、
仕事を通じたＯＪＴの実践や職
場内研修の活性化について検
討を進める。

研修施設を活用した職場外研
修に職員を効率的に派遣すると
ともに、その成果報告を職員に
周知する。また、人材育成基本
方針及び職員研修計画の早期
策定を目指す。

見直して継
続【改善】

②　男女共同参画の促進

≪　改革・改善（Ａction）　≫

①　行政運営の充実

≪　改革・改善（Ａction）　≫



平成２６年度事務事業評価結果一覧 ＜ 資料３ ＞

対象 意図 手段

総合計画進行管
理

企画課まちづく
り推進係

各施策、各事務事業

本市の最上位計画である総合計画の目
指すまちの将来像「人が輝き 豊かな自然
と共生する 安全・安心なまち あしべつ」を
実現させる。

目標達成に向けた効率的かつ効果的な
施策・事務事業を実施するため、事務事
業評価による改善を図りながら、総合計
画・実施計画の策定を行った。なお、実施
計画については、当該年度から３か年分
を予算編成にあわせて毎年度策定してい
る。

行政評価推進
企画課まちづく
り推進係

市が実施している事務
事業

行政評価を円滑かつ着実に定着させ、効
率的で効果的なまちづくりの実現に向
け、本市にとってふさわしい行政評価シス
テムの導入を推進する。導入にあたり、
次の４つを目的に導入を進める。
①成果重視の行政運営システムへの変
革　②限られた財源等の有効活用　③市
民への説明責任の質的向上　④職員の
意識改革

①事務事業評価システム概要の説明　②
行政評価推進チームの設置　③事務事
業評価の実施　④行政評価システム構築
に向けた調査研究（制度内容や評価シー
トの検討など）

人材育成・国際
交流助成事業

企画課まちづく
り推進係

まちづくり人材育成事
業～本市に住所を有し
ている１５歳以上の者
及び１５歳以上の者で
構成する団体
国際交流促進事業～
本市に住所を有してい
る中学生以上の者、本
市内の学校に在籍する
中学生以上の未成年
者及びそれらの者で構
成される団体

本市の振興発展を図り、地域特性を活か
した独創的で個性的な魅力あるまちづくり
を推進するため、市民資質の向上と人材
の育成及び国際交流の促進を図る。

申請団体から提出された補助金交付申
請書類を、芦別市まちづくり人材育成国
際交流促進事業委員会において審査を
行い、補助金交付の可否を決定する。

市民生活向上推 市民課生活交 相談者に有益な情報提供をすることによ

事務事業名 所管課係名
≪　計画（Plan）　≫
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市民生活向上推
進事務

市民課生活交
通係

市民 市民生活相談業務の円滑化を図る。
相談者に有益な情報提供をすることによ
り、相談者の問題解決を支援する。

その他行政事務 総務課庶務係 市民

芦別自衛隊協力会が安定した活動を行う
ことで、自衛隊と市の円滑な関係を築き、
いつ起こるか分からない災害等に備えて
自衛隊との連携強化を図る。

芦別自衛隊協力会に負担金を交付する。

その他行政事務
市民課生活交
通係

市民
北方領土問題に関する市民の関心と理
解を深め、返還達成のための運動の促
進を図る。

北方領土復帰期成同盟に加盟し、負担金
を支出する。また、町内会等に依頼をし、
署名活動を行っている。

対象 意図 手段

ふるさと納税寄
附金事務

財政課財政係
ふるさと納税寄附希望
者

　市の公式ホームページや寄附金の代理
収納システムを活用していただくことで、
寄附希望者へのＰＲの促進と財源の確保
を図る。

①ふるさと納税制度を活用して３万円以
上の寄附をしていただいた市外在住者に
対し、感謝特典を設ける。
②Ｙａｈｏｏ！ＪＡＰＡＮの「Ｙａｈｏｏ！公金支
払い」のページから、クレジットカードでの
支払いができる体制を整え、寄附者の利
便性向上を図る。

市税等賦課業務 税務課市税係 各種市税納税義務者
各種市税の賦課事務を適正に行うことを
目的とする。

正確な課税資料の収集に努めるととも
に、税制改正等にも的確に対応できる各
種システムを活用して賦課事務を行う。

事務事業名 所管課係名
≪　計画（Plan）　≫

１　自治体運営 ⑵　行財政運営
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総合評価の基準（Ａ：適切　Ｂ：概ね適切　Ｃ：改善の余地がある　Ｄ：不適切） ＜ 資料３ ＞

≪実施（Do）≫ ≪評価（Check）≫

事業費（千円） 所管課評価 現時点における課題 課題に対する対応方策 今後の方向性 総合判定

- A

総合計画に掲げる各施策の目
標を達成するための手段とし
て、選択と集中の観点に基づき
予算の効果的配分が必要であ
る。

総合計画･実施計画に登載され
ている事務事業については、最
少の経費で最大の効果が発揮
できるよう、行政評価の結果を
最大限反映する。

行政評価を取り入れた事務事業
の見直しと重点施策の設定によ
る効果的な予算配分により、総
合計画の実現に向けた着実な
進行管理を図る。また、総合計
画の策定過程で市民から意見
が出された、実施計画への市民
意見の反映のあり方について
は、行政評価の外部評価と連動
させることを含め、まちづくり基
本条例の理念に基づき検討を
進める。

見直して継
続【改善】

- B

行政評価制度に対する全庁的
な普及啓発はもちろんである
が、決算成果（第５表）との関連
性について、検討を要する。

行政評価に係る説明会等の開
催、早期提出に向けた啓発はも
ちろんのこと、入力システム、内
容等の見直しを随時行い、評価
をする原課の負担を軽減する。
また、決算成果（第５表）の見直
しについては、今後も財政課と
の協議を進めていくこととする。

行政評価システムを定着させる
ことで、職員の意識改革につな
げるとともに、継続的に全庁的
な取組として機能させるため、行
政評価に関する知識を深めるた
めの情報提供等を積極的に行う
こととする。また、推進する施策
に対する評価、外部評価等の導
入は、先進地の調査を行いなが
ら導入に向けて引き続き検討を
進めていく。

見直して継
続【改善】

1,109 B
近年、本事業への活用状況が
減少傾向にある。

人材育成・国際交流のほか、地
域振興に寄与する団体活動へ
の助成ができるよう制度の見直
しを図るため、各種団体に対す
るアンケート調査を行い、ニーズ
の把握に努める。

平成２５年度にアンケート調査を
行ったが、制度の見直しに反映
できるような結果が得られな
かったため、引き続き、まちづく
り人材育成国際交流促進事業
委員会と意見交換をする等、継
続して制度内容の見直しについ
て検討を進める。

見直して継
続【改善】

　市民相談業務は、法的知識を
　市民相談業務において法的見
解を求められる案件について

　法的見解を求められる案件に
ついては 市が行っている無料 現状のまま

≪　改革・改善（Ａction）　≫

293 A
市民相談業務 、法 識を

必要とする案件が多くなってお
り、職員での対応は厳しい。

解を求められる案件について
は、弁護士等の専門家による相
談窓口を紹介している。

ついては、市が行っている無料
弁護士相談を活用し、問題解決
を図って行く。

現状のまま
継続

50 C
協力会の会員の高齢化と新規
会員の加入促進が課題となって
いる。

現会員による会員拡大の募集
活動を実施する。

滝川駐屯地及び自衛隊父兄会
芦別支部との交流等を通じて、
協力会の安定した活動を維持す
る。

現状のまま
継続

10 A
　北方領土返還運動関係者の
高齢化が進んでいる。

　北方領土返還運動後継者の
育成など啓発活動の充実を図
る。

　関係団体と連携を密にし今ま
でどおり啓発活動に努める。

現状のまま
継続

≪実施（Do）≫ ≪評価（Check）≫

事業費（千円） 所管課評価 現時点における課題 課題に対する対応方策 今後の方向性 総合判定

572 A

　新規の寄附者を募集していく
ほか、単年度にとどまらず、継
続していただける寄附者や若年
層の寄附者の確保が課題となっ
ている。

　ヤフー株式会社の公金収納代
行サービスの導入により、クレ
ジットカードでの寄附が可能とな
り、寄附者の利便性が向上した
ことから、サービスの利用促進
を図る。また、現行３万円以上と
している感謝特典の対象寄附金
額について、金額の引き下げや
感謝特典の内容を更に充実す
ることが可能か検討していく。

　公金収納代行サービスの導入
や感謝特典の対象寄附金額の
引き下げ、感謝特典の内容の充
実を図ることにより、寄附者の今
まで以上の増加が期待される。
なお、引き続き市の公式ホーム
ページでもＰＲを行い、ふるさと
納税による寄附の募集・受付を
今後も継続していく。

見直して継
続【改善】

15,026 A

毎年のように税制改正が行わ
れ、ここ数年は、新制度の導入
や算定方法の複雑化などで大
幅な変更が求められ、市民への
周知・対応が難しくなっている。

税制改正等に的確に対応できる
よう各種システムの活用を継続
していくとともに、市民の立場に
立ったわかりやすい通知や周知
の方法に改善していく必要があ
る。

現状、各種システムを活用した
賦課作業が効果を発揮している
ため、今後もこれを維持して事
務の効率化に繋げていきたい。
また、新しい税制度に対応する
ために事務量が増えているが、
電子申告受付サービスを導入す
ることで、事務の効率化を図り
対応したい。

現状のまま
継続

≪　改革・改善（Ａction）　≫

②　財政運営の充実



平成２６年度事務事業評価結果一覧 ＜ 資料３ ＞

対象 意図 手段

市税等徴収業務 税務課納税係
個人、法人等の納税義
務者

市税等における市民負担の公平性を保
つとともに市財源を確保する。

口座振替の推進及び滞納者に対する各
種催告と差押え等の滞納処分

対象 意図 手段

広域行政事務
企画課まちづく
り推進係

　中空知５市５町（中空
知広域市町村圏組合）
等近隣市町

　少子高齢が進展する本市において、行
政機能を向上させ、市民の生活機能を確
保するため、国、北海道及び近隣市町と
医療、教育、環境などの分野において、
お互いの特性を生かした連携強化を進め
ることによって、効率的かつ効果的なまち
づくりを進めることを目的とする。

　医療、介護、交通など市民に身近な問
題を中心に、単一自治体では不足する機
能や共通する行政サービスを補完するた
めの広域連携による取組の検討を進め、
近隣市町との連携を強化するともに地域
的な結びつきを生かした広域的な地域振
興を図る。

対象 意図 手段

事務事業名 所管課係名
≪　計画（Plan）　≫

１　自治体運営 ⑵　行財政運営

事務事業名 所管課係名
≪　計画（Plan）　≫

事務事業名 所管課係名
≪　計画（Plan）　≫

２　生活・環境 ⑴　都市基盤

- 5 -

対象 意図 手段

都市計画管理業
務

都市建設課土
木係

市民
本市のあるべき姿を考え、まちづくりの具
体性ある将来ビジョンを確定し、整備方針
等を総合的に定めることを目的とする。

都市計画の見直しは、芦別市都市計画
審議会の審議を経て実施する。

対象 意図 手段

土木管理事務
都市建設課土
木係

国、道、関係機関
道路総務事務を円滑に推進し、快適・安
全な道路環境の創出を目的とする。

一般国道４５２号の早期開通を始めとす
る国道・道道の整備について要請を行う。
また、道路台帳の整備や駐車公園の清
掃など、道路施設の管理に必要な事務や
業務を行う。

道路維持管理業
務

都市建設課土
木係

市民
快適、安全な道路環境の創出により、歩
行者や車両等の円滑な運行と安全を確
保することを目的とする。

定期的な道路パトロールを実施し、経年
劣化による損傷や凍上による凹凸の補修
を計画的に進めるほか、高齢者や障がい
者に配慮した車歩道の整備を行う。

橋りょう維持管
理業務

都市建設課土
木係

市民
快適、安全な橋りょう環境の創出により、
歩行者や車両等の円滑な運行と安全を
確保することを目的とする。

橋りょうの定期的な点検やパトロールによ
り、安全確保や適正な維持管理に努め、
必要に応じた補修を行うほか、橋梁長寿
命化計画に則し計画的な改修を行う。

２　生活・環境 ⑴　都市基盤

事務事業名 所管課係名
≪　計画（Plan）　≫
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総合評価の基準（Ａ：適切　Ｂ：概ね適切　Ｃ：改善の余地がある　Ｄ：不適切） ＜ 資料３ ＞

≪実施（Do）≫ ≪評価（Check）≫

事業費（千円） 所管課評価 現時点における課題 課題に対する対応方策 今後の方向性 総合判定

7,710 A

近年は、景気の低迷により、個
人・法人の破産・倒産が発生し
ており、それに伴い滞納市税は
増加している。一方では、破産
者の財産処分が進まない状況
である。

現年度分滞納繰越額を増やさな
いことが必須であり、早期着手
による徴収率の向上を目指し、
迅速で的確な滞納処分を実施
する。また、分割納付の申し出
に対しては、実行可能な計画と
担当者による進行管理を徹底
し、確実に徴収を行う必要があ
る。

公正かつ公平な市民負担の確
保と市の債権管理の適正化を
図る必要があることから、担当
職員の債権管理に対する意識
改革と資質の向上を目指すこと
を優先課題とし、弁護士の助言
を受けながら、債権回収技術に
係る担当職員間の情報交換を
することにより債権回収能力の
向上を図り、引き続き徴収率の
向上に努める。

現状のまま
継続

≪実施（Do）≫ ≪評価（Check）≫

事業費（千円） 所管課評価 現時点における課題 課題に対する対応方策 今後の方向性 総合判定

1,719 A

今後、地域主権制度の広がりが
見込まれる中、基礎自治体（とり
わけ小規模自治体）のあり方が
大きく問われることから、広域連
携はますます重要になってくる
ため、どのような広域の枠組
み、事務が有効かが課題であ
る。

中空知広域市町村圏組合にお
いて広域連携をすることで、本
市の行政運営において効率化
が図られる特定の課題（例：消
防、防災、医療、観光等）につい
て、具体的に検討できるよう、組
合における検討組織体制づくり
が必要である。

地域主権一括法、権限委譲、定
住自立圏構想等国又は北海道
の諸制度の動向を勘案しなが
ら、市民の安全・安心な暮らしの
ための消防の広域化、また、市
民の利便性を高める事務の委
託（共同）化など、さらに広域行
政を推進する。また、中空知定
住自立圏における中心市との協
定締結に向けて取り進めるとと
もに、産業の活性化などを目指
すための道北圏との連携も取り
進める。

見直して継
続【改善】

≪実施（Do）≫ ≪評価（Check）≫

事業費（千円） 所管課評価 現時点における課題 課題に対する対応方策 今後の方向性 総合判定

≪　改革・改善（Ａction）　≫

③　広域連携の推進

≪　改革・改善（Ａction）　≫

≪　改革・改善（Ａction）　≫

①　都市計画･都市開発の推進

事業費（千円） 所管課評価 現時点における課題 課題に対する対応方策 今後の方向性 総合判定

8,014 B

都市計画区域内の整備は一定
程度終了しているが、長期未着
手の土地区画整理区域や都市
計画道路については、土地所有
者に建築等の制限が課せられ
ている状況であり、将来を見据
えた見直しを行わなければなら
ない。

現状及び都市計画マスタープラ
ンに則した用途地域及び都市計
画道路等の見直しが必要であ
る。

人口減少が進む中、長期未着
手の土地区画整理区域及び都
市計画道路の廃止を視野に入
れた見直しを平成２７年度まで
に整理する。

見直して継
続【改善】

≪実施（Do）≫ ≪評価（Check）≫

事業費（千円） 所管課評価 現時点における課題 課題に対する対応方策 今後の方向性 総合判定

6,105 A

一般国道452号の早期開通をは
じめとする国道、道道の整備に
対する要望活動を行っているも
のの進捗状況は思わしくない。

早期に整備が進められるよう関
係機関への継続して要望してい
く。

一般国道452号の早期開通をは
じめとする国道、道道の整備が
進められるよう、今後も要望活
動を続けていく。

現状のまま
継続

194,896 A

現在の市道延長は３３４ｋｍあ
り、施設の老朽化や凍上によっ
て舗装路面に凹凸が発生してい
るため、歩行者や車両の通行に
支障をきたしている路線が数多
くある。また、改良済路線にもか
かわらず舗装が整備されないな
どの市道も存在しているため、
早期の道路環境整備が望まれ
ている。

災害及び緊急に対応できる体制
づくりと計画的な維持補修を実
施する。

歩行者や車両が安全に通行で
きる道路環境整備のため、路盤
改良や道路施設の整備、舗装
補修を計画的に進める必要が
ある。また、路面清掃や側溝清
掃など道路環境美化のための
適切な維持管理も計画的に進
める。

現状のまま
継続

8,408 A

現在の橋りょう数７７橋は毎年
点検を実施しているが、そのうち
３０年以上経過した老朽橋りょう
が４７橋あり、車両及び歩行者
の通行の安全確保が求められ
ている。

災害・緊急時における体制づくり
や計画的な維持補修を実施す
る。

歩行者や車両が安全に通行で
きる橋りょう整備のため、平成２
５年度に策定した橋梁長寿命化
計画に基づき、計画的な維持補
修により橋梁の延命と安全を確
保する。

現状のまま
継続

②　交通網の充実

≪　改革・改善（Ａction）　≫



平成２６年度事務事業評価結果一覧 ＜ 資料３ ＞

対象 意図 手段

生活交通確保対
策事業

市民課生活交
通係

市民

住民が日常生活を維持していくために必
要不可欠である生活交通路線を維持・確
保するための措置を講ずることを目的とし
た。

住民の交通体系を確保は、その路線を運
営する民間のバス会社の運営状況（経営
状況）に密接に関わっているため、市とし
ての支援策等を協議する。

対象 意図 手段

地球温暖化・省
エネルギー対策
推進事業

政策推進課政
策推進係

市の全ての公共施設

本市は、各公共施設におけるエネルギー
使用量の年間の合計が1,500ｋｌ以上（原
油換算）あることから、省エネ法に基づき
「特定事業者」の指定を受けており、市総
合庁舎をはじめとする各公共施設のエネ
ルギー使用量の削減及び二酸化炭素排
出量の削減を図る。

地球温暖化防止実行計画（事務事業編）
の推進、芦別市地球温暖化・省エネ対策
推進本部及び推進委員会の開催、各公
共施設等の省エネ診断の実施、各公共
施設の管理標準の策定など

地域経済循環創
造事業

政策推進課政
策推進係

木質チップ製造事業者
（芦別木質バイオマス
開発協同組合）

芦別市木質バイオマス利用促進事業を
推進するため、芦別市健民センター施設
群に導入する木質チップボイラーの燃料
となる木質チップの安定供給を図る。

芦別市健民センター施設群に導入する木
質チップボイラーの燃料を製造する芦別
木質バイオマス開発協同組合に対し、燃
料の安定供給を図る目的で、施設整備に
係る初期投資費用を助成する。

事務事業名 所管課係名
≪　計画（Plan）　≫

２　生活・環境 ⑵　生活環境

２　生活・環境 ⑴　都市基盤

事務事業名 所管課係名
≪　計画（Plan）　≫
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ごみ収集事業
市民課環境衛
生係

　・ごみを排出する者

　・市内全域をごみの収集日・収集地区
表に基づき円滑に収集することにより、清
潔な生活環境を確保し、環境衛生の向上
を図る。

　・ごみ収集車の適正な補修、更新
　・ごみ収集業務委託業者による、適正な
収集業務の遂行の監理監督

ごみ減量化推進
事業

市民課環境衛
生係

市民
一般廃棄物の減量化の推進、適正な処
理、資源化及び再使用の促進を図る。

ごみ減量化、資源リサイクルの促進に向
け、諮問機関である芦別市廃棄物減量等
推進会議を開催する。

ごみ処理セン
ター運営管理業
務

市民課環境衛
生係

　・ごみを排出する全世
帯及び企業

　・芦別市ごみ処理センターの適正な維
持管理により、円滑な一般廃棄物（一般
ごみ、粗大ごみ）の埋め立て処分に資す
る。

　・ごみ処理センター施設・設備の適正な
維持管理
　・ごみ処理センター管理業務等委託業
者による、適正な運営管理事務の遂行の
監理監督

ごみ処理事業
（広域）

市民課環境衛
生係

　・ごみを排出する全世
帯及び企業

　・ごみを適正に処理するため、指定専用
袋の作成・配送・保管、ごみステーション
の設置補助、生ごみの広域共同処理を
行い、円滑なごみ処理事業に資する。

　・適正な指定専用袋の作成・配送・保
管、ごみステーションに対する設置補助、
三市二町による生ごみの広域共同処理
の継続により、円滑なごみ処理事業に資
する。

資源ごみリサイ
クル推進事業

市民課環境衛
生係

　・ごみを排出する全世
帯及び企業

　・芦別市資源ごみ保管施設の適正な維
持管理を行い、資源ごみをリサイクルし資
源の有効活用、ごみの減量化を図る。

　・資源ごみ保管施設・設備の適正な維
持管理
　・資源ごみ保管施設管理業務委託業者
による、適正な運営管理事務の遂行の監
理監督
　・資源ごみの適正な分別に係る広報や
現地指導

- 7 -



総合評価の基準（Ａ：適切　Ｂ：概ね適切　Ｃ：改善の余地がある　Ｄ：不適切） ＜ 資料３ ＞

≪実施（Do）≫ ≪評価（Check）≫

事業費（千円） 所管課評価 現時点における課題 課題に対する対応方策 今後の方向性 総合判定

21,596 A

　人口の減少及び自動車の普
及により、公共交通機関の利用
者は減少傾向にあり、事業者は
経営改善のため、減便などの対
策を講じるものの利便性が低
下、利用者の減と悪循環となっ
ている。

　平成２４年１１月に実施した短
期実証調査に基づき、平成２５
年１１月から本町循環線の新設
や上芦別線・頼城線・芦別温泉
線においては本町地区内を経
由することで、利用者の利便性
を向上させ、利用者の増加を図
る。

　今年度新設した路線等の運行
状況を検証しながら、より市民
ニーズにあった運行ができる様
に芦別市地域公共交通会議と
連携し、利便性の向上と利用者
の増加を図る。また、運行に欠
かせないバス事業者に対して
は、将来に亘って持続可能な交
通体系を確立させるため、国
（国土交通省）の補助金制度を
活用するなど、持続可能で財政
負担の少ないバス運行ができる
ように支援する。

見直して継
続【改善】

≪実施（Do）≫ ≪評価（Check）≫

事業費（千円） 所管課評価 現時点における課題 課題に対する対応方策 今後の方向性 総合判定

27 A
各公共施設におけるエネルギー
使用機器等の詳細な把握がで
きていない。

省エネ法に基づき、各公共施設
の「管理標準」を整備する必要
がある。

エネルギー使用量の更なる削減
のため、省エネ・節電診断制度
等を活用した省エネルギー型照
明の導入等の検討や各公共施
設の管理標準の計画的な策定
を進めるとともに、それぞれの公
共施設で実施できる省エネを推
進する。

見直して継
続【改善】

33,000 A 終了

①使用年数等による計画的なご
み収集車の更新により、ごみ収

①ごみ収集車の適正な維持管

≪　改革・改善（Ａction）　≫

①　自然環境の保全

③　交通体系の充実

≪　改革・改善（Ａction）　≫

92,674 B

①ごみ収集の要となる、ごみ収
集車について、計画的に更新す
る必要がある。②分別間違いの
ごみが残され、出し直しされずに
放置されるケースも多く、衛生管
理上問題のあるごみステーショ
ンも存在している。

み収集車の更新により、ごみ収
集に支障が生じないように努め
る。②分別間違いがなくなるよ
う、ごみの出し方について、繰り
返し広報等により啓発する。ま
た、ごみステーションに放置され
たままのごみについてはゴミス
テーション連絡調整員等と連携
を図り、問題の解決に当たって
いく。

①ごみ収集車の適正な維持管
理に努め、計画的に更新してい
く。②ごみステーションに放置さ
れるごみが減っていかない状況
が続くようであれば、ごみ出しし
た者の責任が明確となる戸別収
集方式の導入について調査研
究する必要がある。

現状のまま
継続

79 B

ごみの減量化、資源リサイクル
の促進に向けた、新たな分別と
して古着の拠点回収や天ぷら油
の回収等を進めたものの大きな
成果が見られない状態にあっ
た。

少しでも減量化に向け取り組み
を進めるため、再度、平成23年
10月から古着の拠点回収を始
めている。また、廃棄物減量等
推進委員によるリサイクル率の
高い先進地事例の調査や視察
を実施しごみ減量化に向けた検
討をする。

より一層の一般廃棄物の減量
化の推進、適正な処理、資源化
及び再使用の促進を図る。

現状のまま
継続

41,221 B
施設開設後、２０年近くを経過
し、今後、設備や機器の修繕・
更新が見込まれる。

適正な維持管理により、施設の
設備や機器の使用に支障が生
じないよう、使用年数に応じ、計
画的な整備に努める。

今後の延命に向け、さらにごみ
の減量化を図るとともに、施設
や設備等の適正な維持管理を
図ることする。

現状のまま
継続

72,551 B
搬入量は減少傾向にあるもの
の、生ごみの更なる減量化に努
める必要がある。

市民のごみ減量化に向けて、コ
ンポストの購入にかかる補助金
について継続をする必要があ
る。

さらに減量化を進めるため、室
内で使える家庭用電動生ごみ
処理機の購入補助金制度につ
いて調査検討する。

現状のまま
継続

16,047 B

資源ごみリサイクルの要となる、
プラスチック製容器包装減容
機、空き缶プレス機、ペットボト
ル減容器等の機器について、今
後、更新が見込まれる。

適正な維持管理により、機器の
使用に支障が生じないよう、使
用年数に応じ、計画的な更新に
努める。

資源ごみのリサイクルにより、埋
立ごみ（一般・粗大）の量は減少
していることから、さらにごみの
減量化を図り、平成２６年度から
は小型家電のリサイクルに取組
むなど、今後も新たなリサイクル
資源を検討するとともに、保管
施設、機器等の適正な維持管
理を図る。

現状のまま
継続



平成２６年度事務事業評価結果一覧 ＜ 資料３ ＞

対象 意図 手段

新エネルギー利
活用事業

政策推進課政
策推進係

地域新エネルギービ
ジョン（平成２１年度策
定）に基づく、木質バイ
オマス及び廃食油の有
効利用

環境基本条例及び環境基本計画に基づ
き、本市の豊かな自然環境を活用した新
エネルギーの有効利用を図る。

木質バイオマス及び廃食油の有効利用
のため事業化について検討を進める。

対象 意図 手段

斎場運営管理業
務

市民課環境衛
生係

遺がいの火葬、汚物
（えな、産わい物）の焼
却、身体の一部の焼却
を必要とする者

芦別市斎場の適正な維持管理により円
滑な火葬業務に資する。

火葬炉の定期点検、修繕等の適正な維
持管理
斎場管理業務委託業者による、適正な運
営管理事務の遂行の監理監督

墓地運営管理業
務

市民課環境衛
生係

墓地を使用する市民
（市内に住所を有する
世帯主）
※市長が特別の理由
があると認めるときは、
市外に住所を有する者
であっても願い出ること

墓地の適正な維持管理及び造成を図り
市民の需要に応える。

墓地の清掃等による適正な維持管理
市民の需要に応えた墓地の造成

事務事業名 所管課係名
≪　計画（Plan）　≫

事務事業名 所管課係名
≪　計画（Plan）　≫

２　生活・環境 ⑵　生活環境
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であっても願い出る と
ができる。

公衆浴場確保事
業

市民課環境衛
生係

公衆浴場を利用する者
住民の保健衛生上確保すべき公衆浴場
に必要な助成を行い、その経営安定と廃
業防止を図る。

公衆浴場に対する経営安定と廃業防止
のため、補助金を交付する。（平成２５年
度からは温水ボイラー及び脱衣場暖房設
備に係る灯油又は重油の購入費の２割
補助を追加）

環境衛生向上業
務

市民課環境衛
生係

一般市民

動物の死骸の回収、有害ごみの回収、地
域墓地の草刈等環境美化の推進等によ
り快適で衛生的な生活環境の確保に資
する。
犬の飼養者に対し、畜犬登録及び狂犬病
予防注射を行う等により適正な飼養をす
るよう周知し、公共の安全の確保に資す
る。

環境衛生業務委託業者による、適正な業
務の遂行の監理監督。
動物の死骸の回収、有害ごみの回収に
係る定期的な広報の実施。
有害ごみ回収店の確保。
犬の飼養者に対する、畜犬登録及び狂犬
病予防注射の接種等の周知徹底及び市
集合注射の実施。

し尿収集事業
市民課環境衛
生係

し尿及び浄化槽汚泥収
集世帯

市内全域をし尿収集計画に基づき適正に
収集することにより、清潔な生活環境を確
保し、環境衛生の向上を図る。

し尿収集車の適正な補修、更新
し尿収集業務委託業者による、適正な収
集業務の遂行の監理監督

し尿処理事業
市民課環境衛
生係

し尿及び浄化槽汚泥収
集世帯

芦別市浄化センターの適正な維持管理を
行い、市内全域から収集されるし尿を下
水道投入により円滑に処理することによ
り、清潔な生活環境を確保し、環境衛生
の向上を図る。

浄化センター（し尿投入施設）施設・設備
の適正な維持管理
し尿投入施設維持管理業務委託業者に
よる、適正な運営管理事務の遂行の監理
監督

- 9 -



総合評価の基準（Ａ：適切　Ｂ：概ね適切　Ｃ：改善の余地がある　Ｄ：不適切） ＜ 資料３ ＞

≪実施（Do）≫ ≪評価（Check）≫

事業費（千円） 所管課評価 現時点における課題 課題に対する対応方策 今後の方向性 総合判定

- B

木質バイオマスは、木質バイオ
マスボイラーの燃料となる木質
チップの原材料の確保が課題で
あり、廃食油については、有効
利用策を決めたとしても回収量
を確保するためには市民周知に
一定の期間が必要となる他、排
出者に負担がかからない回収
方法を用意できるかが課題であ
る。

木質バイオマスボイラーの燃料
となる木質チップを安価で安定
的に供給できる体制を維持する
ため、木質バイオマス利用推進
協議会を活用し、国・道有林と
引き続き連携を図り林地残材等
を確保する。廃食油について
は、環境審議会等と連携しなが
ら事業化が可能か判断するた
めの検討を引き続き行う。

木質バイオマスは、チップの製
造を行う民間事業体（芦別木質
バイオマス開発協同組合）が事
業を開始し、本年度、補助事業
を活用したチップボイラーの導
入及びチップ貯蔵施設等の整備
を行ったことから、引き続き、木
質バイオマス燃料の原材料の
確保に向けた支援を行う。廃食
油については、環境審議会を開
催する中で、環境審議会として
の意見等をいただきながら、継
続して実現可能な有効利用策を
検討する。また、公共施設ボイ
ラー更新時における木質バイオ
マスボイラー導入方針に基づ
き、既存ボイラーの更新時には
木質ボイラーの導入を検討す
る。

現状のまま
継続

≪実施（Do）≫ ≪評価（Check）≫

事業費（千円） 所管課評価 現時点における課題 課題に対する対応方策 今後の方向性 総合判定

27,111 B

火葬業務の要となる、火葬炉に
ついて、火葬中に故障等が生じ
ないよう、適正な維持管理を継
続して行う必要がある。

火葬に支障が生じないよう、定
期点検の継続により、修繕箇所
の早期発見に努め、計画的な修
繕に努める。

火葬炉は平成２５年度に２基、
平成２６年度は１基の修繕を行
うとともに、広域化も含めた施設
の在り方等について検討を行
う。

現状のまま
継続

23,218 B

墓地残数が残り少なく、市民の
需要に応えた、墓地の造成に努
める。
（H２５．３月時点の墓地残数　自
由～新規１６、返還１３　規制～
新規１０、返還２１区画）
（H２５．７月時点の墓地残数　自
由～新規１１ 返還１３ 規制～

墓地の需要を的確に見極め、計
画的に造成を行う。

新規墓地区画の造成に当たっ
ては、平成26年度に自由墓地～
３３区画　規制墓地～４４区画、
平成28年度以降に、自由墓地
～２３区画　規制墓地～１１７区
画を桜ヶ丘霊園内に造成するこ
ととしている

現状のまま
継続

≪　改革・改善（Ａction）　≫

≪　改革・改善（Ａction）　≫

②　環境衛生の充実

由～新規１１、返還１３　規制～
新規　６、返還１９区画）

ととしている。

7,106 B
人口減少や内風呂の普及によ
り年々入浴者数が減少してい
る。

浴場利用組合と密接に連携を
取るとともに、平成２５年度から
公衆浴場確保対策補助金交付
条例を見直し、経営の安定化を
図る。

存続する公衆浴場の確保に向
けて、経営の安定化が図られる
よう、補助金の交付を継続し、廃
業防止に努める。

現状のまま
継続

4,466 B
動物の死骸、犬猫の糞の放置
が後を絶たず、市民から苦情が
寄せられている。

当面の間、犬の糞の持ち帰り看
板の設置、犬の糞の始末は飼
い主の義務であることを記載し
た文書の飼い主に対する送付、
町内会を通じ市民全般に対し環
境衛生だより等による広報を定
期的に行う等の対策を講じる
等、市民のモラルに訴える施策
を展開、強化する。

今後、より一層の地域の生活環
境の向上を図ることとする。

現状のまま
継続

24,053 B
し尿収集車の適正な修繕、更新
を計画的に行う必要がある。

現在、必要に応じた修繕を行
い、14年サイクルを目途とした、
計画的な更新に努めている。

し尿収集車の適正な維持管理
に努め、計画的に更新していく。

現状のまま
継続

93,281 C

平成27年度より開始される石狩
川流域下水道組合による広域
処理に向けて、本市の収集及び
運搬体制を変更しなければなら
ない。

平成27年度からのし尿等の広
域処理開始を踏まえ、し尿処理
の切り替えを円滑に進めるた
め、下水道組合及び関係市町と
の協議を深めるとともに、市内
収集業者との調整を図る。

広域処理化を円滑に進めるた
め、収集体制や運搬体制の整
備を図る。

見直して継
続【改善】



平成２６年度事務事業評価結果一覧 ＜ 資料３ ＞

対象 意図 手段

市有住宅管理業
務

都市建設課住
宅係

市及び関連職員のため
の住宅（市共済住宅
等）及び市内の事業所
等に勤務している若年
単身者のための特定公
共賃貸住宅（渓水団
地）の入居者及び入居
予定者を対象とする。

市有住宅（市及び関連の職員住宅及び
特定公共賃貸住宅）の適正な維持管理を
目的とする。

市有住宅（市及び関連の職員住宅及び
特定公共賃貸住宅）の維持管理を適正に
行い、入居者の利便性の向上と住環境の
充実を図る。

公営住宅管理業
務

都市建設課住
宅係

市営住宅施設及び住
宅に困窮する低額所得
者

公営住宅等に入居を希望する人に対し、
低廉で良質な公営住宅を提供するととも
に適正な住宅管理を行うことにより、入居
者が快適で安全・安心な生活を送ること
ができる機能の維持を図る。

維持管理に関する事務として、入居者か
らの連絡による修繕の他、計画修繕によ
り適正な管理を実施する。
家賃に関する事務として、滞納者への催
告等の方法により、適正な家賃収納管理
を行う。
入居に関する事務として、空き家が発生
した場合、速やかに修繕を行い、待機し
ている入居予定者に住宅を斡旋する。

公営住宅建設事
業

都市建設課住
宅係

公営住宅の建替え
居住面積が狭く、浴室設備のない等、老
朽化した公営住宅（さつき団地）を建替る
ことにより、居住水準の向上を図る。

公営住宅ストック総合活用計画に基づき
建替事業を進め、ストック計画で建替重
点団地と位置づけたさつき団地は、現地
建替事業を実施。これにより住環境の整
備を図るとともに、高齢入居者の冬期間
の除雪の軽減と歩行の安全性を確保す
る雁木の採用により、高齢化社会に対応
した住宅とする。

移住・定住を促進するため 受入体制の

２　生活・環境 ⑵　生活環境

事務事業名 所管課係名
≪　計画（Plan）　≫
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移住・定住促進
業務

企画課まちづく
り推進係

首都圏に居住する団塊
世代等の移住希望者と
市民を対象とする。

本市への移住・定住を促進し、交流人口
の増加を図ることで、地域活性化を図るこ
とを目的とする。

移住・定住を促進するため、受入体制の
整備充実、本市の恵まれた自然環境と快
適な生活環境の道内外に向けた積極的
な情報発信、空き地・空き家情報を収集、
発信する。また、市内に住宅を新築・購入
した市民に奨励金を交付することにより、
定住を促進し、地域のコミュニティや経済
の活性化を図る。

移住・定住促進
業務

市民課市民年
金係

芦別市に住所を有する
者で結婚又は出産した
もの

芦別市定住促進条例に基づき、市民の
人生の節目のお祝いとして、結婚祝品及
び出産祝品を贈呈し、市民の定住を促す
ものである。

結婚一組及び出産一子につき、１０万円
分の市内限定商品券を贈呈する。

対象 意図 手段

公共下水道維持
管理業務

上下水道課業
務係

下水道を使用している
市民及び事業所等

都市基盤である下水道施設の維持管理
業務を計画的に行い、施設の機能を確保
するとともに延命化を図る。

下水道施設の計画的な点検、調査を実
施し、修繕等について早期に対処する。

事務事業名 所管課係名
≪　計画（Plan）　≫

２　生活・環境 ⑵　生活環境
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総合評価の基準（Ａ：適切　Ｂ：概ね適切　Ｃ：改善の余地がある　Ｄ：不適切） ＜ 資料３ ＞

≪実施（Do）≫ ≪評価（Check）≫

事業費（千円） 所管課評価 現時点における課題 課題に対する対応方策 今後の方向性 総合判定

1,191 A

特定公共賃貸住宅（渓水団地）
の空き家戸数は平成２５年３月
末７戸、２６年３月末８戸で、年
度末は企業の人事異動等に伴
い一時的に空家が増加する傾
向にある。
市共済住宅（職員住宅）につい
ては、空き家が増加し老朽化が
進んでいる。

渓水団地について、入居者の募
集に際しては、引き続き広報あ
しべつに募集記事を掲載してい
くことが必要である。
職員住宅について、入居希望者
がいない住宅や老朽化が進ん
でいる住宅については、有効活
用や除却等について検討が必
要である。

渓水団地について、市内の事業
者に対する広報活動についても
充実させ、入居者の確保に努め
る。
職員住宅について、入居の目途
が立たない住宅は、職員住宅と
しての用途を廃止し、民間への
売却や除却等を検討する。

見直して継
続【改善】

62,479 B

公営住宅の需要実態と入居可
能な希望住戸の提供の調整を
図り、計画的に修繕を行うこと
で、公営住宅の適切な維持管理
を行う必要がある。
頼城地区及び西芦別地区の改
良住宅は、地区の人口減少によ
り空家が増加しており、また、老
朽化により、維持管理に支障を
きたしている。

供給する住戸タイプ及び立地条
件と、住宅を求める市民とのミス
マッチがないよう、入居希望する
住宅への調整を図り、計画的に
修繕等の精査及び充実を図る。
頼城地区及び西芦別地区の改
良住宅は、改良住宅再編（移転
集約）事業により、地域のコミュ
ティーの継続とコンパクトにまと
めた住環境の提供を図る。

入居者の要望に沿った整備及
び計画修繕を進めると共に、改
良住宅再編（移転集約）事業に
伴う移転対象者に対しては、で
きるだけ要望に沿った移転を推
進する。また、平成２５年度に芦
別市住生活基本計画及び芦別
市公営住宅等長寿命化計画を
策定したことから、計画に基づ
いて修繕や建替等を推進する。
（計画期間：平成２６年度～平成
３５年度）

現状のまま
継続

261,771 A
今後の公営住宅の建替えにつ
いて、方向性を示す必要があ
る。

平成２５年度に策定した芦別市
住生活基本計画及び芦別市公
営住宅等長寿命化計画に基づ
き、公営住宅の建設を進める。
平成２６年度は、さつき団地１０
号棟（１棟５戸）を建設する。

平成２５年度に策定した芦別市
住生活基本計画及び芦別市公
営住宅等長寿命化計画に基づ
き、公営住宅の建設を進める。
なお、まちなか道営住宅整備事
業として、旧緑ヶ丘小学校跡地
に道営住宅の建設が予定され
ていることから、北海道と調整を
図りながら計画を進める。

現状のまま
継続

少子高齢化の進行等に伴う人
口減少により、地域活力が失わ
れる中 首都圏を中心 「団塊

①直接的に移住者の確保に結
びつけるため、「地域おこし協力
隊」の制度を活用して人材を誘
致する。②移住体験ツアーを実
施 本市 移住 き かけ

①農業の担い手確保やスポー
ツによるまちづくりなどを推進す
るため、「地域おこし協力隊」の
制度を活用した人材を誘致し

③　住宅環境の充実

≪　改革・改善（Ａction）　≫

15,569 B

れる中、首都圏を中心に「団塊
世代」のみならず、若年層を含
め、地方への移住や二地域居
住などの志向が高まっている。
この様な志向に対応するため、
移住希望者のより具体的なニー
ズを把握するとともに、そのニー
ズに対応した環境づくりをどう進
めるかが課題である。

施し、本市への移住のきっかけ
づくりとするほか、参加者のニー
ズを把握して、今後の移住施策
へのヒントを得る。③北海道、北
海道移住促進協議会、市内関
係団体・企業との連携を図る。
④住宅の新築・購入者に対する
「持ち家取得奨励金」を交付す
る。⑤「空き家・空き地情報バン
ク」など移住・定住情報を発信す
る。

制度を活用した人材を誘致し、
移住者の確保に結び付ける。②
移住体験ツアーの実施など、魅
力あふれる事業展開を行う中
で、移住希望者が思い描く移住
後のライフスタイルなど、具体的
なニーズを把握し、アプローチし
ていく取組を展開する。③「持ち
家取得奨励金」のＰＲを展開し、
定住人口の増加及び地域経済
の活性化を図る。

見直して継
続【拡充】

11,100 A

贈呈対象者に対して周知はもれ
なく行っているが、移住促進に
向けた市外への周知が十分に
行われていない。

市公式ホームページに掲載して
いる内容を改めて再確認し、更
新することでより多くの人に知っ
てもらえるようにするほか、移住
定住促進協議会など関係団体
を通じて周知を図る。

市外からの移住定住に結びつく
ような周知をさらに工夫する必
要がある。

現状のまま
継続

≪実施（Do）≫ ≪評価（Check）≫

事業費（千円） 所管課評価 現時点における課題 課題に対する対応方策 今後の方向性 総合判定

32,034 A

　今後の人口減少に伴う収入減
少化の時代を迎えるにあたり、
施設の老朽化等に対応する長
寿命化や、更新投資をいかに効
率的かつ計画的に行えるかが
課題。

　マンホールポンプ所保守点
検、管路施設調査清掃等によ
り、補修個所の早期発見、修繕
から長寿命化を図り、将来の事
業環境を予測した各施設の効
率的な更新時期を判断する。

　平成23年度より管きょの整備
事業を休止したことから、今後
は維持管理事業を計画的に行
い、施設の機能を保持するとと
もに、将来導入となる法適用化
を視野に入れた資産管理を適
切に行い、将来にわたる健全経
営に意を用いる。

現状のまま
継続

≪　改革・改善（Ａction）　≫

⑤　下水道・排水施設の充実



平成２６年度事務事業評価結果一覧 ＜ 資料３ ＞

対象 意図 手段

カナディアン
ワールド公園管
理運営業務

商工観光課観
光振興係

市民、観光客

観光施設や観光資源の有機的な結合と
適切な施設等の維持管理により、自然豊
かな本市の地域イメージである「星の降る
里」にふさわしい魅力的な施設として集客
を図る。

カナディアンワールド公園の適切な整備
及び維持管理をする。

公園管理業務
都市建設課土
木係

市民
市民が安心して憩うことのできる公園整
備と安全管理を目的とする。

市民が安心して利用できるように公園遊
具の日常点検や有資格者による定期点
検の実施。また、市民が憩える空間を確
保するために公園施設の清掃や草刈り、
公園樹のせん定などの維持管理と法で
定められている公園台帳の整備を行う。

緑化推進事業
都市建設課土
木係

市民
地域で花や緑を育て、植物を育て慈しむ
心を通じて、人間社会における「思いやり
の心」を育てることを目的とする。

「花いっぱい運動」で、町内会などの各種
団体に協力依頼し植樹桝等に植える花
の苗の育成をする。また、北海道開発局
の事業である「フラワーロード３８」、空知
総合振興局の事業である「ふれあいの街
クリーン事業」と連携した取組を推進す
る。

対象 意図 手段

火災予防活動業
務

総務予防課予
防係

芦別市民
市民の生命、財産を火災から守る使命及
び火災予防の普及･啓発を図ることを目
的とする。

火災予防業務の適切な実施と、芦別市防
火管理者協会等の外郭団体、町内会、婦
人防火クラブや幼年消防クラブなどの活
動を通じて、火災予防及び住宅用火災警
報器の普及･啓発を図る。

２　生活・環境 ⑵　生活環境

２　生活・環境 ⑶　安全・安心な生活

事務事業名 所管課係名
≪　計画（Plan）　≫

事務事業名 所管課係名
≪　計画（Plan）　≫
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防火対象物調査
業務

総務予防課指
導係

防火対象物の防火管
理者

火災の未然防止、延焼拡大の抑止、避難
誘導の重要性を認識させ、指導すること
を目的とする。

防火対象物への立入検査を行う。

常備消防災害活
動業務

警防第１課警
防係

　市民

　複雑多様化する災害に対応するため
に、資機材及び庁舎等の整備を図り、職
員の技能の強化のため訓練を実施し、消
防活動の充実を図る。

　資機材及び庁舎等の整備を図り、職員
の技能の強化のため訓練を実施し、消防
活動を円滑に遂行できるよう管理する。

危険物施設・火
災調査活動業務

警防第２課保
安係

市民、危険物施設事業
所等

「火災」から得られる原因と損害の調査に
よって、火災による人命と財産の保全を
図ることを目的としている。また、危険物
規制に関する政令に基づき、許認可事務
並びに立入検査等を適正に執行し、危険
物施設の保安管理の充実・強化を図るこ
とを目的としている。

火災原因調査、危険物規制事務、立入検
査

救急・救助活動
業務

警防第２課救
急救助係

市民

近年、高齢化の加速、疾病構造の多様化
に加えて、交通事故の多発等により、傷
病者に対するプレホスピタルケアの充実
が求められている。　また、地域住民の、
救急・救助業務に対する期待と信頼に応
えるために救急・救助隊員としての学術
技術の習得、教育訓練の充実を図る。

救急救助業務に対する、職員の技術の
向上を図るとともに、市民に対する応急
手当の知識と技術の普及による啓発活
動の推進のために、資器材を計画的に更
新する。

消防団活動業務
総務予防課総
務係

芦別市消防団員

地域住民の安心・安全を守る消防団の活
動が円滑に行えるよう、消防団員の健康
管理及び資質向上並びに報酬等の配当
及び勤続功労者に対する表彰を実施し、
消防団の活性化を進めていく。

消防団の予防広報や災害等に対する出
動及び、各種研修を安全且つ円滑に遂行
出来るよう管理する

- 13 -



総合評価の基準（Ａ：適切　Ｂ：概ね適切　Ｃ：改善の余地がある　Ｄ：不適切） ＜ 資料３ ＞

≪実施（Do）≫ ≪評価（Check）≫

事業費（千円） 所管課評価 現時点における課題 課題に対する対応方策 今後の方向性 総合判定

15,701 B

施設の老朽化による安全性の
低下や美観・景観の悪化による
公園利用者の減少が課題であ
る。

施設管理上、利用者への安全
対策を最優先して必要な修繕を
行うとともに、観光客誘致のた
めのＰＲを引き続き行っていく。

必要に応じた計画的な修繕を行
うとともに、本市における施設本
体の必要性と位置付けを判断し
つつ、施設運営の方向性を慎重
に検討する必要がある。

現状のまま
継続

74,512 B

現在管理している公園数は５８
公園あり、その施設や遊具が老
朽化している状況である。また、
安全な遊具の維持管理や公園
樹木等の環境整備も課題であ
る。

多くの方が憩いの場として安心
して利用し集える公園として維
持するため、日常の安全点検や
清掃、定期的な草刈り、樹木の
剪定を実施する。

平静２５年度に策定した芦別市
公園長寿命化計画及び芦別市
公園再整備計画に基づき、施
設・遊具の補修や花木の植栽等
の整備を行うとともに、地域の実
情に合わせ廃止を含めた公園
のあり方を検討する。

見直して継
続【改善】

12,828 B

芦別市花と木緑化推進事業計
画に基づいて、市街地等の拠点
となる各種公共施設における賑
わいのある「緑」の風景づくりと、
市民との協働による植樹桝等の
景観整備によるまちづくりを進
めているが、植栽後の草取りな
どの管理方法に課題がある。

関係機関及び町内会や各種団
体と協議し、植樹桝等への花木
の植栽や草取りを含めた管理体
制を検討する。

今後とも関係機関及び町内会や
各種団体と管理体制の在り方に
ついて協議していく。

見直して継
続【改善】

≪実施（Do）≫ ≪評価（Check）≫

事業費（千円） 所管課評価 現時点における課題 課題に対する対応方策 今後の方向性 総合判定

100 A

　今年度の火災予防活動業務
全般における取組に関しては、
当初の目的を達成し、一定の成
果を得ることが出来た。今後に
おいても市民の安全・安心を確
保するため火災予防の普及・啓
発及び住宅用火災警報器の設
置促進を図る必要がある。

　少ない事業経費でより効果の
ある活動を展開するために、市
民を対象とした各種講習会及び
市広報誌への掲載を利用して広
く市民に対し火災予防の普及・
啓発及び住宅用火災警報器の
設置促進を図る。

　引き続き、市民を対象とした各
種講習会及び市広報誌への掲
載を利用した火災予防活動を検
討実施していく。

現状のまま
継続

⑥　公園・緑化の充実

①　消防・防災対策

≪　改革・改善（Ａction）　≫

≪　改革・改善（Ａction）　≫

13 B

　防火対象物調査業務について
は、使用形態、所有、管理形態
が複雑多様化していることによ
り、防火対象物からの災害を防
ぐため維持管理等の重要事項
を関係者に周知し、理解させな
ければならない。

　防火対象物からの災害を防ぐ
ため、関係者に対して防災に関
する知識を周知するとともに、職
員の専門性を高める。

　これらの目的を達成するため、
日頃から職員の教養を高め、質
の高い業務を行うことができるよ
う努める。

現状のまま
継続

5,139 A

複雑多様化する災害や大規模
災害に対応するため、職員の訓
練及び消防資機材の充実を図
る必要がある。

多種多様な災害を想定した訓練
を実施するとともに、消防資機
材の整備を図る。

訓練を定期的に実施するととも
に、資機材の整備等を今後も継
続して行く。

現状のまま
継続

88 B

火災原因調査、危険物規制事
務については、普遍的な業務で
あり過去においても最大限の知
識をもって業務を遂行している
が、近年、これらの業務におい
て更なる高度な知識が求められ
ている。

火災原因調査、危険物規制事
務を円滑に業務を遂行するため
に、都道府県単位で研修会が開
催されているので、有効に活用
していく。

これらの研修会に職員を派遣
し、専門性を高め、質の高い火
災原因調査、危険物規制事務を
行う。

現状のまま
継続

3,036 A

救急救助業務については、市民
の期待と信頼に応えるため、学
術・技術の習得、及び教育訓練
の充実が求められている。

救急救助隊員の学術・技術の向
上維持を図るため、必要な研修
等に参加する。

救急救命の向上を目指し、救急
救助隊員の教育訓練の充実を
図り、市民のニーズに応える。

現状のまま
継続

31,339 A
消防団員の高齢化と後継者不
足

健康診断の実施及び日常の健
康管理の徹底。消防団の活性
化。入団広報活動の強化。

平成２６年４月１日、消防広域化
による事務移管のため、新庁舎
建設に係る移転を踏まえた消防
団の再構築や消防団員の確保
等について、滝川地区広域消防
事務組合消防本部と調整してい
く。

現状のまま
継続



平成２６年度事務事業評価結果一覧 ＜ 資料３ ＞

対象 意図 手段

非常備消防災害
活動業務

警防第１課警
防係

　市民

　複雑多様化する災害に対応するため
に、資機材及び庁舎等の整備を図り、団
員の技能の強化のため、訓練を実施し、
消防活動の充実を図る。

　資機材及び庁舎等の整備を図り、団員
の技能の強化のため、訓練を実施し、消
防活動を円滑に遂行できるよう管理す
る。

消防用水利整備
事業

警防第１課警
防係

　市民
　消防水利を保全することにより、市民の
生命、財産を保護し被害の軽減を図る。

　消火栓の新設、多雪型消火栓への交
換。

消防総合庁舎建
設事業

総務予防課総
務係

消防庁舎

現庁舎は建物全体の老朽化及び消防車
両の大型化による狭隘化のため災害発
生時の迅速な対応が困難な状況にある。
このため、防災拠点施設として新たに消
防総合庁舎を建築し、これらの問題を解
消するとともに職団員の教育訓練の施設
を充実させ、市民の安全、安心な生活を
確保する。

２６年度は実施設計、地質調査、取付道
路工事を実施。２７年度は庁舎建設工
事、外溝工事、工事監理業務を実施し２８
年度竣工を目指す。

防災業務 総務課庶務係
市民の生命・財産、事
業所の財産

市町村は、「災害対策基本法」第42条に
基づき、市民の生命と財産を災害から守
るための災害対策を定める「地域防災計
画」の策定が義務付けされ、本市におい
ては昭和38年11月に策定後、適宜、必要
に応じ修正を行ってきた。災害の発生を
未然に防ぐことは不可能であることから、
災害時の被害を最小化する「減災」の考
え方を防災の基本方針とし、災害予防、
災害応急及び災害復興対策までの一連
の対策を迅速かつ円滑に行うための備え
や体制強化を推進する必要がある。

上位計画である国の防災計画、北海道の
地域防災計画の修正を踏まえ、上位計画
との整合性を保つため適宜、本市の地域
防災計画の修正を行うとともに、計画で定
める防災対策などを実施する。町内会を
単位とする自主防災組織の設置促進及
び防災活動マニュアルの作成。防災関係
機関、団体、企業等との防災協定締結の
促進。災害備蓄品配備計画（非常食・資
機材など）の作成及び計画に基づく備蓄
品の備蓄配備の促進。

事務事業名 所管課係名
≪　計画（Plan）　≫

２ 生活・環境 ⑶ 安全・安心な生活

- 15 -

対象 意図 手段

河川維持管理業
務

都市建設課土
木係

市民
快適、安全な河川環境の創出により、河
川を適正に利用できるとともに、流域の安
全確保することを目的とする。

河川の災害を未然に防ぐため、継続的な
監視パトロールや関係機関との情報交換
を密にし、安全確保に努めるとともに、危
険箇所の改修を行う。

河川整備業務
都市建設課土
木係

市民
快適・安全な河川環境の創出により、河
川を適正に利用できるとともに流域の安
全を確保する。

河川の災害を未然に防ぐため、河道確保
のための河川工作物を整備する。

対象 意図 手段

除排雪事業
都市建設課土
木係

市民
冬期間の降雪による交通の制約を軽減
し、安全・安心・快適な冬の暮らしを提供
することを目的とする。

除排雪計画に基づいた除排雪業務の適
切な実施と、作業効率の低下した除雪機
械の計画的な更新、更にオペレーターの
確保に向けた委託業者との連携を強化
し、安定的で効率的な除排雪業務を推進
することで維持管理経費の抑制を図る。

事務事業名 所管課係名
≪　計画（Plan）　≫

２　生活・環境 ⑶　安全・安心な生活

２　生活・環境 ⑶ 安全・安心な生活

事務事業名 所管課係名
≪　計画（Plan）　≫

- 15 -



総合評価の基準（Ａ：適切　Ｂ：概ね適切　Ｃ：改善の余地がある　Ｄ：不適切） ＜ 資料３ ＞

≪実施（Do）≫ ≪評価（Check）≫

事業費（千円） 所管課評価 現時点における課題 課題に対する対応方策 今後の方向性 総合判定

3,963 A

分団詰所の老朽化により補修
等が必要である。少子高齢化に
より消防団員の担い手が不足し
ている。

分団詰所の維持管理を継続す
る。消防団への参加促進及び活
性化対策として、各分団での勧
誘活動、啓発ポスターの掲示に
よる消防団員の確保を図る。

各地域の消防力を維持するた
め、分団詰所の維持管理及び
消防団員の確保を継続して行
く。

現状のまま
継続

5,922 A

冬季間の消火栓が雪に埋まるこ
とに対する対策が課題である。
災害時に対応できるよう消防水
利の整備維持管理の強化を図
る必要がある。

多雪型消火栓への交換や消防
水利の設置を増設及び消防水
利の維持管理の強化を図る。

消防水利を計画的に整備及び
維持管理を強化し、災害に因る
被害の軽減を図って行く。

現状のまま
継続

31,521 B 総事業費の圧縮に努めること。
設備・備品類について精査し、
総事業費の圧縮に努める。

廃校の備品類の再利用や現状
で使用できるものを継続して利
用し、経費の節減を図る。

現状のまま
継続

934 A

災害時における行政の災害対
応には限界があり、今後、地域
防災力を高める取組として「自
助」「共助」「公助」の効率的な協
働関係を構築する必要がある
が、本市おける町内会単位の自
主防災組織の設置はゼロであ
り、東日本大震災の教訓から自
主防災組織の設置は喫緊の課
題である。また、災害協定の促
進、避難所運営マニュアルの作
成、災害時要援護者避難支援
プラン及び名簿作成、計画的な
災害備蓄品の整備、防災意識
啓発の防災訓練・講座の実施な
ど計画的に推進する必要があ
る。

地域防災計画の全面修正、職
員の災害時初動マニュアルの作
成、備蓄品の購入など、災害時
における体制・対応強化等を進
めているが、本市全体の防災力
を高めるための各種マニュアル
の作成、自主防災組織の設立
促進と防災活動の支援、市民に
対する災害情報伝達体制の確
立など、地域防災において抱え
ている課題等の解決を着実に図
るため、有事に備えた危機管理
体制の強化と併せて防災・減災
の庁内体制の整備、充実を図
る。

平成26年度は、各種マニュア
ル・ガイドラインの作成、防災情
報伝達体制の検討、防災マス
ターの育成、災害時要援護者避
難支援名簿作成、自主防災組
織設立・防災活動に対する支援
策の検討、備蓄計画及び保管
計画の作成など、市民が安心し
て生活できる防災対策と環境づ
くりを着実に推進する。

見直して継
続【改善】

≪　改革・改善（Ａction）　≫

② 治山・治水・河川整備

≪実施（Do）≫ ≪評価（Check）≫

事業費（千円） 所管課評価 現時点における課題 課題に対する対応方策 今後の方向性 総合判定

1,801 A

本市が管理している普通及び準
用河川は８９河川あり総延長４５
１．２㎞である。
近年、集中豪雨の影響で被害を
受けた河川の修繕・工事などの
早急な対応が必要である。

河川パトロールを強化し危険個
所を把握した上で、修繕・工事
等の維持管理を行う。

民家や農地に隣接する河川で
大雨時に氾濫の恐れがある箇
所については、計画的に修繕工
事を実施する。

現状のまま
継続

15,162 B

現在管理している普通及び準用
河川は８９河川あり総延長４５
１．２ｋｍである。
近年、集中豪雨の影響で被害を
受けた河川の早急な対応が必
要である。

河川パトロールを強化し危険個
所を把握した上で河川工事、護
岸工事を行う。

民家や農地に隣接する河川で
大雨時に氾濫の恐れがある箇
所については、計画的な河川改
修・護岸工事を実施する。

現状のまま
継続

≪実施（Do）≫ ≪評価（Check）≫

事業費（千円） 所管課評価 現時点における課題 課題に対する対応方策 今後の方向性 総合判定

257,712 A

除排雪計画に基づき作業を実
施しており一定水準の道路環境
は維持されているものの、降雪
状況による市民要望が多様化し
ている。

芦別道路維持管理協同組合に
除排雪作業を全面委託している
が、市と組合が連携を図りなが
ら現地を把握し多様化する市民
要望に対応していくこととする。

老朽化した除排雪機械を計画
的に更新する。また、除排雪事
業へ市内業者の新規参入の確
保に努め、迅速かつ効率的な作
業体制の整備と強化を図る。

現状のまま
継続

≪　改革・改善（Ａction）　≫

③　除排雪対策

②　治山・治水・河川整備

≪　改革・改善（Ａction）　≫



平成２６年度事務事業評価結果一覧 ＜ 資料３ ＞

対象 意図 手段

交通安全対策事
業

市民課生活交
通係

　市民及び芦別市交通
安全対策推進協議会
本部・芦別交通安全協
会・芦別市交通指導員
会等

　市内における交通安全の確保、交通事
故抑止、特に「交通事故抑止」を目的とし
て事業を効果的に推進し、運転者の各事
業及び一般家庭道徳と交通文化の進展
に寄与することを目的とする。

国・道・警察等の行う交通安全の安全に
関する施策に計画段階から市民が参加
できる仕組みづくり、市民が主体的に行う
交通安全総点検、地域におけるその特性
に応じた取組み等により、参加、協働型
の交通安全活動を推進する。

地域社会浄化事
業

市民課生活交
通係

市民

犯罪を抑止するため、市民（地域）の防犯
力（市民の防犯意識の普及啓発、防犯体
制の強化）を高める。管理不全な空き家
等への対応を図る。

市民の防犯意識の普及啓発を図るため
の講演会等の開催、地域の防犯体制を
強化するための取組み（地域パトロール
活動、防犯灯の維持管理及びＬＥＤ防犯
灯交換工事、電気料の補助）、平成２５年
度に制定した空き家等対策条例に基づ
き、管理不全な空き家の所有者等に対し
適正に管理するよう指導・助言等を行う。

対象 意図 手段

消費者対策事業
市民課生活交
通係

市民
消費者が安全・安心な暮らしができるよう
に、暮らしに役立つ情報等を提供する。

悪質な詐欺等の被害を未然に防ぐため、
暮らしに役立つ情報を提供する。

事務事業名 所管課係名
≪　計画（Plan）　≫

２　生活・環境 ⑶　安全・安心な生活

産業 経済 ⑴ 農林業

２　生活・環境 ⑶　安全・安心な生活

事務事業名 所管課係名
≪　計画（Plan）　≫

- 17 -

対象 意図 手段

農業経営基盤強
化促進事業

農林課農政係 農業者

近年の農政事情である高齢化、担い手不
足などの様々な問題に対処するため、経
営感覚に優れた効率的かつ安定的な農
業経営者を育成し、本市の農業を担う農
業経営体の確保を図ることを目的とする。

芦別市担い手育成総合支援協議会を中
心とした各種助成事業や農業経営改善
計画の立案・指導により、担い手の育成・
確保を図るとともに、農業関係資金の融
通等による助成措置等で農業経営の安
定を図る。また、農地利用集積円滑化事
業等を活用し、認定農業者への農地の利
用集積を図る。

農業担い手対策
事業

農林課農政係

　認定農業者、新規就
農者及び受入指導農
業者

　将来の本市農業を支える経営感覚に優
れた農業者の確保・育成を図り、農業振
興と農村地域の活性化を目指す。

　農用地の利用集積を推進するとともに、
将来、本市において就農することを志して
高校・大学等に在学している者に対する
修学資金の貸付及び新規就農者の定着
に必要な助成を行う。

３　産業・経済 ⑴　農林業

事務事業名 所管課係名
≪　計画（Plan）　≫

- 17 -



総合評価の基準（Ａ：適切　Ｂ：概ね適切　Ｃ：改善の余地がある　Ｄ：不適切） ＜ 資料３ ＞

≪実施（Do）≫ ≪評価（Check）≫

事業費（千円） 所管課評価 現時点における課題 課題に対する対応方策 今後の方向性 総合判定

3,658 B

　本市においては、高齢化が著
しく、高齢者自らが安全運動行
動を実践できるよう効果的な広
報・啓発活動を継続して実施し
ていく必要がある。

　芦別市交通安全対策推進協
議会本部を中心に、老人クラブ
連合会などを通じて、広報・啓発
活動を実施したり、交通安全運
動に参加してもらうことにより、
交通安全意識の高揚を図る。

　交通事故を減少させるために
は、何より自らの意識改革が必
要であり、そのためにも交通安
全教育をはじめ、有効な事業内
容の検討を行い、今後も関係団
体と連携を図り、各種交通安全
対策を積極的に推進していく。

現状のまま
継続

19,324 A

　防犯への取組みを推進するた
めには、犯罪の被害者となりや
すい社会的な弱者である幼児・
障害者等に対する対応や犯罪
の発生を未然に防ぐ地域づくり
が必要である。また、管理不全
な空き家等が増加傾向にあり、
その中でも所有者不明の空き家
への対応が課題となっている。

　防犯への取組みは、市民一人
ひとりが自分のこととして考える
「自助」が基本であるが、「共助」
という町内会等の地域的なサ
ポート力を高めることも必要であ
り、そのために市が先頭に立っ
て防犯都市宣言を推進する会
の構成団体等と連携を図りなが
ら、今後も継続して防犯に効果
的な各種施策や啓発を行ってい
く必要がある。また、空き家への
対策としては、芦別市空き家等
対策条例を制定し、所有者不明
の空き家への対応を図れるよう
にする。

　防犯への取組みは、市民、事
業者、関係団体と協働しなが
ら、防犯都市宣言や条例に沿っ
た全市的な取組みを進めてい
く。また、空き家対策について
は、平成２５年度に制定した芦
別市空き家等対策条例に基づ
き、管理不全な空き家の所有者
等に対して適正に管理するよう
指導・助言を行う。

現状のまま
継続

≪実施（Do）≫ ≪評価（Check）≫

事業費（千円） 所管課評価 現時点における課題 課題に対する対応方策 今後の方向性 総合判定

1,748 A
　日々巧妙化する消費生活に関
する問題に対する素早い対応が
課題となっている。

　全国消費生活情報ネットワー
クシステム等を通じて、様々な情
報を収集して消費者に伝えてい
くこととする。

　日々巧妙化する消費生活に関
する問題、情報等に対応しなが
ら事業を継続していくこととす
る。

現状のまま
継続

≪　改革・改善（Ａction）　≫

④　交通安全・防犯対策

① 農業 振興

⑤　消費者対策

≪　改革・改善（Ａction）　≫

≪実施（Do）≫ ≪評価（Check）≫

事業費（千円） 所管課評価 現時点における課題 課題に対する対応方策 今後の方向性 総合判定

2,276 B

　農家戸数が減少する中で、農
地の流動化がさらに進むことに
より、認定農業者に集積される
農用地が増加しており、受け皿
としての余力を確保する観点か
らも、機械、施設等の設備投資
への支援が必要となっている。

　認定農業者の経営基盤が安
定するように、引き続き関係機
関・団体と連携して効果的な農
地の集積を進めることとし、規模
拡大により効率的かつ安定的な
農業経営の育成・確保を図る。

　現行の第3次芦別市農業振興
計画が平成27年度で終了し、28
年度からは第4次計画がスター
トすることから、それに合わせて
芦別市農業振興条例に規定す
る助成メニュー（営農改善事業
資金、補助事業）の見直しを予
定しており、更なる実効性の確
保を図るとともにその効果につ
いても検証し認定農業者を中心
とした経営体の育成を図る。

現状のまま
継続

7,409 A
　高齢化や後継者不足による農
業従事者の確保が喫緊の課題
である。

　近年、Ｕターン就農者が少しず
つ増加していることを受け、Ｕ
ターン就農者が効果的に活用で
きるよう平成24年度に担い手育
成条例の見直しを実施した。

　農業従事者の高齢化や後継
者不足に対応するため、担い手
育成条例の見直しを行い、これ
までの農外からの新規就農者
に加え、Uターン後継者について
もその経営に必要な資格取得
や経営基盤の整備に必要な借
入に対する利子補給の助成を
講じることで支援を行うこととし
たことから、制度の有効活用が
図られるよう新規就農者等を引
き続き支援し、農業従事者確保
に取組む。

現状のまま
継続

①　農業の振興

≪　改革・改善（Ａction）　≫



平成２６年度事務事業評価結果一覧 ＜ 資料３ ＞

対象 意図 手段

中山間地域等直
接支払事業

農林課農政係

農業生産条件が不利な
地域とその地域に住む
農業者

中山間地域等の耕作放棄地発生防止及
び多面的機能の維持を図る。

耕作放棄地の発生を防止し、適正な農業
生産活動等の維持管理を通じて、中山間
地域等の多面的機能の維持を図り、生産
条件の不利を補うため、中山間地域等へ
の支援をする。

農業振興対策事
業

農林課農政係
農業者、農業関係団体
等

農業振興対策全般について、次の事項を
中心に施策の展開を図る。　①経営所得
安定対策　②農業技術の普及　③消費者
との交流による生産意欲の高揚推進　④
都市との交流　⑤意欲ある多様な経営体
の育成・確保　⑥農商工連携に向けた体
制づくり

生産地としての情報発信、生産者による
販売促進ＰＲ活動及びグリーンツーリズ
ム推進活動。地域協議会全体での新たな
農業政策（経営所得安定対策）への対応
を図る。また、農商工連携に向けた、民間
主体の組織づくりに向けた調査・研究を
実施。

農地・水保全管
理支払事業

農林課農政係

中山間地域等直接支
払制度事業区域を除い
た地域

農業生産活動を通じて農地の多面的機
能の維持を図る。

農業者を中心として地域住民、児童等を
含めた活動組織を結成し農業施設の適
正な維持管理を行う。

畜産業振興事業 農林課農政係
　市内酪農家及び家畜
飼養者

　安全・安心な畜産物を消費者に供給す
るため、家畜衛生対策の推進及び畜産
農家の経営安定を図る。

　家畜診療事業、家畜伝染病の予防事
業、酪農施設（堆肥舎）の整備補助及び
債務負担整理に関する負担減を行う。

事務事業名 所管課係名
≪　計画（Plan）　≫
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土地改良事業 農林課農政係 農業者
芦別市内の国営施設及び農業用施設を
維持管理をすることで農業経営を推進す
る。

土地改良区と連携をして、安定的な施設
の管理体制の強化を図る。

対象 意図 手段

林業振興等業務 農林課林務係

市内民有林、林業関係
機関・団体、森林作業
員

市内民有林業を振興し、森林の維持・増
進を図る。また、森林整備に不可欠な森
林作業員の就労の長期化・安定化を図
る。

市内民有林業の振興のため、関係機関・
団体との連携を図り必要な経費を負担す
る。また、森林作業員の確保に向けた森
林整備担い手対策推進事業に要する負
担金を負担する。

民有林振興対策
事業

農林課林務係 森林所有者
市内民有林林業の振興、市内民有林に
おける森林整備を計画的に推進する。

市が計画した森林整備事業を実施した森
林所有者に対して、費用の一部を補助す
る。

猟政業務 農林課林務係 農林業関係者、市民
有害鳥獣と野生鳥獣による農林業並びに
生活環境に係る被害防止、人間と動物が
共存できる環境づくりを推進する。

住民からの要請及び情報に対して、関係
機関・団体との連携を図り、捕獲・防除を
行う。

森林整備地域活
動支援事業

農林課林務係 森林所有者
森林所有者等による適切な森林整備を
推進するための路網（道路）整備を図る。

森林整備等を行っている森林所有者に対
して、森林の面積に応じた交付金を交付
する。

事務事業名 所管課係名
≪　計画（Plan）　≫

３　産業・経済 ⑴　農林業
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総合評価の基準（Ａ：適切　Ｂ：概ね適切　Ｃ：改善の余地がある　Ｄ：不適切） ＜ 資料３ ＞

≪実施（Do）≫ ≪評価（Check）≫

事業費（千円） 所管課評価 現時点における課題 課題に対する対応方策 今後の方向性 総合判定

208,238 A

本事業を活用し農業生産活動を
何とか継続しているが、農業従
事者の高齢化、地域の過疎化、
後継者の確保などの課題が多
い。

本事業を継続し、耕作放棄地の
発生を防止するとともに、後継
者及び新規就農者の育成や、
農業生産法人等による農業経
営の推進を図り、更には新規作
物の導入による集落の活性化を
推進する。

今後も本事業により中山間地域
の生産条件の不利地の集落が
行う、耕作放棄地発生防止、農
業施設の維持、多面的機能の
増進、農地保全活動に対し支援
を行い、農業生産活動の維持を
図る。

現状のまま
継続

33,205 B

　民間主導により設立された「食
農産業推進協議会」（平成２４年
度設立）と引き続き連携を図りな
がら、農業振興を含めた農商工
連携に向けた取組を促進してい
くことが必要である。また、本市
の農業振興を図る上で、重点的
に国の政策支援を受けて、地域
農業の中核となる「認定農業
者」の育成が重要となるが、高
齢化と後継者不足により漸減の
方向にあり、確保に向けた取り
組みが必要である。

　「食農産業推進協議会」の具
体的な事業内容が決定した段
階で、事業展開が円滑に進むよ
う補助金（国、道、市）の活用等
について支援を図る。また、認
定農業者の育成・確保を図るた
め、農産物の付加価値増、生産
コストの低減に対する取り組み
に対する支援を行う。

　「食農産業推進協議会」への
支援を継続し、新しい物づくり、
地域ブランドづくりを目指した農
商工連携を促進することにより、
地域経済の活性化を図る。ま
た、認定農業者の減少を緩やか
なものにし、農業生産の維持を
めざすため国、道の政策支援を
活用して、認定農業者の育成・
確保を図る。

現状のまま
継続

900 B

　農業従事者の高齢化等によ
り、個人のみの努力では農用地
の保全並びに農業施設等の現
状維持が非常に厳しい状況であ
る。

　認定農業者や農業生産法人
への農地集積の推進や地域ぐ
るみでの共同活動等により、農
用地の確保及び農業施設等の
維持を行う。

　平成２６年度から、本事業につ
いては「多面的機能支払事業」
に制度内容が移行し、従来の常
磐地区以外にも黄金と新城の一
部が農村資源の維持に向けた
取り組みを開始する予定であ
り、制度が法制化される27年度
以降も新たに取り組む地区を拡
大し、農用地や農業施設といっ
た農村資源の保全を図る。

見直して継
続【拡充】

1,159 B

　近年、畜産農家戸数が減少
し、高齢化と後継者不足が進み
市内酪農家数の維持が困難な
状況である。

　酪農経営の安定や食の安全を
確保するための施策を継続し、
今後の状況に応じて必要な措置
を講ずる。

　飼料価格高騰や適正な乳価
の確保といった課題に対応する
ため、国の配合飼料価格安定
制度、加工原料乳生産者補給
金制度を活用して生産体制の維
持と畜産農家数の維持を図る。

現状のまま
継続

今後も農業生産基盤の国営施

≪　改革・改善（Ａction）　≫

5,750 A
農業水利施設の老朽化が進ん
でいるが、施設の管理水準の確
保が必要である。

計画的な施設の修繕を実施し長
寿命化を図る。管理体制整備の
強化に向けた目標を設定し継続
して取り組む。

今後も農業生産基盤の国営施
設、農業水利施設を維持管理す
る土地改良区に対し、農業水利
施設に有する多面的機能等の
発揮、環境や安全に配慮した適
切な管理水準の確保のための
支援を行う。

現状のまま
継続

≪実施（Do）≫ ≪評価（Check）≫

事業費（千円） 所管課評価 現時点における課題 課題に対する対応方策 今後の方向性 総合判定

950 B

森林作業員等の林業事業に携
わる就労者の高齢化が進んで
いる。また、崕山の自然保護活
動を行うために入山制限をして
いるものの、高山植物の盗掘目
的での無断入林が問題となって
いる。

林業事業における機械の導入
により効率的な施業を促すとと
もに、北海道が実施する林業体
験を活用し新規就労者の確保を
図る。また、崕山自然保護ボラ
ンティアをはじめとした関係団体
の協力を得て、盗掘を防ぐため
の地道な巡回活動を実施する。

今後とも林業関係団体と連携
し、新規就労者の確保や効率的
な施業を進めていく。また、崕山
については、巡回活動を継続し
ていくことで、高山植物の回復を
待つ。

現状のまま
継続

4,387 A
計画を進める上で、森林所有者
に連絡がつかない「不在村」の
対策が課題となっている。

不在村対策に向けて、各関係機
関の協力を得るなどして森林所
有者の連絡先を確認し、事業の
周知を図る。

森林所有者全員に事業を周知
し、計画的な林業振興、森林整
備を推進していく。

現状のまま
継続

12,264 A

有害鳥獣と野生鳥獣による農林
業被害の低減、生活環境に係る
被害防止、人間と動物が共存で
きる環境づくりが進められている
ものの、有害鳥獣の市内におけ
る頭数が増大してきており、農
業被害が拡大している。

猟友会や空知総合振興局、また
近隣市町と連携をして、捕獲頭
数の増加を図る。

平成26年度から銃猟免許の取
得に要する経費を補助し、これ
ら免許取得の促進に努めること
により、地域の有害鳥獣捕獲の
担い手を確保し、農作物等の被
害減少を図る。

見直して継
続【拡充】

2,840 B
計画を進める上で、森林所有者
との連絡がつかない「不在村」
の対策が課題となっている。

不在村対策に向けて、各関係機
関の協力を得るなどして森林所
有者の連絡先を確認し、事業の
周知を図る。

森林所有者全員に対し事業を
周知し、計画的な整備を推進し
ていく。

現状のまま
継続

≪　改革・改善（Ａction）　≫

②　林業の振興



平成２６年度事務事業評価結果一覧 ＜ 資料３ ＞

対象 意図 手段

路網整備事業 農林課林務係

市内民有林で、集約化
実施計画及び森林環
境保全整備事業実施
要領に基づき間伐等を
行う予定の森林所有者
等

市内民有林の間伐等の促進に向けた林
内路網整備事業を実施し、道産材の生産
体制を確立し、木材を安定供給するととも
に、内需振興型産業である林業・木材産
業の再生を図る。

市が森林所有者から同意を得て、事業計
画に基づき事業を実施し、開設した林内
路網（林業専用道）については市で管理
する。

市有林・林道管
理業務

農林課林務係 芦別市有林 市有林における森林資源の確保を図る。
市有林野の管理及び市有林野の管理に
必要な作業路・管理道の維持管理を行
う。

生活環境保全林
管理業務

農林課林務係
市民、旭町生活環境保
全林（芦別市有林）

市民の森林レクリエーションの場として生
活にゆとりを提供し、森林環境教育の
フィールドとしての活用及び遊歩道利用し
た森林浴や森林セラピーにより心身の健
康維持・増進を図る。

北海道が保健保安林に指定し、道の治山
事業で旭町市有林内に造成された「生活
環境保全林」の維持管理を行う。

森林環境保全整
備事業

農林課林務係 市有林

市有林における森林資源の確保と地元
木材の価値の向上を目指すとともに、京
都議定書目標達成計画に伴うＣＯ2吸収
源対策を図る。

森林整備が必要な市有林の人工造林・
下刈・除間伐等の事業を実施する。

対象 意図 手段

３　産業・経済 ⑵　商工鉱業

事務事業名 所管課係名
≪　計画（Plan）　≫

事務事業名 所管課係名
≪　計画（Plan）　≫
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商工業振興・育
成事業

商工観光課商
工振興係

中小企業者等
地域における商工業の総合的な改善発
展を目指し、地域経済の振興発展を目指
す

中小企業者等に対する補助金の交付、
商工会議所への補助金の交付

住宅改修促進事
業

商工観光課商
工振興係

市民

住宅の改修工事に係る費用の一部を助
成することにより、快適な住環境の整備
並びに市内建設業の振興及び雇用の安
定を図る。

住宅改修工事を行った者に対する補助金
の交付

市内購買促進事
業

商工観光課商
工振興係

市民、商工業者

　消費の落ち込み、売上げの減少、郊外
への流出を防ぐため、「買い物は地元で・
地元商品愛用強調月間」としてドリーム
フェスタを、さらに地域経済緊急対策とし
て「スーパープレミアム（割増特典付）商
品券」を発行し、商店街、市民一体とな
り、疲弊している商店街等に活力と消費
の回復を図る。

商工会議所との連携により、購買促進事
業を実施する。
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総合評価の基準（Ａ：適切　Ｂ：概ね適切　Ｃ：改善の余地がある　Ｄ：不適切） ＜ 資料３ ＞

≪実施（Do）≫ ≪評価（Check）≫

事業費（千円） 所管課評価 現時点における課題 課題に対する対応方策 今後の方向性 総合判定

52,458 B
本年度及び来年度の事業であ
り、スケジュールに沿った整備
が不可欠である。

工事の進捗状況を常に把握す
る等して、円滑な整備に向けて
取り進めることとする。

路網の未整備地域解消に向
け、関係団体と協議を進めてい
く必要がある。

現状のまま
継続

3,035 B

作業道等については、天候や車
両走行により路盤洗堀や崩落
が突発的に発生することから、
迅速かつ安全な状態での維持
管理を行う必要がある。

森林組合と連携を図り、整備や
維持補修を進めていく。

市有林野の管理のために、今後
も作業道等を維持管理及び整
備を継続していく必要がある。な
お、平成25年度からは「市有林・
林道管理業務」として、「市有林
野育成事業」「林道維持管理業
務」とあわせた事務事業として
進めている。

現状のまま
継続

1,550 B
森林レクリエーションの場とし
て、また森林環境教育のフィー
ルドとしての利用が少ない。

市内小中学校や生涯学習活動
の一環として利用してもらえるよ
う、継続的な維持管理を進める
とともにとＰＲ活動を実施してい
く。

整備造成については道に治山
事業として要望を行って行くとと
もに、市民のゆとり・憩いの場と
して、更には森林環境教育の
フィールドとしてＰＲしていく。

現状のまま
継続

37,539 A
市有林の保育や間伐等の整備
促進が課題となっている。

「森林経営計画」に基づき計画
的な市有林施業の推進を図って
いく。

今後も計画的な市有林の整備
を図るとともに、民有林の施業
実施主体である芦別市森林組
合からの事業実施状況報告等
を基に、適切な民有林施業の推
進について助言指導を行ってい
く。

現状のまま
継続

≪実施（Do）≫ ≪評価（Check）≫

事業費（千円） 所管課評価 現時点における課題 課題に対する対応方策 今後の方向性 総合判定

　中・長期的な展望では、製造
業を中心に積極的な設備投資
の姿勢が見え始め、生産設備
の増強や工場の新設等の案件

①　商業の振興

≪　改革・改善（Ａction）　≫

≪　改革・改善（Ａction）　≫

175,268 A

の増強や工場の新設等の案件
も出始めている。一方、電気料
金の値上げや重油価格の上昇
等生産コストの増加が経常利益
を奪うため、引き続き経営基盤
の強化及びその振興を図ること
が課題である。また、全国的な
人手不足の問題は、地方にとっ
ても深刻であり、従業員の確保
が思うように進まない状況が今
後、想定されることから労働力
の確保も課題となっている。

　社会経済情勢の変化、企業
ニーズに対応するため、継続的
に企業情報の収集に努め、企業
が必要とする支援を行っていく。

　平成25年度から拡充改正した
補助制度を地元企業に広く周知
し、活用してもらうことで、企業の
競争力の強化を図るほか、投資
意欲を一層促していく。

現状のまま
継続

13,910 B

　住宅の耐久性、安全性に対応
する住環境の整備、地元建設企
業の経営の健全化、疲弊する地
域経済の活性化を図るため必
要な施策である一方、平成２７
年度をもって条例が失効するこ
とを踏まえ、今後の方向性を見
極める必要がある。

　国の制度（国庫補助、起債）に
係る動向や市の財政状況等を
勘案し、対応を図る。

　住宅リフォームに係る市民
ニーズの把握や他市の状況、財
政状況等に鑑みながら本制度
のありかたを検討していく。

現状のまま
継続

20,014 A

近隣市町の大型店舗の進出な
どによる購買力の市外流出な
ど、市内小売店舗をとりまく環境
はますます厳しくなっており、市
内消費を促す取り組みが必要で
ある。

市民の購買需要を極力市内で
まかなう商店街づくりに努めるも
のとし、購買力の市外流出を防
ぐためのイベント等を実施する。

市内限定商品券「どんぐり」の利
用拡大に向けた積極的なＰＲ活
動をはじめ、年末商戦の期間に
おいて実施する「ドリームフェス
タ実施事業」や割増特典付き
「スーパープレミアム商品券
（スーパーどんぐり）発行事業」
を引き続き支援し、購買力の市
外流出を防ぐことで市内経済活
性化を図る。

現状のまま
継続



平成２６年度事務事業評価結果一覧 ＜ 資料３ ＞

対象 意図 手段

地元産品販売拡
大事業

商工観光課商
工振興係

市内商工業者
地域における産業・経済の活性化を願
い、地元産品を広く市内外に紹介するとと
もに、積極的に販路の拡大を図る。

市内におけるイベントの開催、市外イベン
トへの出展によるＰＲ・販売活動を実施す
る。

対象 意図 手段

鉱業振興事業
商工観光課商
工振興係

市内露頭炭採掘業者
露頭炭採掘業を営む者に対して、その経
営の安定と継続に資するため、必要な経
費を交付する

露頭炭採掘業者に対する補助金の交付

３　産業・経済 ⑵　商工鉱業

事務事業名 所管課係名
≪　計画（Plan）　≫

事務事業名 所管課係名
≪　計画（Plan）　≫

- 23 -

企業誘致事業
商工観光課商
工振興係

誘致対象企業
企業誘致を積極的に推進することにより
本市経済の活性化、雇用の確保及び地
域振興に資する

企業誘致委員会の開催、企業訪問の実
施等

対象 意図 手段

働く婦人の家運
営事業

商工観光課商
工振興係

市内に住所又は勤務先
を有する勤労婦人及び
勤労者家庭

市内に住所又は勤務先を有する勤労婦
人及び勤労者家庭の主婦の福祉増進と
教養の向上を図る

運営委員会による事業計画の決定、指導
員の下での事業推進

３　産業・経済 ⑶　雇用・労働環境

事務事業名 所管課係名
≪　計画（Plan）　≫

- 23 -



総合評価の基準（Ａ：適切　Ｂ：概ね適切　Ｃ：改善の余地がある　Ｄ：不適切） ＜ 資料３ ＞

≪実施（Do）≫ ≪評価（Check）≫

事業費（千円） 所管課評価 現時点における課題 課題に対する対応方策 今後の方向性 総合判定

267 A

　本市の特産品は、農産物を含
めて評価が得られるような潜在
力がある一方、ＰＲ機会や商談
機会の不足等により販路開拓
が十分ではない。また、生産ロッ
ト数確保が求められるような商
品は、小規模事業者では対応
が困難である。また、新たな特
産品づくりに向けた事業者の意
欲を助長するような支援が必要
である。

　国内においては、市内外で行
われるイベントへの出展やスー
パーマーケットトレードショー等
の商談会への参加を促進すると
ともに、ユジノサハリンスク道北
物産展等、海外への販路拡大
への取り組みに対する支援を行
う。また、商品開発や生産体制
の充実が図られるような取組を
促進する。さらに、食農産業推
進協議会等と連携し、本市の特
産品として確立できるような商品
開発を目指す。

　道内の主要物産イベント（食べ
マルシェ、札幌オータムフェス
ト、らんフェスタ）では、民間事業
者同士が連携を取り、自主的な
参加を行える環境整備を進め
る。また、多様な商談機会等の
参加を促し、販路の拡充と生産
体制の充実を目指す。なお、商
工まつりについては、平成２５年
度をもって廃止に至ったため、
今後は市内イベントへの業者の
出展を促進する。

見直して継
続【改善】

≪実施（Do）≫ ≪評価（Check）≫

事業費（千円） 所管課評価 現時点における課題 課題に対する対応方策 今後の方向性 総合判定

670 C

　特定事業所に対する支援施策
であるため、他業種との公平性
に欠けており、見直しを行う必要
があった。

　平成２５年度をもって、補助を
廃止する。

　本補助金が開始された当時
は、国の石炭政策が終焉したこ
とや当時の企業振興奨励金等
において、対象外業種であった
ことなどを背景に、市の政策的
配慮を求められたことにより創
設されたものであったが、現在
は、泊原子力発電の休止により
火力発電の需要が大幅に伸び
ており、今後の経営環境の充実
が期待されている。露頭炭の安
定的な供給体制の確立のため
にも新鉱区開発に係る指定保
安林解除要請等を通じて、事業
の側面支援を図っていくこととす
る。

終了

　どの自治体も誘致に向けて補
　平成25年度から企業立地や既
存企業における事業拡大に対

②　工鉱業の振興

≪　改革・改善（Ａction）　≫

≪　改革・改善（Ａction）　≫

3,364 B

　どの自治体も誘致に向けて補
助制度や優遇税制を掲げてい
るため、最終的には本市の優位
性や特性を訴えることが重要と
なるが、訴求力となる要素が少
ない。また、誘致した企業への
フォローアップ（補助制度周知、
雇用確保、様々な要望への対
応等）にも配慮しなければならな
い。

　本市の有する特性や優位性を
踏まえ、重点的な誘致対象業種
のあり方や企業訪問・企業誘致
活動の手法などについて、具体
的かつ実効性のある取組（例：
既存企業と関連や取引のある
企業の誘致推進など）を推進す
る必要がある。

存企業における事業拡大に対
する支援制度の拡充を図ったと
ころであり、本市への立地に関
する優位性を積極的にＰＲす
る。また、本市に立地するメリッ
トがあると思われる「本市又は
近隣に立地する企業と取引があ
る企業への訪問」を実施し、企
業誘致の実現に向けたより効果
的な活動を展開する。

現状のまま
継続

≪実施（Do）≫ ≪評価（Check）≫

事業費（千円） 所管課評価 現時点における課題 課題に対する対応方策 今後の方向性 総合判定

31 D

　サークル等、継続的利用者が
多いが、家庭婦人が大半を占め
ている状況である。また、有料で
男性を含む団体が利用する
ケースも増加している。

　男女関係なく同一条件で利用
可能な施設とする。

　平成２５年度をもって芦別市働
く婦人の家条例を廃止する一
方、同施設を市民福祉センター
として転用し、平成２６年４月１
日より供用開始する。転用後の
料金や管理については、芦別市
総合福祉センター条例の一部改
正により定めることで男性・女性
問わず同一条件で使用できる施
設とする。

終了

①　雇用・労働環境の充実

≪　改革・改善（Ａction）　≫



平成２６年度事務事業評価結果一覧 ＜ 資料３ ＞

対象 意図 手段

雇用・労働環境
向上事業

商工観光課商
工振興係

芦別市内の事業所に勤
める勤労者、出稼労働
者。

勤労意欲の向上、出稼労働者の援護、短
期の就業・雇用機会の創出を図る。
勤労者の雇用の労働条件改善や雇用安
定維持を図ることにより勤労意欲の向上
を目的とする。

規則に基づく褒賞の授与・表彰、出稼ぎ
前無料健康診断の実施。
芦別地区連合会、芦別技能協会に対す
る交付金の交付。
新規学卒者雇用奨励金等の交付。

対象 意図 手段

観光イベント推
進事業

商工観光課観
光振興係

市民、観光客
健夏まつり、キャンドルアートの開催を支
援するとともに、観光客の誘致を図り、市
民活力の向上を図る。

健夏まつりの開催委託、キャンドルアート
実行委員会に対する開催補助金を交付
する。

観光振興推進事

道内外観光客の来訪促進や星の降る里
芦別の魅力を発信するため、広域PRの
強化を図るほか、芦別観光協会などの観
光団体と密接な連携を図り 観光事業の

①星の降る里芦別観光事業の委託（芦別
観光協会）　②観光施設整備及び維持管
理（観光案内板や旧三井芦別鉄道展示

３　産業・経済 ⑷　観光

事務事業名 所管課係名
≪　計画（Plan）　≫

事務事業名 所管課係名
≪　計画（Plan）　≫
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観光振興推進事
業

商工観光課観
光振興係

市民、観光客
光団体と密接な連携を図り、観光事業の
発展や観光客の誘致を図る。また、あさ
ひかわ観光誘致宣伝協議会などの市外
関係団体とも広域的連携を深め、観光客
の誘致に効果的な体制の整備を図り、各
種共同事業を展開する。

理（観光案内板や旧三井芦別鉄道展示
場等）　③観光・イベント周知宣伝事業
（観光パンフレットやイベントPRチラシ作
成・配布等）　④市外観光関係団体との
連携、活動促進

対象 意図 手段

陶芸センター管
理運営業務

商工観光課観
光振興係

市民、観光客

芸術・文化の向上を図るとともに、青少年
や高齢者等のコミュニティーの場として、
個性あるまちづくりと地場産業の振興を
図る

芦別市陶芸センターの適正な管理・運営

健民センター園
地管理運営業務

商工観光課観
光振興係

市民、観光客
市民および観光客等の保健休養地として
整備を図り、観光客誘致の促進および地
域の活性化を図る。

芦別市健民センター園地の適正な管理・
運営

３　産業・経済 ⑷　観光

事務事業名 所管課係名
≪　計画（Plan）　≫

- 25 -



総合評価の基準（Ａ：適切　Ｂ：概ね適切　Ｃ：改善の余地がある　Ｄ：不適切） ＜ 資料３ ＞

≪実施（Do）≫ ≪評価（Check）≫

事業費（千円） 所管課評価 現時点における課題 課題に対する対応方策 今後の方向性 総合判定

2,267 B

　全国的な労働力人口の不足
の影響もあり、求人しているにも
関わらず、充足されていない事
業所がある一方、求職者が雇用
機会を求める状況もあることか
ら、多様な雇用機会の創出と拡
大、さらに労働者の確保と定着
が課題となっている。

次のような制度を展開し、雇用
機会の創出と拡大を図る。
・新規学卒者雇用奨励事業【雇
用一人につき１００万円を３年間
で分割交付　※１事業所２人限
度】
・雇用拡大奨励事業【雇用一人
につき３０万円を交付　※１事業
所３人限度】
・ふるさと就職奨励金交付事業
【就業者本人に３０万円　※本人
に３年間で地域限定商品券を分
割交付】

　市内企業に対する制度の周知
と普及に努め、雇用意欲の増大
と労働者の確保及び定住人口
の定着を図る。

現状のまま
継続

≪実施（Do）≫ ≪評価（Check）≫

事業費（千円） 所管課評価 現時点における課題 課題に対する対応方策 今後の方向性 総合判定

7,689 B

これまで「健夏まつり」「キャンド
ルアート」「映画学校」を本市三
大イベントとして開催を支援して
きたが、キャンドルアートは平成
２５年度の第２０回開催をもって
終了し、映画学校は製作委員会
による芦別映画の製作のみでイ
ベントの開催にはならなかった。
このように、現状、既存イベント
は健夏まつりのみであり、新た
なイベントによる観光入込客数
の確保や増加に向けた取り組
みが必要である。

平成２６年度から商工会議所を
主体とする実行委員会が花火
大会を健夏まつりから分離し、
独自のイベント｢キラキラ☆フェ
スタあしべつ｣を開催することとし
ており、この新たなイベントのＰ
Ｒや開催支援を行い、観光客の
増加に努める。

商工会議所を主体とする実行委
員会が実施する新たなイベント
の開催を支援し、芦別を代表す
るイベントの一つとして育成する
とともに、花火大会が分離され
ることにより内容が変更される
「健夏まつり」については、より
多くの市民に参加してもらえるよ
う事業内容を検討する。
また、この二つのイベントの情報
発信を充実することにより、観光
客の増加につなげる。

見直して継
続【改善】

観光入込客数が減少傾向にあ
るため 芦別の魅力発信を積極

芦別の魅力をパンフレット及び
有料広告等 様 な媒体を利

映画監督・大林宣彦氏による芦
別映画「野のなななのか」が平
成26年5月から全国で公開され
ることから、この古里映画を活用

ケ地 ある芦別 魅力を 現状 まま

①　観光事業の振興

≪　改革・改善（Ａction）　≫

≪　改革・改善（Ａction）　≫

41,170 B
るため、芦別の魅力発信を積極
的・効果的に行い観光客の誘客
を促進することが今後の課題で
ある。

有料広告等の様々な媒体を利
用し、道内外へ発信することで
PRを促進する。

し、ロケ地である芦別の魅力を
映像により伝えるとともに、パン
フレット及び有料広告等の様々
な媒体を利用し、芦別のＰＲを促
進し、観光入込客数増加を図
る。

現状のまま
継続

≪実施（Do）≫ ≪評価（Check）≫

事業費（千円） 所管課評価 現時点における課題 課題に対する対応方策 今後の方向性 総合判定

6,883 B

陶芸センターを活動の拠点とす
る陶芸サークル匣鉢（さや）の会
など、陶芸愛好者などを中心に
一部の利用者による利用は根
付いており、また、芦別温泉利
用者の利用も定着しつつある
が、年間の利用者数は横ばいと
なっているため、利用者の増加
に向けた取組みが必要である。

ホームページによるＰＲ強化や
芦別振興公社による芦別温泉
等利用者へのチラシ配付のほ
か、匣鉢の会などの陶芸愛好者
や新聞やラジオ等メディアへも
利用拡大のＰＲの協力を求め
る。

適正な施設維持管理に努めると
ともに、関係者が連携したＰＲに
よる利用拡大を図る。

現状のまま
継続

11,900 B

園地内施設の利用頻度は一部
に偏っているため、施設の有効
活用による観光客や利用者の
増加を図る必要がある。

テニスコートやグラウンドなど利
用者の少ない施設の今後の活
用方法を検討する必要がある。

テニスコートは駐車場化、グラウ
ンドは多目的広場やガーデン化
の検討がされた経緯があるが、
多額の費用を要することから引
き続き有効活用に向け、指定管
理者を含めて協議していく。

現状のまま
継続

③　観光資源の有効活用

≪　改革・改善（Ａction）　≫



平成２６年度事務事業評価結果一覧 ＜ 資料３ ＞

対象 意図 手段

健民センター
オートキャンプ
場管理運営業務

商工観光課観
光振興係

健民センターオートキャ
ンプ場利用者

市民及び観光客等のレクリエーション施
設として管理運営し、観光客誘致の促進
と地域活性化を図る。

オートキャンプ場施設の安全管理と環境
整備

滝里湖オート
キャンプ場管理
運営業務

商工観光課観
光振興係

滝里湖オートキャンプ
場利用者

市民及び観光客等のレクリエーション施
設として管理運営し、観光客誘致の促進
と地域活性化を図る。

オートキャンプ場施設の安全管理と環境
整備

道の駅等管理運
営業務

商工観光課観
光振興係

市民、観光客

大きな駐車場と市の観光施設を連携した
「道の駅」を整備し、道路交通の安全で快
適な環境整備、観光客に対するサービス
の提供により地域活性化を図る。

道の駅連絡会との連携、施設の有効利
用

健民センター管
理運営業務

商工観光課観
光振興係

市民、観光客
市民及び観光客の保健休養地としての諸
施設の適正な管理・運営により、本市観
光産業の振興を図る

健民センター施設の安全管理と環境整備

事務事業名 所管課係名
≪　計画（Plan）　≫
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国設芦別スキー
場管理運営業務

商工観光課観
光振興係

市民、観光客、児童・生
徒

スキー場の整備・管理運営を行い、市民
及び観光客のレクリエーションの場の確
保と観光振興を図る

国設芦別スキー場の適正な管理・運営を
行う。

道の駅を拠点と
する「にぎわい」
創出事業

政策推進課政
策推進係

市民、観光客

本市玄関口である道の駅と国道４５２号
沿いに点在する旭ヶ丘公園や健民セン
ターオートキャンプ場の一体的な「にぎわ
い」を創出するため、それぞれを個性的で
魅力ある施設へと再整備するとともに、こ
れらを有機的に連携させることで、魅力
アップを図り、人々が目的を持って訪れて
もらえるような多種多様なニーズを充足す
るエリアを構築する。

道の駅、旭ヶ丘公園及び健民センター
オートキャンプ場の一体的な再整備、３施
設の役割・機能の明確化、３施設の有機
的な連携による面的な広がりの確保。

- 27 -



総合評価の基準（Ａ：適切　Ｂ：概ね適切　Ｃ：改善の余地がある　Ｄ：不適切） ＜ 資料３ ＞

≪実施（Do）≫ ≪評価（Check）≫

事業費（千円） 所管課評価 現時点における課題 課題に対する対応方策 今後の方向性 総合判定

4,966 A
経年劣化による施設の維持管
理費の増加と利用客の集客が
課題である。

将来を見据えた適切な維持管
理を行い、施設の長寿命化を図
るとともに、利用者ニーズを的確
にとらえたソフト面を中心とした
整備が必要である。

隣接する健民センター関連施設
と一体となり市民及び観光客等
のレクリエーション施設として活
用し、快適に利用できるようサー
ビスを向上させ利用増を図ると
ともに、にぎわい創出プロジェク
トに位置付けられていることを踏
まえ、健民センター一帯を管理
運営する芦別振興公社とソフト
面の整備の充実に向け協議検
討を進めていく。

見直して継
続【改善】

27,778 B
経年劣化により施設の維持管
理費の増加と利用者の集客が
課題である。

将来を見据えた適切な維持管
理を行い、施設の長寿命化を図
る。

隣接する滝里湖を活かした市民
及び観光客等のレクリエーショ
ン施設として、ＰＲをおこなうとと
もに、快適に利用できるよう適正
な維持管理とサービスの向上に
より利用増を図る。

現状のまま
継続

27,602 A

多数ある道の駅の中で、他の道
の駅とどのようにして差別化を
図るか課題である。
当該施設の各々の駐車スペー
スが狭く、今後、施設内事故の
防止の観点からも、利用しやす
い施設とする必要がある。
市内観光施設等との連携が必
要である。

市民やドライバー等が多く利用
する、駐車場やトイレの基本的
な道の駅施設を適正に維持管
理し、利用者が満足できるサー
ビスを提供する。
道の駅を拠点とした「にぎわい」
創出事業による、道の駅の整備
を進めていく。

付随する緑地等管理中央セン
ターと一体的な維持管理を行
い、ドライバーの休息施設並び
に市の観光情報や地場産品の
ＰＲの場として活用し、市民並び
に観光客へのサービスを向上さ
せ芦別の観光の拠点として更な
る利用増加を図るとともに、駐車
場を拡張するなど、利用しやす
い環境を整備する。

見直して継
続【拡充】

406,207 B

スターライトホテルに隣接する諸
施設の利用者が減少傾向にあ
ることから、利用者のニーズに
あった環境の整備と利用者数の
確保が課題となっている。

施設の計画的な修繕を行い、利
用者に対する快適な環境を提供
するとともに、利用者のニーズに
合ったきめ細やかなサービスを
提供するなど、利用者増加への
取り組みを継続して実施する。

保健休養施設として、スターライ
トホテルと隣接する諸施設を一
体とした環境を整え、ＰＲ活動の
強化を図るとともに、利用者の
ニーズに合ったサービスの向上
を図ることにより、利用者数の増
加を目指し、芦別振興公社と連
携した観光客の誘客を進める。

現状のまま
継続

ロッジやリフト設備の老朽化に
伴う改修費用の増加が見込ま 施設の整備及び復旧に関して スキ 場利用者の増加に向け

≪　改革・改善（Ａction）　≫

15,397 C

伴う改修費用の増加が見込ま
れるほか、第３リフトの存廃の検
討を行わなければならない。ま
た、平成２１年度より経営権の
譲渡に向け、利用料金制を導入
しているところであるが、スキー
離れによる利用者の減少によ
り、収入の確保が難しく採算が
取れないことから、今後、利用者
の増加に向けた取り組みやス
キー場の運営・委託方法の見直
しが必要である。

施設の整備及び復旧に関して
は、リフトの統廃合も視野に入
れ検討を行うとともに、計画的な
修繕を行い施設の延命を図る。
また、経営譲渡に向けて利用料
金制を導入したところであるが、
収入の確保が難しく、採算が取
れない状況から、今後、スキー
場の運営・委託方法の在り方に
ついても判断していかなければ
ならない。

スキー場利用者の増加に向け、
指定管理者である芦別振興公
社に利用者確保に向けた取り組
みを促すとともに、ナイター営業
の縮小や廃止など施設の在り方
について検討を進める。また、
本スキー場は市民の冬期間の
健康増進施設としての側面も併
せ持つことから、スキー場の運
営・委託方法についても検討を
進める。

見直して継
続【縮小】

17 B

平成２４年度に道の駅を拠点と
する「にぎわい」創出市民会議
等から出されたアイディアを反
映し、【グランドデザイン】（３施
設の魅力アッププラン）を作成。
平成２５年度も関係団体等との
意見交換を実施し、道の駅の魅
力アッププランの見直しを行った
が、ハード面・ソフト面を一体的
に整備していくことが必要であ
る。

ハード面・ソフト面の一体的な整
備を進めるため、関係団体・機
関、市議会などと協議を重ねな
がら魅力アッププランの充実を
図る。

ハード面・ソフト面の一体的な整
備を進めるため、魅力アッププラ
ンの充実を図り、事業実施に向
けた準備を進める。

見直して継
続【改善】



平成２６年度事務事業評価結果一覧 ＜ 資料３ ＞

対象 意図 手段

母子保健事業
健康推進課健
康推進係

　妊婦、乳幼児、乳幼
児保護者等の市民

　妊婦及び乳幼児までの一貫した母子保
健サービスを実施することで、妊婦、乳幼
児の健康の保持増進を図るとともに、母
性・父性を育み乳幼児が心身ともに健や
かに育つことを支援する。

　母子健康手帳交付、妊婦一般健康診査
受診票交付、プレママクラス、乳幼児健康
診査･健康相談、訪問指導等を実施する
ことにより、妊婦や乳幼児の健康状態
や、生活環境等を把握し、個々に合った
適切な情報提供や育児指導などを実施
する。
①妊婦管理②プレママクラス③３・４か月
児健康診査④７・８か月児健康相談⑤１
歳６か月児健康診査⑥３歳児健康診査⑦
思春期保健事業

生活習慣病予防
対策事業

健康推進課健
康推進係

　各保健事業の対象者
の市民

　保健事業を総合的に実施することによ
り、生活習慣病等の疾病予防や市民一
人ひとりの生涯を通じた健康増進を支援
し、市民の健康寿命の延伸と生活の質の
向上を図る。

　健康相談、健康教育、各種がん（胃・
肺・大腸・乳・子宮頸）検診、各種（肝炎ウ
イルス、骨粗しょう症）検診、健康増進法
に基づく健康診査、各種健康教室、訪問
指導等を実施。

歯科保健事業
健康推進課健
康推進係

　妊娠期から成人期の
各歯科保健事業の対
象者

　生活習慣を背景として発症する歯科疾
患の予防を推進する。また、口腔保健に
関する正しい知識の普及啓発により歯や
口の機能を維持し、食べることを通した健
康づくりを支援する。

　プレママクラス、歯科検診、健康教育・
歯科相談、フッ化物を利用した虫歯予防
対策、幼稚園・保育園園児に対する歯科
保健対策等を実施する。

感染症予防対策
事業

健康推進課健
康推進係

　予防接種対象者の市
民、エキノコックス症検
診希望者

　感染症に関する正しい知識の普及に努
めるとともに、感染症の発症及びまん延
を防止するために予防接種を行うことに
より公衆衛生の向上及び健康増進を図
る。また、エキノコックス症検診を実施し、
エキノコックス症の早期発見・早期治療に
つなげる。

　予防接種法に基づく各種定期接種を集
団または個別接種により実施する。
また、エキノコックス症の検診を実施す
る。

４　保健・医療・福祉 ⑴　保健・医療

事務事業名 所管課係名
≪　計画（Plan）　≫
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つなげる。

対象 意図 手段

食育推進業務
健康推進課健
康推進係

　市民

　第２次芦別市食育推進計画に基づき、
関係団体や行政が協力・補完し合いなが
ら推進することにより、健全な食生活や食
習慣の実践を通して豊かな人間性を育
む。

　食育推進会議を中心に施策を展開し、
家庭を中心に、保育所、幼稚園、学校、
地域、生産者、事業者、行政等がお互い
に協力・補完し合いながら事業等の取組
みを実施する。

対象 意図 手段

救急医療業務
健康推進課健
康推進係

　市民

　地域医療体制の確保と安定化並びに市
民に対する救急医療に関する普及啓発を
図るため一次救急医療体制（在宅当番医
制）の確保等の必要な事務・事業を実施
する。さらに中空知圏域においては、一次
救急医療体制のバックアップとして休日
夜間の一次からの手術入院を要する患
者に対応する二次救急体制（病院群輪番
制事業等）の整備がされており、日常の
医療体制等が確保されることにより市民
が安心して医療を受けることができる。

　一次救急医療体制（在宅当番医制）の
確保等の必要な事務・事業を芦別市医師
会に委託するとともに、二次救急医療体
制確保のため中空知５市５町による広域
救急医療病院群輪番制病院運営事業費
負担金等を負担する。

４　保健・医療・福祉 ⑴　保健・医療

事務事業名 所管課係名
≪　計画（Plan）　≫

４　保健・医療・福祉 ⑴　保健・医療

事務事業名 所管課係名
≪　計画（Plan）　≫
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総合評価の基準（Ａ：適切　Ｂ：概ね適切　Ｃ：改善の余地がある　Ｄ：不適切） ＜ 資料３ ＞

≪実施（Do）≫ ≪評価（Check）≫

事業費（千円） 所管課評価 現時点における課題 課題に対する対応方策 今後の方向性 総合判定

5,344 A

・家庭状況も多様化しており、き
め細やかな支援を要するケース
が増えている。
・発達障害等をもつ子どもへの
支援を充実させていく必要があ
る。

・相談場所・機会を充実させ、
個々のケースに対してきめ細や
かに支援していく。
・発達障害等にもより細やかに
対応できるようさらに健診内容
を充実させる。

　引き続き、健診・健康相談・家
庭訪問等を通して、子どもの発
達支援や親の育児支援をきめ
細かく行っていく。また、健診に
ついては、健診内容・健診時期
などを検討し、発達障害等の早
期発見と早期療育に結びつくよ
う充実を図っていく。

現状のまま
継続

13,294 A
　検診の受診率が向上していな
い。

　多くの市民が受診できるよう集
団検診及び個別で受診できる医
療機関との委託を継続し、市民
周知を行い受診率向上を図る。

　未受診者への受診勧奨の継
続及び、「特定のがん検診推進
事業」による無料クーポン券の
配付や、土日の受診日の設定、
またクーポン利用者に対しては
個別でも受診できる体制を継続
し、受診機会の拡大により受診
率の向上を図る。

現状のまま
継続

460 A

　全道的に永久歯交換期の虫
歯が多く、歯を失う原因となる永
久歯の虫歯予防対策として、北
海道8020推進条例に基づき北
海道の推進する集団でのフッ化
物洗口の推進が課題となってい
る。

フッ化物利用による虫歯予防の
正しい知識を普及し、集団によ
るフッ化物洗口実施のスタートと
なる保育園・幼稚園での適切な
実施を継続する

　虫歯は歯が生えた直後から数
年間が発生しやすい年齢のた
め、４歳から１４歳頃までの継続
したフッ化物洗口による虫歯予
防が推奨されており、保育園・幼
稚園から小学校及び中学校ま
での継続実施を教育委員会と連
携して推進する。

現状のまま
継続

23,974 A
　各種ワクチンの接種者が減少
すると感染症が蔓延する可能性
がある。

　感染症に対する市民の意識を
向上させ、対象となる者にワク
チン接種を行い接種率を高める
ことで感染症予防対策を図る。

　感染症予防対策を推進するた
め、市民周知・勧奨をさらに行
い、個人の健康の保持及び地
域での感染症の蔓延予防を図
る。

現状のまま
継続

①　保健の充実

≪　改革・改善（Ａction）　≫

≪実施（Do）≫ ≪評価（Check）≫

事業費（千円） 所管課評価 現時点における課題 課題に対する対応方策 今後の方向性 総合判定

86 A

　食育推進会議を中心に各種食
育事業に取り組んでいることで、
市民の食育への関心は高まっ
ている。より食育の充実を図る
ため、関係団体・関係各課と連
携協力し、食育を実践できる市
民を増やすことが必要である。

　食育を総合的かつ計画的に推
進し食育が家庭において実践さ
れ、市民運動として展開するよう
関係団体・関係各課と連携協力
し、普及啓発に努める。

　第２次芦別市食育推進計画に
基づき、芦別市食育推進会議を
中心に施策を展開し、地域、関
係機関・団体、行政が連携協力
し合い家庭において実践的な食
育を実施できるよう取組の展開
を図る。

現状のまま
継続

≪実施（Do）≫ ≪評価（Check）≫

事業費（千円） 所管課評価 現時点における課題 課題に対する対応方策 今後の方向性 総合判定

7,537 A

　休日夜間に対応する一次救急
医療体制（在宅当番医制）と入
院を必要とする重症救急患者に
対応する二次救急医療体制（管
内の病院群輪番制参加病院な
ど）の診療体制を、将来にわたり
安定的に維持確保していくこと
が必要である。

　芦別市医師会に委託している
一次救急医療体制を継続して実
施するとともに、二次救急医療
体制についても、中空知５市５
町が連携し、今後も事業を継続
していく。

　市民に対する救急医療に関す
る普及啓発を図るとともに、地域
医療体制の確保と安定化に努
める。

現状のまま
継続

②　食育の推進

≪　改革・改善（Ａction）　≫

③　医療の充実

≪　改革・改善（Ａction）　≫



平成２６年度事務事業評価結果一覧 ＜ 資料３ ＞

対象 意図 手段

社会福祉協議会
関係事務

福祉課地域福
祉係

社会福祉法人芦別市
社会福祉協議会

高齢者、障害者、里親等を支援するため
に、市の支援だけでは行えない様々な福
祉サービスを実施し、地域福祉の中心的
な役割を果たしている社会福祉協議会の
運営経費を補助し、同法人が安定的・健
全な事業運営ができるよう支援すること
により、市民福祉のより一層の向上を期
する。

①　規則に基づき、同法人の運営経費の
うち、次の必要と認められる額を補助金と
して交付する。
　〇社会福祉協議会の運営事務費とし
て、事務局の人件費（全額）及び活動経
費（一部）　〇　一日里親事業に係る事業
費（２分の１）　〇　ボランティアセンターの
運営経費（３分の１）
②　生活が困窮なかたに対する生活資金
の貸付金の原資を、同法人に無利子で貸
し付けしている。

コミュニティ推進
事務

市民課生活交
通係

市民

コミュニティ運動を推進することにより、市
民のまちづくりの意識高揚を図る。町内
会の運営に関することや町内会との連絡
調整を図る。町内会活動を円滑に推進す
るための環境整備及び町内会再編のた
めに必要な助成を行い自主的活動の促
進と町内会の基盤強化を図る。

地域のコミュニィの推進は、町内会の活
動（町内会の運営）のあり方に密接な関
係があるため、行政としては、そのための
支援策を実施する。

コミュニティセン
ター管理運営業
務

市民課生活交
通係

市民
地域住民のコミュニテｲ活動、生活の改善
及び社会福祉の増進に寄与するための
場を提供することを目的とする。

地域住民が利用しやすいコミュニテｲセン
ターの運営を図る。

総合福祉セン
ター管理運営業

福祉課地域福

①老人福祉法による65
歳以上の高齢者　②障
害者基本法による障が
い者　③児童福祉法に
よる児童　④母子及び
寡婦福祉法による母子

　老人福祉及び障害者福祉の向上並び
に市民福祉の増進に寄与するため、老人
福祉センター、障害者福祉センター及び
市民福祉センター(これらを総称して「総
合福祉センター」という。)を設置し、その
管理運営を 同センターに事務所を構え

指定管理者（社会福祉法人芦別市社会
福祉協議会）にこの管理を委託している。
次の目的で利用を希望する方は、指定管
理者の許可を受け、使用料を支払う（減
額又は免除の手続きは別に市に申請す
る。）ことにより、利用することができる。

⑵　福祉

事務事業名 所管課係名
≪　計画（Plan）　≫

４　保健・医療・福祉
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ター管理運営業
務

福祉課地域福
祉係

寡婦福祉法 よる母子
及び寡婦　⑤①～④の
者で構成する団体　⑥
社会福祉法による社会
福祉事業を行う団体
⑦指定管理者が適当と
認めるかた

管理運営を、同センターに事務所を構え
る芦別市社会福祉協議会（指定管理者）
に委託することにより、同協議会の持つ
地域のさまざまな社会資源とのネットワー
クや多くの人びととの協働を通じて、効率
的かつ効果的な管理運営を行う。

る。） と より、利用する とができる。
　①老人の各種相談、趣味、娯楽、教養
の向上を図るための研修、老人クラブ等
の育成、機能回復訓練の実施等
　②障害者の各種相談、健康の増進、娯
楽、教養の向上を図るための研修等、③
市民福祉の増進に必要な事業

対象 意図 手段

高齢者福祉事務
福祉課地域福
祉係

①高齢者保健福祉計
画等推進協議会開催
～委員１２人　②高齢
者福祉大運動会開催
事業補助～６０歳以上
の高齢者
③外国人高齢者及び
障がい者福祉給付金～
大正15年４月１日以前
に生まれた在日外国人
で永住許可等受けてい
る者
④高齢者芦別温泉等
利用券等交付事業～７
０歳以上の高齢者
⑤冬季生活支援事業
～市町村民税が非課
税の世帯（70歳以上の
高齢者世帯、重度障害
者世帯、ひとり親家庭
等の世帯）

高齢者保健の向上及び高齢者福祉の増
進を図るため、法令に基づき老人福祉計
画を策定するほか、高齢者の社会参加及
び交流機会の提供し、健康の増進及び身
体機能の回復を助長するために、各種の
事業を行い、高齢者福祉の増進に寄与す
る。

①は、条例に基づき、市長が老人福祉計
画、介護保険事業計画の策定に係る意
見について諮問し、②は、規則に基づき、
市社協に運動会開催経費の２分の１以内
を補助し、③は、道の要綱等に基づき、高
齢者に月額１万円、障害者に月額２万５
千円を支給し、④は、条例に基づき、温泉
利用券（浴場利用券）及び芦別温泉線の
バス券（各年間１０回分）を毎年６月下旬
から市の窓口で交付し、⑤は、規則に基
づき、平成２５年３月に、同年８月３１日ま
でを使用期限とした５千円分の地域限定
商品券「どんぐり」を交付した。

４　保健・医療・福祉 ⑵　福祉

事務事業名 所管課係名
≪　計画（Plan）　≫
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総合評価の基準（Ａ：適切　Ｂ：概ね適切　Ｃ：改善の余地がある　Ｄ：不適切） ＜ 資料３ ＞

≪実施（Do）≫ ≪評価（Check）≫

事業費（千円） 所管課評価 現時点における課題 課題に対する対応方策 今後の方向性 総合判定

34,358 A

社会福祉協議会と市は密接な
関係にあり社会福祉協議会が
実施する事業は本市の社会福
祉、地域福祉の推進に不可欠で
あることから社会福祉協議会の
安定的な運営が求められる。

社会福祉協議会の運営経費を
精査しながら不足分について補
助していく必要がある。

社会福祉協議会が行う事業が
円滑に実施できるよう運営に必
要な財政的な支援を行っていく
必要がある。

現状のまま
継続

11,098 B

　人口の減少や高齢化により、
地区によっては町内会の維持が
難しい状況となっており、活動が
停滞している。

　町内会活動を維持させるため
には、一定程度の世帯数が必
要であることから、町内会の再
編を促すための方策を構築して
いく。

　平成２６年度から施行する町
内会活動促進助成条例に基づ
き、コミュニティ活動の拠点とな
る町内会館の整備や町内会の
再編を促進し、町内会活動の活
発化、コミュニティの促進を図
る。

見直して継
続【改善】

13,511 A
　施設の老朽化に伴う維持管
理。

　老朽化した施設の修繕を計画
的に行っていく。

　今後も地域住民にとって利用
しやすいコミュニティセンターを
目指し、指定管理者による効率
的な施設の管理運営を行ってい
くこととする。なお、本町地区生
活館及び上芦別生活館につい
ては、市が直営で運営している
が、地元町内会に管理を委託す
るなどして、コミュニティーセン
ター同様に効率的な運用を目指
す。

現状のまま
継続

60 914 B

耐震補強工事やオストメイトトイ
レ等身障者用トイレの改修が終
了し、福祉避難所としての機能
整備は整ったが、屋上防水塗装

市民サービスの低下にならない
よう計画的に改修を行い 適切

設置目的に応じて利用者の増
加を図り、福祉施設並びに防災
施設としてのニーズに対応する
よう、安心・安全な施設整備に 見直して継

①　地域福祉の充実

≪　改革・改善（Ａction）　≫

60,914 B
整備は整 たが、屋 防水塗装
の劣化、玄関タイルの破損など
経年劣化にともなう補修や改修
を必要とする箇所が多くなって
いる。

よう計画的に改修を行い、適切
に対応していく。

よう、安心 安全な施設整備
努める。また、平成25年度で３
階の働く婦人の家が廃止された
ことから、今後は、広く一般に利
用してもらえるように周知する。

見直して継
続【改善】

≪実施（Do）≫ ≪評価（Check）≫

事業費（千円） 所管課評価 現時点における課題 課題に対する対応方策 今後の方向性 総合判定

24,324 C

高齢化により独居高齢者、高齢
者夫婦世帯が増加しており日常
生活の支援、高齢者の安否確
認等、多種多様のサービスが求
められている。

市民のニーズ調査を行い、高齢
者保健福祉計画等推進協議会
や様々な機会を通じて市民と意
見交換を行うなど、市民が求め
るサービス等を把握していく。

今後人口減少と少子高齢化が
進む状況を踏まえ、高齢者福祉
に係る全般的な事業の検証を
行い、今後、第６期の高齢者保
健福祉計画及び介護保険事業
計画（平成２７年度から平成２９
年度まで）を策定する中で、高齢
者施策全体の見直しを図ってい
くこととする。

見直して継
続【改善】

②　高齢者福祉の充実

≪　改革・改善（Ａction）　≫



平成２６年度事務事業評価結果一覧 ＜ 資料３ ＞

対象 意図 手段

敬老事業
福祉課地域福
祉係

①百歳祝品の対象者
本市に１年以上引き続
き住所を有し（住民登
録されていること。）百
歳になる方。
②敬老会の対象　芦別
市内在住で、当該年度
中に満７５歳になるか
た。

高齢者に対して、敬老会を開催し、百歳
祝品を贈呈することにより、長年にわたり
地域社会福祉の発展に寄与されたかた
に対し、その労をねぎらい、その長寿を祝
福し、併せて市民の敬老思想の高揚を期
するとともに高齢者福祉の増進に寄与す
る。

①百歳祝品　１００歳の誕生日に祝品（似
顔絵）及び芦別市地域限定商品券「どん
ぐり」を贈呈
②敬 老 会　満７５歳になるかたに、敬老
会出席のご案内をし、市総合福祉セン
ターにおいて、敬老会を実施

老人福祉共同住
宅管理運営業務

福祉課地域福
祉係

自分の身の回りのこと
（炊事・洗濯等）ができ
る満60歳以上の単身の
かたで、次のいずれか
ひとつに該当するか
た。
①生活環境又は住宅
事情等の理由で、今住
んでいる居宅での日常
生活が困難なかた
②扶養義務者がないか
た、又は家庭の事情で
家族と同居生活をする
ことが困難なかた
③その他市長が、特別
の事情により入居を必
要と認めたかた

６０歳以上の単身生活者の環境と住宅福
祉の向上を図るため、老人福祉共同住宅
「芦別市静和荘」を設置運営する。

全２０室を有し、管理人が常駐し、風呂・ト
イレは共用部分となり管理人が管理す
る。
入居希望の場合は、必要な書類を添えて
市長に申請し、月額使用料６，９００円、
暖房料（冬期間１１月～４月）６，３００円を
支払うことにより入居が可能。
平成２２年度までに入居のかたの月額使
用料は、２３年度５，７００円、２４年度６，
３００円と緩和している。
電気・水道・ガス代は入居者の負担とな
る。

老人クラブ支援
事業

福祉課地域福
祉係

芦別市老人クラブ連合
会交付金～同連合会
単位老人クラブ助成事
業～市内の単位老人ク
ラブ（同一地域内に居
住する60歳以上の会員
50人以上で組織され、
会員の互選による代表
者１人を置いているクラ

本市に所在する老人クラブが行う高齢者
の生きがい対策及び健康増進を図り、地
域における高齢者の社会参加を積極的
に促進するために、老人クラブ活動のうち
市長が適当と認める活動について必要な
経費を交付する。

芦別市老人クラブ連合会交付金～同連
合会からの申請に基づき、必要と認める
経費の３分の１以内を交付する。
単位老人クラブ助成事業～各単位老人ク
ラブからの申請に基づき、（①教養活動、
②健康増進、③生きがい対策、④世代交
流のうち年間３事業以内）のうち、市長が
必要と認める経費の合計額の２分の１以
内を補助する

事務事業名 所管課係名
≪　計画（Plan）　≫
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者１人を置いているクラ
ブ（原則））

内を補助する。

緊急通報システ
ム事業

福祉課地域福
祉係

独り暮らしで次のいず
れかに該当する方
①身体虚弱な高齢者
（65歳以上）で緊急時に
機敏に行動できない
②重度身体障害者で、
緊急時に機敏に行動す
ることが困難　③突発
的に生命に危険な症状
を発生する持病を有す
る。

緊急時に機敏に行動することが困難なひ
とり暮らしの高齢者等の日常生活の不安
解消と人命の安全を確保し、急病、災害
等の緊急時に迅速で適切な救急救助活
動を行うため、滝川地区広域消防事務組
合芦別消防署と自宅を電話回線で結ぶ
緊急通報装置の設置を支援する。

緊急時において援護を行う緊急通報事業
協力員を選任したうえで、市に申請するこ
とにより、設置事業者であるＮＴＴが利用
者と契約のうえ緊急通報装置を設置し、
自宅と芦別消防署内に設置する緊急通
報センターとを電話回線で結ぶ。市は、同
センターに利用者の情報を登録し、急病
や火災等の突発的な事故等が発生した
場合には、利用者が装置のボタンを押す
だけで、センターに自動的に通報され、協
力員への安否確認又は救急車・消防車
の出動が行われる。設置工事費は市が
負担するが、これ以外の電話回線使用料
等は申請者が負担する。

在宅福祉サービ
ス事業

福祉課地域福
祉係

独居高齢者、虚弱高齢
者夫婦世帯、心身障害
者世帯等

高齢者が、地域において安心した暮らし
ができるよう、独居老人、老人世帯等に
対して、訪問や電話による安否の確認、
除排雪サービス等の日常生活の支援を
行う。

市から市社協へ、市社協から３６町内会
へ事業委託することにより行う。
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総合評価の基準（Ａ：適切　Ｂ：概ね適切　Ｃ：改善の余地がある　Ｄ：不適切） ＜ 資料３ ＞

≪実施（Do）≫ ≪評価（Check）≫

事業費（千円） 所管課評価 現時点における課題 課題に対する対応方策 今後の方向性 総合判定

440 C

敬老事業は、日頃から市民が長
年、社会のために尽くしてきた
高齢者を敬い、長寿を祝う敬老
思想の高揚を図るために行って
いるが、年々参加者が減少傾向
にあるほか、市民の方々に対し
て敬老思想を普及させることが
課題である。

市が直接、対象の高齢者に対し
て祝品を贈呈し、敬老会の開催
をするだけでなく、若い世代に敬
老思想が普及するような環境を
育てていくことが必要である。
敬老会については、事業の改善
点を明確にし、行事の内容や案
内方法を工夫するなど、より効
果性を発揮するための手法を取
り入れる。

百歳祝品の贈呈は、その長寿を
祝福し、市民の敬老思想の高揚
を図るとともに、高齢者の福祉
の増進に寄与する機会として継
続する。また、敬老会は、長年
にわたり、市政に協力・尽力い
ただいた人生の諸先輩方に、感
謝お祝いを申し上げ、労う場とし
て、それぞれの節目にふわさし
い行事を引き続き行い、多くの
方が参加できるよう行事の内容
を工夫していく。

見直して継
続【改善】

2,894 C

広報あしべつやチラシの配布に
より市民に対し周知を図り、民
生委員に対し住宅で困っている
高齢者の情報提供をお願いして
いるが全２０室中、入居者が１０
人のため１０室の空き室があ
る。
また、屋根（鋼板）の塗膜が風化
しており、塗装を要する状況に
あること。

広報あしべつ、チラシの配布等
による行っていくとともに、民生
委員・児童委員、町内会の協力
を得て、入居希望者の募集活動
を行っていくものとし、計画的に
修繕を行っていく。

低所得者高齢者の住宅確保事
業として必要であり、今後とも施
設の維持管理を行い、広報あし
べつや関係機関を通じて施設の
周知徹底を図る等ソフト面の対
策を進め、入居条件にあう高齢
者からの希望があった場合、速
やかに入居できるよう支援す
る。なお、入居にあたっては、希
望のほかに、その時々における
希望者の生活環境など定めた
要件に合致する必要があるた
め、急な要望に即応できるよう
一定の空き室を確保する。

見直して継
続【改善】

1,853 C

高齢化により高齢者が増えてい
る中、老人クラブに入会する高
齢者は減少し、各老人クラブで
は年々会員数が減少し、年齢が
高い高齢者が中心となって事業
を行っており老人クラブの運営
が困難になってきている。

新規会員の募集活動や魅力あ
る事業への見直しを促す。

老人クラブの活動は閉じこもり
防止、認知症の予防等に有効で
あり高齢者の社会参加に有効で
あることから今後も継続して老
人クラブの活動に対し支援をす
る。

現状のまま
継続

≪　改革・改善（Ａction）　≫

211 A

独居高齢者、高齢者夫婦世帯
の増加により対象基準に該当し
ないが将来的な不安を心配し希
望するかたが増加している。
認知症のあるかたには、誤報を
避けるため、設置していないが、
設置後に認知症その他の理由
から誤報が多くなり、不要な緊
急車両の出動が増加している。

対象者の基準を見直し、希望す
る高齢者に端末機を設置するな
どの緩和策を必要とする。

システムの更新により現システ
ムより設置費用が軽減されるこ
とから、制度の周知はもとより、
関係機関と連携を密にし、利用
希望者の把握に努める。
また、利用希望に応じられるよ
う、設置台数を拡大し、対象者
の基準の見直しを図る。

見直して継
続【改善】

2,053 A

町内会に委託しているが、世話
する町内会の役員等が高齢化
のため、担い手が不足してい
る。また、個人情報保護法によ
る規制のため、各世帯の情報収
集が困難である。
さらには、詐欺事件の増加によ
り訪問、電話による安否確認が
スムーズに行えない町内が出て
きており、対応に苦慮している。

町内会ごとに必要なサービスを
見極めるなどの見直しが必要で
ある。

今後、高齢者が増加するため
サービス内容、実施方法等を検
討していくこととする。

見直して継
続【改善】



平成２６年度事務事業評価結果一覧 ＜ 資料３ ＞

対象 意図 手段

門口除雪事業
福祉課地域福
祉係

国、北海道又は市が除
雪する道路に面する一
戸建ての住宅（公住除
く。）に居住し、自力で
除雪が困難な次のいず
れかに該当する方
⑴65歳以上の者のみで
構成される世帯　⑵重
度身体障害者（１・２級）
のみで構成される世帯
⑶65歳以上の者と重度
身体障害者のみで構成
される世帯。その他。

冬期間の早朝における国、北海道及び市
が実施する除雪作業後の住宅の門口及
び車庫前の残雪処理（排雪を除く。）が困
難な方に対し、門口除雪を行い、安全を
確保し、生活を支援する。

申請に基づき、１２月１日から翌年３月３１
日までの冬期間に、降雪による夜間及び
早朝の道路除雪作業が行われた日の午
前10時ころまでに、１箇所につき幅２メー
トルの範囲内で、１世帯当たり２箇所を上
限として業者委託による除雪を行う。（車
庫前は、車両の通行に支障のない幅の
範囲内）
利用手数料は、１箇所3,750円～15,000円
で市町村民税の課税状況に応じて決定
する。

後期高齢者医療
事務

健康推進課医
療助成係

後期高齢者医療制度
被保険者（７５歳以上の
方及び一定の障害のあ
る６５歳以上の方）

後期高齢者医療制度を実施する上での
一般会計負担分（健康診査委託分、療養
費）として、健康診査は被保険者に対する
生活習慣病の早期発見及び予防を図り、
後期高齢者の健康の保持増進に寄与す
ることを目的としている。また、療養費負
担金については芦別市が一部を支払うこ
とで被保険者の医療費支払いの軽減を
図る。

健康診査については、がん検診等と日程
を合わせた集団健診及び市内２医療機
関へ委託した個別健診をそれぞれ実施、
療養費負担金は芦別市総療養費の1/12
を負担

戦没者慰霊事務
福祉課障がい
福祉係

戦没者の遺族及び芦
別市民

先の大戦における芦別市関係戦没者に
対し、市民が追悼のまことを捧げ、平和へ
の誓いを新たにする機会とする。

平成１９年度までは、芦別市戦没者顕彰
奉賛会が実施していたが、平成２０年度
からは市が毎年８月２０日に福祉センター
大ホールにおいて、衆議院議員、道議、
市議等の来賓の他、遺族会、一般市民に
参加の案内をし、戦没者追悼式を実施す
る。

対象 意図 手段

事務事業名 所管課係名
≪　計画（Plan）　≫

４　保健・医療・福祉 ⑵　福祉

事務事業名 所管課係名
≪　計画（Plan）　≫
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障害者在宅サー
ビス事業

福祉課障がい
福祉係

①身体障がい者送迎
サービス～歩行困難な
身体障害者（１～４
級）、②身体障がい者
芦別温泉等利用券等
交付～７０歳未満の身
体障害者（同）、③血液
透析等通院交通費助
成～腎機能障がい者、
心臓機能障がい者（人
工弁）、④重度障がい
者ハイヤー券交付～重
度の身体障害者（児）、
市立芦別病院で血液透
析療法を受ける者、⑤
在宅障がい者等紙おむ
つ支給～常時介護を要
する重度の身体又は精
神障害者（児）、⑥精神
障がい者地域活動支援
センター等交通費扶助
～精神障害者、⑦知的
障がい者援護施設通所
交通費扶助～知的障
がい者

市内における在宅の障がい者（児）に対
し、必要な在宅福祉サービスを提供する
ことにより、生きがいのある日常生活を支
援し、市民福祉の向上を図る。

市に申請又は申し出ることにより、①は外
出時の送迎サービスを行い（市社協委
託）、②は、温泉券と芦別温泉のバス券を
各１０枚交付し、③は通院交通費の２分
の１を助成し（残り２分の１は事業者が割
引き制度適用）、④は１枚当たり４００円
のハイヤー券２４枚綴りを１冊又は２冊
（透析のみ）交付し、⑤は１日当たり３枚
の紙おむつを現物支給し、⑥は交通費全
額を助成し、⑦は交通費の2分の１を助成
する。

- 35 -



総合評価の基準（Ａ：適切　Ｂ：概ね適切　Ｃ：改善の余地がある　Ｄ：不適切） ＜ 資料３ ＞

≪実施（Do）≫ ≪評価（Check）≫

事業費（千円） 所管課評価 現時点における課題 課題に対する対応方策 今後の方向性 総合判定

6,535 A

門口の除雪のみではなく、玄関
先までの除雪希望者が増えてい
るが、市内業者では対応できる
体制にない。
対応業者が限られており、高齢
化による需要の増大にどこまで
対応できるか不安要素がある。

除雪範囲の拡大要望に対し、供
給量が不足するため、対応方法
を検討する必要がある。
隣近所等地域の協力や、子孫
等の親族の協力を求める。

本市の高齢化率が４０％を超え
る現状を踏まえると、市内全域
にわたって対象世帯が増加する
ことが予想されることから、業者
委託以外の方法による対応方
法も新たに考えていく必要があ
る。

見直して継
続【改善】

311,341 A
健康診査については、なお一層
の受診率向上に向けて努める
必要がある。

特定健診、がん検診等との連携
による受診勧奨により、受診率
の向上を図る必要がある。

高齢者の健康保持増進を図る
ため、健診の周知や検診体制
の整備等により、受診率向上に
向けて対応を図る。

現状のまま
継続

33 C
遺族の高齢化により参列者数
が減少している。

後継遺族となる者への周知等や
一般市民の出席を促すような手
法を検討する。

戦没者等の御霊に追悼の意を
ささげることにより残された遺族
に対しての苦労に報いるために
も今後も開催は必要である。

現状のまま
継続

≪実施（Do）≫ ≪評価（Check）≫

事業費（千円） 所管課評価 現時点における課題 課題に対する対応方策 今後の方向性 総合判定

≪　改革・改善（Ａction）　≫

③　障がい者（児）福祉の充実

≪　改革・改善（Ａction）　≫

4,387 B

障がい者の経済的負担軽減に
係る事業については利用率は
高いが、一部事業については障
がいの状態等対象者が限定さ
れ、全ての障がい者が利用でき
ないものもある。

障がいの状態により対象者が限
定されている事業について、対
象範囲、内容等を検証していく。

障がい者（児）の生活支援の
ニーズが高く、必要な事業であ
ることから今後も継続していくも
のの、将来的には、利用率が低
い事業について内容を検証して
いく。

現状のまま
継続



平成２６年度事務事業評価結果一覧 ＜ 資料３ ＞

対象 意図 手段

地域生活支援事
業

福祉課障がい
福祉係

①成年後見制度利用
支援～重度の知的又
は精神障害者、②外出
介護支援員派遣～障
がい者、③訪問入浴
サービス～65歳未満の
身体障がい者、④居宅
介護支援員派遣～障
がい者、⑤日中一時支
援～障がい者（児）、⑥
手話通訳者派遣～聴
覚・言語機能障がい
者、⑦精神障害者地域
活動支援センター機能
強化補助～障がい者、
⑧ボランティア活動支
援事業費補助～精神
障害者回復者クラブ亜
志の会、⑨心身障害者
日常生活用具給付～
障害者（児）、⑩更生訓
練費扶助～自立訓練
等利用者、⑪肢体不自
由の障害者

障がい者（児）がその有する能力及び適
正に応じ、自立した日常生活又は社会生
活が営むことができるよう、相談支援をは
じめ地域生活に必要な各種サービスを提
供する。

相談のほか、申請に基づき、①は成年後
見制度の申立てを行い、②は外出介護支
援員を派遣（社協委託）し、③は居宅に訪
問して行い（㈱三井ヘルスサービスに委
託）、④は居宅介護支援員を派遣し介護
を行い（委託）、⑤は見守りや訓練を行い
（北海道光生舎に委託）、⑥は手話通訳
者を派遣し（社協、ろうあ連盟に委託）、⑦
芦別あゆみ会に運営経費の一部を補助
し、⑧は亜志の会に必要経費を補助し、
⑨は必要な用具の給付又は貸与を行い、
⑩は費用を支給し、⑪は改造費の一部を
支給する。⑥⑦⑧以外は利用者負担あ
り。

障害者社会参加
支援事業

福祉課障がい
福祉係

①身体障害者スポーツ
大会参加補助～芦別
市身体障害者福祉協
会
②障害者ふれあい広場
開催事業費補助～芦
別市社会福祉協議会

スポーツを通じて身体障害者の体力の維
持増進を図り、又、地域住民に対して障
害者を地域社会の中に受け入れて、とも
に暮らそうとする福祉の理念の考え方を
定着させ、語り合う場を設定するため、事
業主体となる身体障害者福祉協会や社
会福祉協議会に対して経費の一部を補
助する。

①身体障害者スポーツ大会参加補助～
団体からの申請に基づき、必要な経費
（身体障害者スポーツ大会参加、北海道
障害者スポーツ大会参加）の２分の１以
内を交付する。
②障害者ふれあい広場開催事業費補助
～社会福祉協議会、市をはじめとする各
関係団体が実行委員会を結成し、毎年９
月初めに、もとまち公園において、ふれあ
い広場を開催しており、必要な経費の２分
の１以内（155千円上限）を交付する。

障がい児をもつ子どもと家族が相互に

事務事業名 所管課係名
≪　計画（Plan）　≫
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障害児援護事務
児童課子育て
支援センター
係

　知的障がい児と保護
者

　知的障がい児（者）及び重複障がい児
（者）が将来健全な社会生活を営めるよう
援護し、その福祉を図ることを目的とす
る。

障がい児をもつ子どもと家族が相互に
励まし合い情報を交換し交流を深める場
や集団訓練の場を選択し、療育の推進及
び自立心を高める為に必要な支援をす
る。

対象 意図 手段

遺児年金支給事
務

福祉課地域福
祉係

遺児と現に同居し、生
計を同じくし、監督保護
又は養育する方
 遺児：　義務教育終了
前（15歳に達した日の
属する学年の末日以
前）の児童で、両親又
は父親 （事実上母親と
婚姻関係と同様の事情
にある者を合む。）と死
別したもの

義務教育修了前の児童で、両親又は父
親と死別した児童を養育する者に対して、
遺児の健全な育成助長と福祉の増進を
図るため、遺児年金を支給する。

保護者等を受給権者として認定した場合
に、遺児１人につき月額３，０００円を申請
した月から支給する。

子育て支援セン
ター管理運営業
務

児童課子育て
支援センター
係

　子育て中の親及び子
ども

　子育てについての悩みを持つ家庭を支
援することにより、育児不安の解消を図
り、楽しく子育てができ良好な親子関係を
築けるよう支援していくことを目的とする。

　地域の社会資源を効果的に活用し、多
様なサービスを提供するとともに、安心し
て子育てできるよう支援体制を図る。

４　保健・医療・福祉 ⑵　福祉

事務事業名 所管課係名
≪　計画（Plan）　≫
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総合評価の基準（Ａ：適切　Ｂ：概ね適切　Ｃ：改善の余地がある　Ｄ：不適切） ＜ 資料３ ＞

≪実施（Do）≫ ≪評価（Check）≫

事業費（千円） 所管課評価 現時点における課題 課題に対する対応方策 今後の方向性 総合判定

9,638 B

地域の実情にあった事業を実施
することとなっているが障害者に
とっては他市が行っている事業
に対して希望があるがサービス
を行える事業者がない状況にあ
る。

近隣市と連携し、サービスを利
用できるよう調整を進める。

障害者総合支援法及び障害者
の支援に関する法律等に基づ
き、対象者の障害の状態に合っ
た支援・給付等を行っていく。

現状のまま
継続

207 B

身体障害者福祉協会会員の高
齢化により、年々スポーツ大会
への参加者が減少している。ふ
れあい広場の内容が毎年同じ
状況にあり参加者が減少してい
る。
また、企業との連携により就業
の場を増やしていくなかでの社
会参加も課題である。

ノーマライゼーションの理念浸透
のため社会福祉協議会に対し
ふれあい広場の内容、市民へ
の周知方法等の見直しを要望し
ていく。身体障害者福祉協会の
新会員の確保に協力していく。
また、事業主との連携を深める
等、障害者が自立し社会参加で
きる機会の増加に努める。

障がい者等がスポーツ大会に
参加し、表彰を受けることで自立
意識が向上しており、また、ふれ
あい広場を開催することで地域
住民へのノーマライゼーションの
理念浸透のため、今後も継続し
て支援をする。

現状のまま
継続

　都市化の進行や生活様式の
多様化により、地域社会におけ
る連帯感が薄れつつある中 障

障害を持つ子どもと家族が、

≪　改革・改善（Ａction）　≫

- A

る連帯感が薄れつつある中、障
がいの種別に関わらず障がい
児とその家族が自立して社会参
加を進め、親子共に地域で安心
して暮らすために福祉サービス
を利用しやすい環境作りが課題
である。

障害を持つ子どもと家族が、
相互に励ましあい情報交換や交
流を深める場、集団訓練の場を
選択し療育推進及び自立を高
めるために手をつなぐ育成会の
促進を図る。

　今後も障がい児とその家族が
安心して地域社会で生活するこ
とができるよう援護を図る。

現状のまま
継続

≪実施（Do）≫ ≪評価（Check）≫

事業費（千円） 所管課評価 現時点における課題 課題に対する対応方策 今後の方向性 総合判定

345 B

母子及び寡婦福祉法の一部改
正法が平成２６年１０月１日から
施行されるにあたり、法におい
て支援の対象範囲に父子が加
えられ、母子家庭のみならず父
子家庭を加えたひとり親家庭を
支援するようになるが、本制度
は、母親との死別による父子家
庭が対象となっていない。

　支給額、事業内容の効率性等
を確認するため、他市の状況を
調査したところ、道内35市中、
「遺児年金」の支給は本市のみ
だが、約半数の市が「遺児手
当」として同様の事業を実施して
おり、母親との死別を対象として
いないのは本市のみであった。
このため、ひとり親家庭を支援
することを目的とし、母親との死
別を加えることとし、名称につい
ても、年金と称することの可否に
ついて検討する。

精神的にも経済的にも厳しい状
態に置かれているひとり親家庭
等の家庭生活を支える福祉の
重要な役割を果たすよう母親の
死別を加えるなど時代に応じた
見直しを行う。

見直して継
続【改善】

163 A

　子育てを支える地域社会の結
びつきや子どもに対する目配り
も希薄となり、子育て家庭の孤
立化や育児不安の解消を図ら
なければならないことが課題で
ある。

　次世代を担う子どもたちが、地
域社会で大切に守り育てられる
支援体制づくりに努める。

　子どもを安心して産み育てるこ
とができる環境づくりが叫ばれ
ている今日、地域における子育
て支援の核として、また親子の
交流の場の提供などを行ってい
る。今後は、さらに子育てに関す
る意識や啓発を図りながら、子
育て支援センターの機能充実に
努め、地域の子育てを担ってい
くこととする。

現状のまま
継続

④　多様な子育て支援の充実

≪　改革・改善（Ａction）　≫



平成２６年度事務事業評価結果一覧 ＜ 資料３ ＞

対象 意図 手段

留守家庭児童会
運営事務

児童課児童セ
ンター係

・保護者が労働等によ
り昼間家庭にいない小
学校に就学している児
童。

・放課後、土曜日及び長期休業期間の安
心・安全で基本的な生活ができる居場所
として、成長段階に見合った適切な指導・
援助を行い、児童の健全育成を図る。

・保護者が迎えに来るまでの間、指導員
が生活を見守り、学習や遊びを通して健
やかな成長を支援する。

児童福祉サービ
ス事業

児童課子ども
家庭係

　障がいや障がいが想
定され、支援の必要性
が認められる児童。

　障がい児が必要なサービスを受けるこ
とができ、家庭や地域等で安心して自立
した生活を送ることができる。

　障がい児通所（児童発達支援、医療型
児童発達支援、放課後等デイサービス
等）を必要とする障がい児等に対し、申請
を受け、通所給付費の支給決定を行う。
事業所からは、国民健康保険団体連合
会からの審査を経て請求があり、その審
査内容の点検を受け、支払を行う。

子ども・子育て
支援事業

児童課子ども
家庭係

　未就学児童及び小学
生児童の世帯。

　平成２７年度から施行される子ども・子
育て新制度に向け、教育・保育、地域の
子ども・子育て支援事業の量の確保やそ
れに対応する提供体制の確立を図るた
め子ども・子育て支援事業計画を策定し、
質の高い保育及び総合的な子育て支援
を行うことを目的とする。

　子ども・子育て支援法に基づき、子ども・
子育て会議を設置し、平成２７年度から平
成３１年度までの１期５年間の子育てに関
する事業計画を策定するため、子ども・子
育て会議を開催する。

児童センター管
理運営業務

児童課児童セ
ンター係

　18歳未満のすべての
子ども。乳児、幼児は
保護者同伴で利用でき
る。

　18歳未満のすべての子どもを対象とし
遊び及び生活の援助と地域における子育
て支援を行い、子どもを心身ともに健や
かに育成することを目的とする。

　遊びを通して児童の集団的、個別的な
指導を行っていく。地域における異年齢
の子どもや大人との交流、また母親クラ
ブ等の地域組織活動の機会を各種行事
等を通して提供していく。課題をもった事
業を展開するとともに教育委員会とも連
携し、子どもの育ちに関する組織や人と
のネットワークの中心となり、活動の育成
助長を図る。

子どもセンター
保育園管理運営

児童課子ども
センター保育

　生後8週以上～就学
前 乳 ま 幼

　保護者が家庭において十分保育するこ
とができない児童を、保護者に代わって
保育 通 す 童 心身 健全な

　児童に健康と安全環境を整え、各種事
業を行いながら生活や遊びを通して総合

事務事業名 所管課係名
≪　計画（Plan）　≫
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保育園管理運営
業務

センター保育
園 前の乳児または幼児。 保育し、通所する児童の心身の健全な発

達を図る。

業を行いながら生活や遊びを通して総合
的な保育を行う。

上芦別保育園管
理運営業務

児童課上芦別
保育園

　満１歳以上～就学前
の幼児。

　保護者が家庭において十分保育するこ
とができない児童を、保護者に代わって
保育し、通所する児童の心身の健全な発
達を図る。

　児童に健康と安全環境を整え、各種事
業を行いながら生活や遊びを通して総合
的な保育を行う。

一時預かり事業
児童課子ども
センター保育
園

　子育て中の保護者

　専業主婦等育児疲れの解消、急病や継
続的勤務、短時間勤務等の勤務形態の
多様化等に伴う一時的な保育に対応す
る。

　一時預かり事業を利用する児童に、健
康と安全な環境を整え、生活や遊びを提
供する。

児童入所施設関
係事務

児童課子ども
家庭係

　保健上必要があるに
もかかわらず、経済的
な理由により、入院助
産を受けることができな
い妊産婦。

　 法、市条例及び施行規則に基づき、対
象者の助産を実施する。

　妊婦健診時に助産施設案内のチラシを
配布することにより、助産制度利用の広
報活動を行う。

児童デイサービ
スセンター管理
運営業務

児童課子育て
支援センター
係

　発達や成長の遅れや
障害のある児童及びそ
の疑いのある児童とそ
の保護者

　発達や成長の遅れや障害のある児童
及びその疑いのある児童とその保護者が
通園することにより、早期療育を実施する
とともに、家族の支援を行う事を目的とす
る。

　教材等を効果的に活用し、個別指導、
支援を行いながら、各種行事を通じ親子
の交流を深める。北海道通園センター連
絡協議会に加入し、職員の知識や資質向
上のため、各種研修等に参加、また、
ケース会議及び母親教室を開催し、現状
把握と対応に努める。
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総合評価の基準（Ａ：適切　Ｂ：概ね適切　Ｃ：改善の余地がある　Ｄ：不適切） ＜ 資料３ ＞

≪実施（Do）≫ ≪評価（Check）≫

事業費（千円） 所管課評価 現時点における課題 課題に対する対応方策 今後の方向性 総合判定

2,868 A

平成27年度からの「児童福祉
法」改正に伴う留守家庭児童会
の設置基準の策定が急務となっ
ている。また、市内小学校の統
廃合も踏まえ、留守家庭児童会
のあり方を検討する必要があ
る。

保護者へのニーズ調査を実施
し、今後の運営体制等について
検討をしていく。

保護者へのニーズ調査を踏まえ
て設置基準を策定するとともに、
今後の児童会のあり方について
教育委員会をはじめとした関係
機関と議論を進めていくこととす
る。

現状のまま
継続

6,848 B
　児童福祉サービスが必要と思
われる利用者の早期発見がなさ
れていない。

　市健康推進係の保健師を始
め、関係機関との連携により、
サービスが必要と思われる利用
者の早期発見に努める。

　今後も継続して、サービスが必
要と思われる利用者の早期発
見に努めていく。

現状のまま
継続

2,281 A

　平成２７年度から施行される子
ども・子育て支援新制度に向
け、平成２７年度から平成３１年
度までの教育・保育、地域の子
ども・子育て支援事業に必要な
業務量や確保等を図っていくこ
とが課題となっている。

　平成２７年度から平成３１年度
までの教育・保育、地域の子ど
も・子育て支援事業の量の見込
みや確保等については、子ど
も・子育て会議において十分に
審議し、平成２６年度中に子ど
も・子育て支援事業計画を策定
し、総合的な子育て支援体制を
図る。

　平成２６年度中に子ども・子育
て支援事業計画を策定し、その
計画に沿って、子ども・子育て・
親育ちを支援していくため、「質
の高い教育・保育の総合的な提
供」、「保育の量的拡大・確保」、
「地域の子ども・子育て支援の
充実」の総合的な子育て支援体
制の充実に努める。

現状のまま
継続

1,263 A

・児童センター各事業について
は、参加の多い事業と少ない事
業があり、事業の選定や工夫が
必要である。児童センターの行
事に一人で参加できない地域の
子ども達がいる。

・芦別市公式ホームページに児
童センターだよりや行事情報を
積極的に発信し、保護者も一緒
に参加しやすい行事を開催でき
るよう努める。

・魅力ある事業を積極的に取り
入れ、効果的な事業実施による
利用児童の拡大が図られるよう
積極的な事業展開を進める。
・引き続き近年参加している障
教連小学校合同学習会の協力
や、出前事業については教育委
員会と協力して継続していく。

現状のまま
継続

20 166 A

　家族構成や就労形態、子育て
意識の変化、地域の結びつきの
希薄化等を背景とし、保護者の
育児力が低下してきており、保
育所任せになってきている問題

　育児不安や育児ストレスを抱
える母親等に対し、保育士・看
護師・管理栄養士・家庭児童相
談員等が連携を図りながらサ
ポ 安を解消 育

　安心・安全な保育環境づくり、
保育士等の資質の向上、養護と
教育と食育の充実に努める。ま
た、「子ども・子育て支援法」に
基づく新制度が来年度からス

現状のまま
継続

≪　改革・改善（Ａction）　≫

20,166 A 育所任せになってきている問題
がある。また、３歳未満児につい
ては、母親の家庭内外労働の
増加に伴い、低年齢児の保育
所入所のニーズが高まってきて
いる

ポートし、不安を解消しつつ育児
の手助けをしていく。また、低年
齢の保育所入所に向けた保育
環境の改善を図る。

基づく新制度が来年度からス
タートすることに伴い、地域の保
育に対するニーズが多様化する
ことから、保護者の必要性に応
じ検討していくこととする。

継続

9,914 A

　家族構成や就労形態、子育て
意識の変化、地域の結びつきの
希薄化等を背景とし、保護者の
育児力が低下してきており、保
育所任せになってきている状況
にある。また、３歳未満児につい
ては、母親の家庭内外労働に伴
い、低年齢児の保育所のニーズ
が高まってきている。

　育児不安や育児ストレスを抱
える母親等に対し、保育士・看
護師・管理栄養士・家庭児童相
談員等が連携を図りながらサ
ポートし、不安を解消しつつ育児
の手助けをしていく。また、低年
齢の保育所入所に向けた保育
環境の改善を図る。

　安心・安全な保育環境づくり、
保育士等の資質の向上、養護と
教育と食育の充実に努める。ま
た、「子ども・子育て支援法」に
基づく新制度が来年度からス
タートすることに伴い、地域の保
育に対するニーズが多様化する
ことから、保護者の必要性に応
じ検討していくこととする。

現状のまま
継続

180 A

　幼稚園の預かり保育のない日
には利用者が殺到する。
勤務形態の多様化、利用の仕
方も様々である。

　子ども・子育て支援事業計画
策定のために子育てをしている
世帯の保護者にアンケート調査
を実施した結果を踏まえ、利用
者のニーズに応じていくよう検
討をする。

　利用者の私的な理由による一
時保育が大半を占めているが、
今後も利用者のニーズを把握
し、ニーズに合ったサービスを提
供できるように努める。

現状のまま
継続

3,557 A

　家庭の経済的な理由により出
産費用の負担が困難な妊婦の
方に、安心して出産ができる出
産費用の一部を助成する本制
度について、知らない市民のか
たがいる。

　妊婦健診時に助産施設案内
のチラシを配布することにより、
助産制度が必要と思われるケー
スにつき、助産施設において助
産を行う。

　制度に基づく法定の自治事務
であり、今後も申請に基づき適
切に対応する。

現状のまま
継続

370 A

　諸問題を抱える発達の遅れの
ある子どもや障がいを持った子
ども等の家族が悩んだり、孤立
することがないように、相談・療
育を受けるための専門的な資源
が不足している。また、平成２４
年度から就学児の受け入れを
開始したが、障害の多種多様
化、施設の形態（幼児用）、指導
能力（保育士）等について、課題
となっている。

　施設等専門支援事業の活用、
研修会の参加等により職員の
啓蒙、啓発を図り児童デイサー
ビスセンターの機能を高める。ま
た、就学児に関しては、年齢制
限や言語聴覚士や作業療法士
等専門職の対応が必要であり、
他機関との連携等が必要であ
る。

　発達の遅れがある子どもや障
がいのある子どもの家族が安心
して地域で生活するためには、
早期発見、早期療育は大変重
要であることから、今後ますます
この業務については、専門性が
望まれているため、職員研修に
よる指導の向上・講演会による
啓蒙啓発等を図ることとする。

現状のまま
継続



平成２６年度事務事業評価結果一覧 ＜ 資料３ ＞

対象 意図 手段

療育推進協議会
運営事務

児童課子育て
支援センター
係

　保護者、保育士、幼
稚園教諭、学校関係職
員、保健師、市民（近隣
市町村関係職員）

　発達障害にかかる療育の知識の向上と
療育の充実を図るとともに啓発を行う。

　専門知識を有する講師招へいにより、
療育に対する理解と知識を深める。

対象 意図 手段

家庭児童相談業
務

児童課子ども
家庭係

　１８歳未満の児童。

　社会情勢の変化に伴い、地域社会や家
庭環境が大きく変化し、児童に関わる問
題は、いじめ、不登校、引きこもり、児童
虐待、非行及び犯罪の低年齢化等多種
多様化してきている。また、家庭児童相談
の内容も複雑・長期化しており、深刻な社
会問題となっていることから、児童養育の
支援や家庭児童相談業務の充実を図る。

　家庭児童相談室だけでは対応しきれな
い内容の相談も多く、専門機関である児
童相談所などと連携した支援体制をつく
る。

対象 意図 手段

民生委員・児童
委員事務

福祉課障がい
福祉係

民生委員推薦会の開
催～民生委員推薦会
委員　５人
芦別市民生委員・児童
委員協議会交付金～
民生委員・児童委員協

援護が必要な高齢者、障がい者、児童等
に対して、相談や援助などを行い地域で
安心して生活ができるよう民生委員・児童
委員の定数を維持できるよう確保に努
め、民生委員・児童委員の活動を支援
し 市民の福祉サ ビスの推進を図る

民生委員推薦会の開催～法に基づき、
民生委員・児童委員の候補者の適否を審
査し、適任者を北海道知事に推薦する。
芦別市民生委員・児童委員協議会交付
金～民生委員協議会の行う各種活動を
支援するため、毎年４月１日現在の本市
民生委員の定数に29 550円を乗じて得た

事務事業名 所管課係名
≪　計画（Plan）　≫

⑶　社会保障

事務事業名 所管課係名
≪　計画（Plan）　≫

４　保健・医療・福祉 ⑵　福祉

事務事業名 所管課係名
≪　計画（Plan）　≫

４　保健・医療・福祉
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民生委員 児童委員協
議会

し、市民の福祉サービスの推進を図る。 民生委員の定数に29,550円を乗じて得た
額を交付する。

対象 意図 手段

保険税賦課徴収
事務

健康推進課国
保係

国民健康保険法による
被保険者

国保財源を維持するため、国民健康保険
税の適正な賦課を行い収納率の向上を
図る

口座振替による納付推奨を行うとともに、
差押え等滞納処分を行う

医療費適正化特
別対策事業

健康推進課国
保係

国民健康保険による被
保険者

診療報酬明細書の点検等を行い、医療
費の適正化を図る。

診療報酬明細書の点検及び医療費適正
化啓発普及用パンフレット等の配布、後
発医薬品の差額通知を行う。

特定健康診査等
事業

健康推進課国
保係

４０歳から７４歳までの
国民健康保険被保険
者

芦別市国民健康保険特定健康診査等実
施計画に基づき、４０歳から７４歳までの
被保険者を対象に、メタボリックシンド
ロームに着目した生活習慣病予防のため
の特定健康診査及び特定保健指導を実
施し、医療費の適正化を図る

被保険者への広報周知等。未受診者対
策（電話勧奨、未受診者訪問等）。他健
診、人間ドック等との連携（情報提供等）。

保健事業
健康推進課国
保係

国民健康保険被保険
者

被保険者に対し、各種検診に係る費用の
負担を行い、医療費の適正化を図る

被保険者に対し、がん検診費、骨粗鬆症
及びインフルエンザ予防接種に係る費用
の負担を行う

４　保健・医療・福祉 ⑶　社会保障

事務事業名 所管課係名
≪　計画（Plan）　≫
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総合評価の基準（Ａ：適切　Ｂ：概ね適切　Ｃ：改善の余地がある　Ｄ：不適切） ＜ 資料３ ＞

≪実施（Do）≫ ≪評価（Check）≫

事業費（千円） 所管課評価 現時点における課題 課題に対する対応方策 今後の方向性 総合判定

50 B

　発達に遅れがあり育てにくい
子どもや障がいを持った子ども
や家族にとって専門的な療育や
医療が不可欠であり、日常にお
けるサポートは欠かせないのが
現状である。しかし近くに専門的
な医療機関等がなく、個々では
地域における関係機関にも関係
が取りにくい。

　地域を取り巻く関係機関や専
門機関との連携を取り、諸問題
を抱える家族に健全な社会生活
を営むために必要な福祉サービ
スの利用を促進したり、専門機
関への橋渡しを図る。

　子どもとその家族が、地域社
会の中で生活をしていくことにつ
いて、療育推進協議会の運営を
通してこれからも関係機関との
連携を重視し、健全な日常生活
をおくれるよう図る。

現状のまま
継続

≪実施（Do）≫ ≪評価（Check）≫

事業費（千円） 所管課評価 現時点における課題 課題に対する対応方策 今後の方向性 総合判定

- A

　現代社会において、子育てを
取り巻く環境の変化が大きくそ
れに伴い、家庭児童相談業務
の内容について、複雑・長期化
しており、深刻な社会問題となっ
ている。

　家庭児童相談室だけでは対応
しきれない内容の相談も多く、専
門機関である児童相談所などと
連携し、支援体制の充実を図
る。

　子どもと家庭に関する様々な
問題の相談に応じ、家庭におけ
る適正な児童養育や児童福祉
の向上を図るため、児童相談所
や民生・児童委員等とも連携を
図りながら、相談業務体制の充
実に努める。

現状のまま
継続

≪実施（Do）≫ ≪評価（Check）≫

事業費（千円） 所管課評価 現時点における課題 課題に対する対応方策 今後の方向性 総合判定

6,221 A
民生委員・児童委員及び主任児
童委員の成り手を確保する。

町内会と連携しながら各委員の
選出を行う

高齢者や障がい者の増加ととも
に少年非行や児童・高齢者虐待
など社会問題が山積みする中
で、地域住民の相談者として活
動する民生委員・児童委員及び
主任児童委員の役割はますま
す重要となっていることから、活

現状のまま
継続

≪　改革・改善（Ａction）　≫

①　生活安定福祉の充実

≪　改革・改善（Ａction）　≫

⑤　家庭児童相談の充実

≪　改革・改善（Ａction）　≫

す重要となっていることから、活
動に対するさまざまな支援を行
い、地域福祉の向上を図る。

≪実施（Do）≫ ≪評価（Check）≫

事業費（千円） 所管課評価 現時点における課題 課題に対する対応方策 今後の方向性 総合判定

654 A

国民健康保険の新規資格取得
者は、稼働していない者が多い
ため、口座振替の新規加入者に
大きな伸びがないのが現状であ
る。

新規資格取得時及び広報誌「国
保だより」等で、口座振替につい
て勧奨する。

さらに収納率を高めるため税務
課と連携して、口座振替の勧奨
及び滞納処分等を実施し、医療
費等に充てる財源確保に努め
る。

現状のまま
継続

4,004 A
　医療費が増加傾向にあるた
め、抑制を図る必要がある。

　診療報酬明細書の点検の充
実強化により、医療費の適正な
給付を図るとともに、被保険者
全世帯に対して、啓発普及用パ
ンフレットや後発医薬品（ジェネ
リック医薬品）希望カードを送付
するなど医療費の削減に向けた
取り組みを行う。

　国民健康保険が給付する医療
費は、国民健康保険税が充当さ
れており、診療報酬明細書を点
検することは保険者として実施
しなければならないものである
ため、さらなる充実強化を図るこ
ととする。また、医療費増加の要
因分析結果を活用し、医療費の
抑制が図られるよう努める。

現状のまま
継続

4,947 A

生活習慣病予防のための特定
健康診査については、国が定め
る受診率目標６０％までは到達
していないが、平成２５年度の市
の目標値２２％は概ね達成した
ところだが、更なる受診率の向
上が課題となっている。

平成２５年度からの「第二期芦
別市国民健康保険特定健康診
査等実施計画」において、現状
を踏まえつつ、新たな目標を設
定した。受診率の目標達成に向
け、市民への周知、受診勧奨等
の対応を図る必要がある。

引き続き受診率の目標達成に
向け、市民への周知、受診勧奨
等の対応を図る。

見直して継
続【改善】

4,907 B
受診者数が目標値に達していな
い。

集団健診時に特定健康診査を
受診する場合、がん検診等を併
せて受診するよう勧奨したり、広
く市民周知することにより、受診
者数の増加に繋げる。

受診者が増加するような方策を
取ることにより、検診等の受診
者を増やし、多くの被保険者が
継続して毎年受診するような対
策を検討し、疾病の早期発見、
早期治療につなげることで、医
療費の抑制を図る。

見直して継
続【改善】

③　国民健康保険の充実

≪　改革・改善（Ａction）　≫



平成２６年度事務事業評価結果一覧 ＜ 資料３ ＞

対象 意図 手段

介護保険事業賦
課徴収事務

介護保険課介
護保険係

６５歳以上の高齢者
保険給付の財源となる介護保険料の徴
収確保を図る

年金からの引き去りによる特別徴収及び
納付書による普通徴収を実施し、普通徴
収の滞納分については、税務課納税係で
督促や催告等を行い徴収する。

二次予防事業
介護保険課介
護サービス係

二次予防対象高齢者
（平成２３年度までは特
定高齢者）

高齢者の生活機能の維持・向上と生きが
いのある自立した生活を支えるため、介
護や支援等が必要になる状態の前から、
介護予防への関心を高めるための普及
を図り、要支援・要介護状態となるおそれ
のある二次予防対象高齢者に対し、でき
る限り自立した生活を営めるようサービス
を提供する。

生活機能の低下により要支援・要介護状
態となるおそれのある高齢者を把握する
ため基本チェックリストの実施による二次
予防対象高齢者把握事業を実施する。

二次予防事業
福祉課地域福
祉係

要支援・要介護状態と
なるおそれの高い状態
にあると認められる６５
歳以上の者で、基本
チェックリストにより、要
介護状態となるリスクを
予測する２５ 項目の生
活機能を評価の結果、
要介護状態等となるお
それの高い状態にある
と認められる方。

　二次予防とは、介護予防のひとつとし
て、活動性や生活機能が低下して要介護
状態となるおそれの高い高齢者を早期に
発見（把握）して早期に対処することによ
り、要介護状態の発生をできる限り防ごう
とするもので、本市では、生きがいデイ
サービスセンターに通っていただき、機能
回復訓練等を行うことにより、生きがいの
ある人生を送ることができるよう支援す
る。

　対象者は、利用の申請を行ったうえで、
地域包括支援センターが行う基本チェッ
クリストに基づく評価の結果、要介護状態
等となるおそれの高い状態にあると認め
られた場合に決定する。サービスについ
ては、生きがいデイサービスセンターに
通っていただき（送迎あり）、健康状態の
確認、入浴、食事、相談、機能訓練、レク
リエーション等を行う。費用負担は、基本
利用手数料等として１か月２，５５１円及
び昼食代１食につき５００円を必要とす
る。

４　保健・医療・福祉 ⑶　社会保障

事務事業名 所管課係名
≪　計画（Plan）　≫
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一次予防単独事
業

福祉課地域福
祉係

６０歳以上の高齢者
二次予防対象高齢者となることを予防し
自分らしい生活が続けられるよう支援す
る。

生きがいデイサービスセンターにおいて
機能訓練等を行うことにより二次予防対
象高齢者への進行を予防する。

一次予防事業
健康推進課健
康推進係

６５歳以上の市民

「食べること」をとおした介護予防の取り
組みを普及啓発し、高齢者が住みなれた
地域で自立した生活を送ることができるよ
う支援する。

高齢期の健康づくりに必要な「食生活」に
関する支援や、口腔機能低下による誤
飲・肺炎を予防するための手入れ方法や
かみかみ百歳体操等の健康教育を実施
する。また、必要に応じて、食事や歯・口
に関する個別相談を行う。

一次予防事業
福祉課地域福
祉係

要介護認定で自立判定
となった高齢者

要介護状態となることを予防し自分らしい
生活が続けられるよう支援する。

高齢者に対し生活管理指導員を派遣し日
常生活の世話や相談、助言を行い高齢
者の生活を確立することで要介護状態へ
の進行を防止するとともに、生活習慣の
指導又は体調調整のため必要と認めると
きは一時的に施設に入所させて養護す
る。

- 43 -



総合評価の基準（Ａ：適切　Ｂ：概ね適切　Ｃ：改善の余地がある　Ｄ：不適切） ＜ 資料３ ＞

≪実施（Do）≫ ≪評価（Check）≫

事業費（千円） 所管課評価 現時点における課題 課題に対する対応方策 今後の方向性 総合判定

397 A

介護保険料においては、年金か
ら引き去りする特別徴収と納付
書による普通徴収があるが、普
通徴収における滞納分の回収
が課題となっている。

滞納者に対しては催告状、勧告
状を発送し納付を促しているほ
か、税務課納税係において、保
険料の徴収業務を行っている。

今後も、滞納者に対しては、督
促状及び催告状を発送し税務
課納税係とも連携を図る。

現状のまま
継続

- B

介護認定のつかない高齢者の
方を対象とした介護を受けること
にならないよう予防する事業を
行っているが、興味があってもな
かなか参加までに至らない事が
多いため参加者が伸び悩んで
いる。

市民がより参加しすくなるよう
に、周知方法などをもっと検討し
事業に対する理解を深めてもら
うとともに、効率の良い事業にな
るよう検討する。

平成２２年度途中の制度改正に
より、平成２３年度からは検診を
受けなくても一定の方法で対象
者と決定することができるように
なったことから、関係部局と協議
し事業全体の流れや内容を見
直した結果、平成２３年度は参
加者が増加したが、その後は参
加者数が伸び悩んでいるため今
後も内容を工夫しながらより多く
の２次予防事業対象高齢者の
方に事業参加してもらえるよう
進めていく。

現状のまま
継続

5,580 B

介護予防の観点から必要な事
業として実施しており、地域包括
支援センター等と連携しながら
サービスを必要とする高齢者の
把握に努めるているが、利用者
が少ない。

平成２６年度は、第５期計画の
最終年度のため現状のままとす
るが、平成２７年度から第６期介
護保険事業計画（平成２７年度
から平成２９年度）がスタートす
ることから、この計画を平成２６
年度中に策定するにあたり、市
民のニーズ調査を行い、推進協
議会に諮問するなど、幅広く意
見を聴きながら、あり方について
検討する。また、。

第６期介護保険事業計画（平成
２７年度から平成２９年度）を平
成２６年度中に策定するにあた
り、市民のニーズ調査を行い、
推進協議会に諮問するなど、幅
広く意見を聴きながら、ありかた
について検討する。

現状のまま
継続

平成２４年４月の地域支援事業
実施要綱改正に伴い 次予

平成２６年度は、第５期計画の
最終年度のため現状のままとす
るが、平成２７年度から一次予
防に係る国の地域支援事業の
内容が大きく見直され 第６期

第６期介護保険事業計画（平成
２７年度から平成２９年度）を平

④　介護保険の充実

≪　改革・改善（Ａction）　≫

10,225 B

実施要綱改正に伴い、一次予
防は、健康教育、健康相談等の
取組を通じて、高齢者の自発的
な介護予防に資する活動の育
成・支援を行うこと等を目的とす
るよう改められていることから、
見直しが必要である。

内容が大きく見直され、第６期
介護保険事業計画（平成２７年
度から平成２９年度）がスタート
することから、この計画を平成２
６年度中に策定するにあたり、
市民のニーズ調査を行い、高齢
者保健福祉計画等推進協議会
に諮問するなど、幅広く意見を
聴きながら、見直しを含めて検
討する。

２７年度から平成２９年度）を平
成２６年度中に策定するにあた
り、市民のニーズ調査を行い、
高齢者保健福祉計画等推進協
議会に諮問するなど、幅広く意
見を聴きながら、見直しを含め
た検討を進める。

現状のまま
継続

- A

高齢者が「食」を楽しみ、質の高
い生活を送ることを目指すた
め、高齢期の低栄養状態の改
善・予防及び食べるための歯や
口の機能維持と介護予防との関
連を啓蒙する必要がある。

自身の食事習慣や口腔機能の
見直し及び把握するためのチ
エックシートを活用する。また、
体操やゲームなどを取り入れた
参加・実践型の健康教育を各地
域で実施する。

今後も対象者に応じた内容を工
夫して実施し、「食べること」をと
おした介護予防の普及啓発を実
施していく。

現状のまま
継続

- B

平成２４年４月の地域支援事業
実施要綱改正に伴い、一次予
防は、健康教育、健康相談等の
取組を通じて、高齢者の自発的
な介護予防に資する活動の育
成・支援を行うこと等を目的とす
るよう改められていることから、
見直しが必要である。

平成２６年度は、第５期計画の
最終年度のため現状のままとす
るが、平成２７年度から一次予
防に係る国の地域支援事業の
内容が大きく見直され、第６期
介護保険事業計画（平成２７年
度から平成２９年度）がスタート
することから、この計画を平成２
６年度中に策定するにあたり、
市民のニーズ調査を行い、高齢
者保健福祉計画等推進協議会
に諮問するなど、幅広く意見を
聴きながら、見直しを含めて検
討する。

第６期介護保険事業計画（平成
２７年度から平成２９年度）を平
成２６年度中に策定するにあた
り、市民のニーズ調査を行い、
高齢者保健福祉計画等推進協
議会に諮問するなど、幅広く意
見を聴きながら、見直しを含め
た検討を進める。

現状のまま
継続



平成２６年度事務事業評価結果一覧 ＜ 資料３ ＞

対象 意図 手段

一次予防事業
介護保険課介
護サービス係

高齢者

地域における介護予防に資する自発的な
活動が広く実施され、地域の高齢者が自
ら活動に参加し、介護予防に向けた取組
が主体的に実施されるような地域の構築
を目指して健康教育、健康相談等の取組
みを通じて介護予防に関する活動の普
及・啓発や地域における自発的な介護予
防に資する活動の育成・支援を行う。

市内の各老人クラブをはじめ、町内会等
の各種活動の場において、介護予防につ
いての講話・運動等を行い意識付けを図
る。

介護予防ケアマ
ネジメント事業

介護保険課介
護サービス係

二次予防事業対象高
齢者

二次予防事業対象高齢者が要介護状態
等となることを予防するため、その心身の
状況、その置かれている環境その他の状
況に応じて、対象者自らの選択に基づ
き、介護予防事業その他の適切な事業が
包括的かつ効率的に実施されるような必
要な援助を行う。

対象者が今後、どのような生活をしていき
たいかという具体的な日常生活上の目標
を明確にし、その目標を関係者が共有す
るとともに対象者自身の意欲を引き出し、
自主的に取組みを行えるよう支援する

介護予防支援事
業

介護保険課介
護サービス係

要支援の介護認定を受
けた高齢者

高齢者が要支援認定者の症状の維持又
はその悪化の防止

地域包括支援センターが指定介護予防
支援事業所の指定を受け、要支援１・２の
認定を受けたサービス利用者に必要な
サービスを受けられるように適切なケアマ
ネジメントを行う。

総合相談事業
介護保険課介
護サービス係

市民

地域の高齢者が住み慣れた地域で安心
してその人らしい生活を継続してできるよ
う、地域における関係者とのネットワーク
を構築するとともに、高齢者の心身の状
況や生活の実態、必要な支援等を幅広く
把握し、相談を受け、地域における適切
な保健・医療・福祉サービス、機関又は制
度の利用につなげる等の支援を行う。

支援を必要とする高齢者を見出し、各種
サービス等の適切な見守りを行い、更な
る問題を防止するため、地域における関
係者のネットワークを構築し、それを活用
するほか、様々な社会資源との連携によ
る情報収集や戸別訪問等により高齢者
及び家族の状況等を把握する。

権利擁護事業
介護保険課介
護サービス係

高齢者

地域の住民、民生委員、介護支援専門員
などの支援だけでは十分に問題が解決で
きない、適切なサービス等につながる方
法が見つからない等の困難な状況にある
高齢者が、地域において尊厳のある生活
を維持し、安心して生活を行うことができ
るよう、専門的・継続的な視点から、高齢
者の権利擁護のための必要な支援を行
う。

高齢者の権利擁護のため支援が必要と
判断した場合には、成年後見制度の活用
促進、老人福祉施設等への措置支援、高
齢者虐待・困難事例への対応、消費者被
害の防止等の制度を活用する。

事務事業名 所管課係名
≪　計画（Plan）　≫
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う。

包括的・継続的
ケアマネジメント
支援事業

介護保険課介
護サービス係

介護支援専門員等の
関係者

高齢者が住み慣れた地域で暮らし続ける
ことができるよう、介護支援専門員、主治
医、地域の関係機関等の連携、在宅と施
設の連携など、地域において、他職種相
互の協働等により連携し、個々の高齢者
の状況や変化に応じて、包括的かつ継続
的に支援していく包括的・継続的ケアマネ
ジメントが重要であり、地域における連
携・協働の体制づくりや個々の介護支援
専門員に対する支援等を行う。

介護支援専門員が、医療機関を含めた
関係機関との連携体制を構築し、地域の
介護支援専門員と関係機関の間の連携
を支援するための会議等を開催する。

認知症高齢者見
守り事業

介護保険課介
護サービス係

市民
地域における認知症高齢者の見守り体
制の構築を図る。

認知症サポーター養成講座を開催するほ
か、認知症高齢者を対象としたＳＯＳネッ
トワークを構築する。

家族介護継続支
援事業

福祉課地域福
祉係

常時寝たきり状態で要
介護３・４・５に認定され
た常時紙おむつが必要
と認められる高齢者又
は特定疾患患者

在宅で常時紙おむつを必要とする者の介
護者に対し経済的負担を軽減する。

申請に基づき、１人１日当たり３枚の紙お
むつを現物支給する。
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総合評価の基準（Ａ：適切　Ｂ：概ね適切　Ｃ：改善の余地がある　Ｄ：不適切） ＜ 資料３ ＞

≪実施（Do）≫ ≪評価（Check）≫

事業費（千円） 所管課評価 現時点における課題 課題に対する対応方策 今後の方向性 総合判定

1 B

介護予防支援事業は、介護認
定を受けることがないよう、認定
を受けていないかたを対象に行
う事業で、今後においても市民
がより興味を持つ事業を展開し
ていかなくてはならない。

他の市町村が行っている事業な
ど参考にするほか、当係の人員
でできる事業を検討するほか、
市民が中心となって行う事業等
を検討していく。

いきいき百歳体操を市民が中心
となって行うよう、いきいき百歳
体操サポータ養成を行う。

現状のまま
継続

3,693 B

二次予防事業対象高齢者に
なっても介護予防を必要と感じ
るまでに至っていないことから、
事業に参加する方が少ない。

二次予防事業対象高齢者に対
し、予防事業へ興味を持っても
らう事業の展開が必要である。

二次予防事業対象高齢者の
ニーズを把握し、より興味を持っ
てもらうような事業展開を図る。

現状のまま
継続

3,693 A
要支援認定となる方が増加して
きている傾向にある。

ケアプランの策定について、市
内事業所へ委託を行う。

ケアプランの策定の市内事業所
への委託や、地域包括支援セン
ター職員の事務分担を変更する
など機能充実を図る。

現状のまま
継続

3,680 B

高齢化に伴う新規の相談件数
が多く、また、繰り返し相談に来
る人も多く、全体的に相談件数
が増加傾向にある。

今後は、より一層相談事例が多
くなることが予想され、現状の体
制での対応を維持しながら、より
よい相談体制について検討をす
る。

高齢者の相談の増加、ニーズの
多様化に対応するため、地域に
おけるネットワークを構築するな
ど、相談体制の整備を検討す
る。

現状のまま
継続

3,680 A
高齢者虐待等の人権侵害にか
かわる相談件数が増加傾向に
ある。

今後も相談が増加することが予
想されることから、現状を維持し
ながら対応をして行くほか、対処
してくれる弁護士との協力体制
を構築していくこととする。

高齢者の権利擁護のため、専
門的、継続的な支援をする体制
づくりを検討していくこととする。

現状のまま
継続

≪　改革・改善（Ａction）　≫

6,694 A

支援事業の充実のためには、介
護支援専門員と医療機関を含
めた関係機関とのより一層の連
携が必要となっている。

連携会議の内容の充実や開催
回数の増加を図る。

包括支援センターと関係機関の
連携は、今後においても不可欠
であり、関係機関に対する色々
な勉強会等を行う必要があるこ
とから、よりよい事業の展開に
向けて工夫をしていく。

現状のまま
継続

55 A

認知症サポーターの講習を受け
た方に対し、更なるステップアッ
プをしてもらう事業の展開を考え
る必要がある。また、今後の展
開について考えていかなくては
ならない時期に来ている。

サポーターとなってくれた方と一
緒にどのようなことができるのか
を考え、今後、介護保険計画に
計上するほか、行方不明となっ
た方の早期発見につながるネッ
トワークの構築が必要である。

既存の芦別ＳＯＳネットワークに
加えて、新たに平成２５年度から
民間事業者と高齢者の見守りに
関する協定を締結し認知症高齢
者見守り体制を強化することが
できた。今後においては、より関
係機関との連携を図るために、
他の民間事業者等とも見守り協
定の締結を検討するほか、引き
続きサポーター養成講座を実施
し地域全体での見守り体制の強
化に努めていく。また、新たな取
り組みとして模擬訓練の実施な
ども検討していく。

現状のまま
継続

969 B

介護保険事業の一つとして、厚
生労働省の地域支援事業実施
要綱に基づき実施しているが、
支給対象基準に該当しないもの
の、紙おむつを使用している高
齢者もおり、支給を希望する者
がいる。

平成２６年度は、第５期計画の
最終年度のため現状のままとす
るが、平成２７年度から第６期介
護保険事業計画（平成２７年度
から平成２９年度）がスタートす
ることから、この計画を平成２６
年度中に策定するにあたり、市
民のニーズ調査を行い、高齢者
保健福祉計画等推進協議会に
諮問するなど、幅広く意見を聴
きながら、見直しを含めて検討
する。

第６期介護保険事業計画（平成
２７年度から平成２９年度）を平
成２６年度中に策定するにあた
り、市民のニーズ調査を行い、
高齢者保健福祉計画等推進協
議会に諮問するなど、幅広く意
見を聴きながら、見直しを含め
た検討を進める。

現状のまま
継続



平成２６年度事務事業評価結果一覧 ＜ 資料３ ＞

対象 意図 手段

地域自立生活支
援事業

福祉課地域福
祉係

①６５歳以上の独り暮ら
しの者で食事の用意が
困難な者。
②６５歳以上の者のみ
の世帯で、食事の用意
が困難なもの。
③その他市長が特に認
める者で、食事の用意
が困難なもの。

食事の用意の困難な高齢者に対して、定
期的に居宅を訪問して栄養バランスのと
れた食事を提供するとともに、当該高齢
者の健康状態及び安否を確認する。

給食サービスを受けようとする者は、配食
の時に不在となる場合に備えて、給食を
保管する給食サービス事業協力員を選
任した上で市長に利用の申請をする。
市は、その決定を受けて、１週につき３回
又は６回、夕食を戸口まで配食する。
利用者は、１食につき５００円を翌月末日
までに納入する。

保健福祉施設管
理運営等業務

介護保険課介
護サービス係

市民

要支援・要介護者がそれぞれの能力や
身体状況に応じて、できる限り自立した生
活ができるよう、介護老人保健施設及び
老人デイサービスセンターにおいて適切
な介護サービスを提供するとともに質の
良いサービスの向上を図り快適な環境を
保持するための施設の適切な維持管理
を行う。

介護老人保健施設等の充実

訪問看護事業
介護保険課介
護サービス係

在宅で療養される要支
援・要介護者

本人や家族の希望により在宅で療養され
る要支援・要介護者等に対して、主治医
の指示に基づき病状や障害の観察や医
療措置等の療養上の世話、清拭や身体
の清潔保持を行い可能な限り居宅におい
て自立した生活が出来るよう支援する。

訪問看護によるサービスを提供する。

居宅介護支援事
業

介護保険課介
護サービス係

要介護認定を受けた高
齢者

要介護者の能力や身体状況に合わせて
必要な介護サービスを提供できるように
するため介護支援専門員が介護サービ
ス事業者、医療機関等との連絡調整を行
い、可能な限り自立した生活を継続でき
るよう支援する。

利用者宅への訪問、居宅サービス計画の
作成、介護サービスとの連絡調整及び
サービス担当者会議の開催

要支援者の心身機能の維持向上のた
め、介護予防サービス等の提供に必要な

事務事業名 所管課係名
≪　計画（Plan）　≫
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地域包括支援事
業

介護保険課介
護サービス係

高齢者

め、介護予防サ ビス等の提供に必要な
調整を行うとともに介護が必要な状態に
なる恐れのある高齢者に対するケア、介
護予防のための普及啓発を行う。また、
高齢者が住み慣れた地域で安心して生
活できるよう介護サービスを始めとした高
齢者に関わる保険、医療、福祉等の各種
サービスへ結び付けるため、高齢者の総
合相談や権利譲渡、虐待防止のための
事業、介護支援専門員への情報提供・連
携促進のための事業を実施する。

介護予防サービスの提供他

対象 意図 手段

社会教育委員活
動事務

生涯学習課生
涯学習係

社会教育委員
社会教育委員の活動に対し支援すること
により、社会教育行政を推進する。

社会教育委員は、本市の社会教育に対
する立案や助言を行うため、他市町の諸
施設・活動の視察、住民の意識調査など
を行い、社会教育行政や生涯学習社会
の実現に向けた課題等の研究を行う。

各種講座・教室
等実施事業

生涯学習課生
涯学習係

市民

市民の多様化する学習ニーズに応え、生
涯学習の観点を踏まえながら、明るく豊
かな郷土のまちづくりを図ることを目的と
する。

各年齢層を対象とした講座・教室等を定
期的に開催する。

各種大学等実施
事業

生涯学習課生
涯学習係

高齢者大学・大学院：６
０歳以上の市民
女性大学：１８歳以上の
女性

市民の多様化する学習ニーズに応え、生
涯学習の観点を踏まえながら、明るく豊
かな郷土のまちづくりを図ることを目的と
する。

原則、月２回（５月から翌年２月まで）の頻
度で開講し、市民に学習機会を提供す
る。

５　教育・文化 ⑴　生涯学習

事務事業名 所管課係名
≪　計画（Plan）　≫
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総合評価の基準（Ａ：適切　Ｂ：概ね適切　Ｃ：改善の余地がある　Ｄ：不適切） ＜ 資料３ ＞

≪実施（Do）≫ ≪評価（Check）≫

事業費（千円） 所管課評価 現時点における課題 課題に対する対応方策 今後の方向性 総合判定

8,139 B

現制度では、食事を用意するこ
とができない高齢者のため、買
い物ができる高齢者は対象外と
なっているが、栄養管理上、料
理を作れず惣菜を買っている男
性高齢者の対応が必要である。
また、年金生活者にとって利用
者負担が家計上負担になってい
る。
民間事業者が同様のサービス
を公費負担なしで実施し、本市
よりも利用者負担が少ない。

平成２７年度から第６期介護保
険事業計画（平成２７年度から
平成２９年度）がスタートすること
から、この計画を平成２６年度中
に策定するにあたり、市民の
ニーズ調査を行い、他市のサー
ビス内容、利用料金の状況を調
査し、対象者の動向や民間サー
ビスの動向を把握したうえで、高
齢者保健福祉計画等推進協議
会に諮問するなど、幅広く意見
を聴きながら、検討する。

食事の用意が困難な利用者に
対し配食を通じ安否の確認など
で安心な生活を過ごせるよう継
続して事業を実施する。
内容については、第６期介護保
険事業計画（平成２７年度から
平成２９年度）を平成２６年度中
に策定するにあたり、民間サー
ビスの動向も把握し、推進協議
会に諮問するなど、幅広く意見
を聴きながら、検討を進める。

現状のまま
継続

434,611 B
看護師及び介護福祉士をはじ
めとしたスタッフの確保が難しい
こと、

安定的な運営をするため、スタッ
フ確保に努める。

短期的ではなく長期的な展望に
立ち、利用者のニーズを見極め
ながら、今後の施設としての方
向性を判断する必要がある。

現状のまま
継続

604 B
訪問看護希望者が増加傾向に
あるが、対応できる事業所が少
ない。

多くの民間事業者の参入が望
めないことから、現状の体制を
継続していくこととする。

訪問看護は需要があるものの、
市内全体の需要に対し対応でき
る事業所が他にないことから、
民間事業者の動向を把握しなが
ら現状の体制で継続していく。

現状のまま
継続

286 D

廃止に向け、受持ちしていた利
用者を市内事業者に振り分けを
完了し、現在受持ちしている方
はいない。市内事業所のケアマ
ネジャーの数は決まっているこ
とから、介護認定者数の動向を
みる必要がある。

平成２３年度より受持ち者をもっ
ていない状況であり、人手の不
足している包括事業の支援や介
護予防認定を受けた方を受持ち
している。近隣に芦別市を範囲
としている居宅介護支援事業所
があることから、連携を図ってい
く。

現在の介護保険事業計画が平
成２６年度までとなっているの
で、平成２６年度末をもって廃止
できるよう準備を進める。

現状のまま
継続

高齢者見守りガイドブック及び
認知症高齢者ＳＯＳネットワーク
に係るパンフレットを活用したＰ

≪　改革・改善（Ａction）　≫

4,871 B
地域包括支援センターを利用さ
れたことのない高齢者からの認
知度が低い。

市民に対し、地域包括支援セン
ターのPRを行うとともに、よりよ
いサービスの提供ができるよう
ニーズの把握、ネットワーク作り
に力を入れていく。

に係るパンフレットを活用したＰ
Ｒのほか、市内各種団体の会議
等で積極的に地域包括支援セ
ンターのＰＲを行っていく。今後、
ますます高齢化社会が加速して
いく中で、地域包括支援セン
ターが行う事業はより重要となっ
てくるため、運営協議会の意見
はもとより、市民からの意見を踏
まえながら、また、社会情勢を見
極めながら適切な運営に努めて
いく。

現状のまま
継続

≪実施（Do）≫ ≪評価（Check）≫

事業費（千円） 所管課評価 現時点における課題 課題に対する対応方策 今後の方向性 総合判定

240 B

年２回の会議だけではなく、定
例外会議を開催し社会教育委
員の活動の場を広げていくこと
が課題となっている。

各研修会への参加や討議の場
など委員の参加できる場を増や
す。

市の主催する各社会教育事業
への参画や見学など、会議外の
委員の活動の場を広げ、社会教
育事業の推進を図る。

見直して継
続【改善】

60 B

多種多様化した学習ニーズへの
対応、参加者の増を図ることを
踏まえ、今後調査等を行う必要
がある。

市民・地域ニーズの把握。市
ホームページ及び広報等により
情報提供をする。また、市民の
要望をアンケート等により調査
し、内容等の精査に努める。

市民のニーズが高い講座の継
続を図りながら、参加者の偏り
を踏まえ、今後の展開について
検討する。

見直して継
続【改善】

159 B

多種多様化する学習ニーズに
対応し、いかに自主的な学習活
動につなげていくかが課題であ
る。

市民や地域ニーズの把握、市内
社会教育施設等の利用を進め
る。

大学等で習得した知識などを活
用し、自主的な学習につなげら
れるよう努める。また、両大学の
一本化に向け検討していたが、
現時点では両大学ともに５０名
程度在学し、増加傾向にある。
このことから、今後の状況をみ
て検討していく。

現状のまま
継続

①　社会教育の充実

≪　改革・改善（Ａction）　≫



平成２６年度事務事業評価結果一覧 ＜ 資料３ ＞

対象 意図 手段

成人式実施事業
生涯学習課生
涯学習係

成人該当者
新しい時代に向かって夢と希望を抱き、
成人となる者の門出を祝うことを目的とす
る。

式典及び交流会を実施する。

学習活動情報提
供事務

生涯学習課生
涯学習係

市民
市民の自発的・自主的な学習活動を支援
することを目的とする。

広報あしべつのほか、新聞、チラシ、ホー
ムページ等の活用や生涯学習情報紙を
発行し、学習活動に関する情報提供を行
う。

異文化活動事務
生涯学習課生
涯学習係

市民

市民の学習ニーズに合わせた英会話講
座等を開催し、国際交流の基礎となる英
語能力の向上、異文化交流の促進に努
めることにより、生涯学習の充実を図る。

英会話講座・語学指導教室を定期的に開
催する。

市民会館・青年
センター管理運
営業務

生涯学習課生
涯学習係

市民
社会教育の拠点施設として、市民への学
習機会の場を提供する。

施設の利用拡大に向けて、市民会館及
び青年センターの適正な管理運営をす
る。

図書館管理運営
業務

図書館管理係 市民

図書館施設の維持管理及び施設周辺の
環境整備を行うとともに、図書館の運営
について図書館協議会その他団体の協
力のもと実施することにより、市民の教養
と文化の発展に寄与する

適切な維持管理の実施、計画的な設備
機器の更新、適切な図書館運営の実施

読書普及活動 図書館管理係 市民
図書館活動に関して、図書館法に則り各
種事業を展開し、読書の普及に努める。

各種事業の開催により、利用者増を図
る。

視聴覚ライブラ
リー運営事務

図書館管理係 市民
図書館活動の一環として、充実した視聴
覚資料を提供することで、社会教育・学校
教育 推進 努める

ニーズにあった視聴覚資料を確保し、上
映会の開催などにより利用者の増加を図
る

事務事業名 所管課係名
≪　計画（Plan）　≫

- 49 -

リー運営事務 教育の推進に努める。 る。

対象 意図 手段

家庭教育事業
生涯学習課生
涯学習係

親子体験教室：親子
（小学生・幼児と保護
者）
芦別市ＰＴＡ連合会

家庭教育の充実、家庭力向上を図る。
家庭教育に関する事業、関係団体への
交付金を行う。

対象 意図 手段

青少年育成事業
生涯学習課生
涯学習係

　青少年育成団体等

　青少年の健全育成に有効な全ての活
動に対し、支援協力するとともに、青少年
健全育成につながるリーダーの育成や指
導者養成等の青少年健全育成事業を実
施する。

　各種青少年育成健全育成事業を実施
する。
　青少年育成団体等の活動を促進するた
め、交付金、補助金を交付する。

青少年非行防止
活動業務

生涯学習課生
涯学習係

青少年、青少年セン
ター職員（専門員・補導
員等）

青少年の健全育成を目的に行う非行防
止活動を効果的かつ総合的に推進する。

青少年センターを設置し、関係機関・団体
との連携を密にし、協力しながら各種補
導業務、環境浄化活動等に当たる。

５　教育・文化 ⑴　生涯学習

事務事業名 所管課係名
≪　計画（Plan）　≫

５　教育・文化 ⑴　生涯学習

事務事業名 所管課係名
≪　計画（Plan）　≫
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総合評価の基準（Ａ：適切　Ｂ：概ね適切　Ｃ：改善の余地がある　Ｄ：不適切） ＜ 資料３ ＞

≪実施（Do）≫ ≪評価（Check）≫

事業費（千円） 所管課評価 現時点における課題 課題に対する対応方策 今後の方向性 総合判定

85 B
　芦別市独自の演出を行い、出
席率のさらなる増加に努める。

　出席率の目標７０％を達成で
きるよう、参加者のニーズを把
握し、事業内容の充実を図る。

　引き続き、式典及び交流会の
内容等を充実させ、参加者の増
加を図る。

見直して継
続【改善】

- B

マナビーリーダーバンクの他に、
生涯学習や家庭教育に関する
情報なども含めた情報の提供を
図るため、生涯学習情報紙の発
行が必要である。

関係する所管係とのさらなる連
携を図り、新たな情報紙を定期
的に発行できるように努める。

市民への学習活動の支援体制
を充実させるため、生涯学習、
家庭教育等に関する情報紙を
定期的に発行できるよう努め
る。

見直して継
続【改善】

3,626 B
英会話講座への参加人数が減
少してきている。

市民への周知等に力を入れると
ともに、内容等も検討する必要
がある。

市民の学習ニーズを把握し、今
後の講座・教室等の実施内容を
充実させる。

現状のまま
継続

45,328 B
利用者の拡大を図るとともに、
老朽化している施設修繕等に対
応していくことが課題である。

魅力ある事業の実施により利用
者の拡大を図るとともに、老朽
化している施設整備・修繕を計
画的に行い、良好な状態で施設
を維持する。

老朽化による施設の整備・修繕
をしながら、生涯学習活動振興
の拠点とし、施設を提供してい
く。

現状のまま
継続

11,624 B

人口減少に伴う入館者の減少
と、施設の老朽化に伴う整備・
改修費用の増加が課題となって
いる。

来館者が快適に図書館を利用
できるように施設の適切な維持
管理を継続する。
・図書館システムの更新 ・館内
暖房設備更新　・館内照明のＬＥ
Ｄ化などを重点項目とし、今後
の維持管理を適切に継続する。

より多くの方に利用されることを
目標として、施設の老朽化対策
など、施設等のインフラ整備を
行う。また、図書館協議会を通し
て先進地等を視察するなど情報
の収集を図り、利用者のニーズ
に即した読書環境を整えていく。

現状のまま
継続

4,384 B

人口が減少し、図書館利用者が
減少している中、貸出冊数の増
加や「絵本おはなし会」などの事
業への参加者が増加するなど、
一定の成果が得られている。し
かし、新たな図書館利用者を増
やしていくための方策について
検討していく必要がある。

利用者のニーズにあった資料を
整備するとともに、現在行ってい
る各種事業の内容を精査・検証
していき、図書館を利用しやす
い状況を整え、読書活動の普及
啓発を図っていく。

市内小中学校と連携し、移動図
書館車を使った貸出文庫や学
級文庫、学校向け図書館事業
の積極的利用を促す。また、保
健センターや子どもセンターと連
携し、就学前の幼児への読書活
動の推進を図るブックスタート事
業や絵本講座を行うなど、子ど
もの読書普及活動を推進する。

現状のまま
継続

321 B

一定数の利用はあるが、利用者
が横ばい状態であるため、新た
な利用者を増やしていくための
方策 検討 く必要

芦別の歴史的な映像資料など、
利用者からの人気が高い資料
を収集するなどし、上映機会を
増やすことや上映方法などを検

芦別の地域情報や文化的記録
に関する視聴覚資料について、
資料収集を行い、一般公開する
機会を設定するなど 収集資料

現状のまま
継続

≪　改革・改善（Ａction）　≫

方策について検討していく必要
がある。

増やすことや上映方法などを検
討し、利用者の増加を図る必要
がある。

機会を設定するなど、収集資料
の活用を広げる事業を検討す
る。

継続

≪実施（Do）≫ ≪評価（Check）≫

事業費（千円） 所管課評価 現時点における課題 課題に対する対応方策 今後の方向性 総合判定

85 B

現時点では、親子での参加型の
体験教室を実施し家庭力の向
上を図っているが、参加者が少
ない。

今後も、親子での参加型体験教
室を実施するとともに、さらに内
容を精査し、周知にも力をいれ
る。

親子での参加型体験教室や芦
別市ＰＴＡ連合会に対する交付
金を交付するほか、平成26年度
から通学合宿を実施するなど、
家庭教育の充実、家庭力向上を
図る。

見直して継
続【改善】

≪実施（Do）≫ ≪評価（Check）≫

事業費（千円） 所管課評価 現時点における課題 課題に対する対応方策 今後の方向性 総合判定

1,637 B

子どもの減少に伴い、事業への
参加者の確保が困難になってき
ている。学校への協力依頼等を
行っているが、地域的に片寄っ
た参加になっている。市民全体
で関心を持ち健全育成していく
ことが必要である。

従来の青少年育成事業を見直
し、市全体に青少年を育成して
いけるよう周知徹底に努め、青
少年リーダーの育成・指導者の
養成に力を入れる。

今後子どもの減少に伴い、青少
年育成連絡協議会・各育成連合
等と協議をし、事業の見直しを
検討すると共に、地域性を生か
した事業展開も含め、青少年健
全育成に努める。

見直して継
続【改善】

691 A

　各町内会からの推薦により補
導員を任命しているが、年々欠
員が増えており、また、仕事等
により街頭補導活動に従事でき
ない補導員もいる。

　補導員が欠員となっている町
内会に対し、継続的に推薦依頼
をする。また、青少年が健全に
成長することのできる環境づくり
のために、関係機関との連携を
図っていく。

　青少年センターを中心に、警
察・学校等の関係機関と連携を
とり、巡回補導等の強化を図り、
非行防止活動に努める。

現状のまま
継続

③　青少年の健全育成

≪　改革・改善（Ａction）　≫

②　家庭教育の充実

≪　改革・改善（Ａction）　≫



平成２６年度事務事業評価結果一覧 ＜ 資料３ ＞

対象 意図 手段

青少年問題協議
会運営事務

生涯学習課生
涯学習係

市議会議員、関係行政
機関の職員、学識経験
者、公募による市民

青少年の指導、育成、保護及び矯正に関
する総合的施策の適切な実施を図ること
を目的とする。

青少年問題協議会会議（年２回）を開催
し、青少年の実態を把握した中で施策を
実施する。

青少年安全対策
事務

生涯学習課生
涯学習係

市民、事業所、関係団
体

不審者による事件・事故の未然防止、被
害の拡大防止・早期解決の手助けを行
う。

青少年が事件・事故に遭遇し、助けを求
めてきたときに、速やかに警察官の出動
を要請を行い、青少年の安全を確保する
ため、「子ども１１０番緊急避難所」を設置
するとともに、犯罪等を抑止するため、避
難所のステッカーを作成し避難所の見や
すい場所に掲示することや、青色回転灯
装着公用車による巡回パトロールを実施
する。また、不審者情報等が発生した場
合、メールによる情報発信を行う。

対象 意図 手段

芸術・文化活動
業務

生涯学習課生
涯学習係

市民

地域に根ざした芸術文化を支援するとと
もに、市民が文化的活動に触れる機会や
体験する機会を提供し、地域の芸術文化
活動の活性化を図ることを目的とする。

市民が芸術文化に親しめるよう、芸術家・
芸術文化団体の作品の展示場所や発表
できる機会を提供するとともに、広く市民
に知ってもらうよう周知する。

対象 意図 手段

星の降る里百年
記念館管理運営
業務

百年記念館管
理係

星の降る里百年記念館
建物及び展示、収蔵品
全般。

教育及び学術文化と地域の活性化に寄
与するため、郷土の自然、歴史、文化に
係るあらゆる文化財を収集、保管、調査
研究し、展示や教育普及活動に活かし、
合わせて学習情報の提供事業を行う。

建物本体及び設備機器の適正な管理を
行い、収蔵している文化財の適切な保存
を行う。また、展示物や収蔵品の調査研
究に基づき、企画展や教育普及活動を実
施する。

⑴　生涯学習

事務事業名 所管課係名
≪　計画（Plan）　≫

５　教育・文化 ⑴　生涯学習

事務事業名 所管課係名
≪　計画（Plan）　≫

５　教育・文化

事務事業名 所管課係名
≪　計画（Plan）　≫
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合わせて学習情報の提供事業を行う。 施する。

文化財保護事業
百年記念館管
理係

指定文化財全般。
文化財の保護及び教育的活用の促進を
図る。

適切な保護、保存を図るための環境を整
備し、文化財の保護及び教育的活用を行
う。

対象 意図 手段

幼児教育推進事
業

学務課総務係

市内私立幼稚園及び
当該幼稚園に通園する
園児の保護者

健やかで心豊かな子どもを育む幼稚園教
育に必要な運営及び教育環境の整備及
び幼稚園児保護者の経済的負担の軽減
を図る

私立幼稚園に運営補助金を支給する。幼
稚園が行う園児に係る入園料及び保育
料を減免する事業に対して、就園奨励費
補助金を支給し、保護者負担を軽減す
る。

５　教育・文化 ⑵　学校教育

事務事業名 所管課係名
≪　計画（Plan）　≫
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総合評価の基準（Ａ：適切　Ｂ：概ね適切　Ｃ：改善の余地がある　Ｄ：不適切） ＜ 資料３ ＞

≪実施（Do）≫ ≪評価（Check）≫

事業費（千円） 所管課評価 現時点における課題 課題に対する対応方策 今後の方向性 総合判定

74 A

　青少年行政の報告が中心と
なっており、意見交換や連絡調
整といった会議内容に発展して
いない。

　会議内容等を精査し、委員相
互の意見交換、連絡調整を図り
ながら、課題への対応に取り組
む必要がある。

　今後については、行政としての
情報提供、委員相互の連絡調
整に努める。

現状のまま
継続

- A

　広報、市ホームページ等で「子
ども１１０番緊急避難所」を募集
しているが、新規事業所の応募
がない。また、不審者が出没し
た際、職員によるパトロールと補
導員への巡回強化で対応してい
るが、メールによる送信システム
への登録者が少ない。

　子ども達の安全を守るため、
地域・学校等と連携を図り「子ど
も１１０番緊急避難所」の設置に
努める。また、警察署と連携し避
難所訓練の創意工夫を図り、各
小学校・幼稚園・保育園での実
施に努める。これに併せて、不
審者が出没した際、補導員・専
門員へ迅速に情報周知をメール
による一斉送信する必要があ
る。

　緊急避難所の拡大を図るとと
もに、不審者が出没した際に
メールによる情報提供ができる
よう、補導員・専門員に登録要
請を行う。また、今後は保護者
にもメール送信ができるように、
保護者への説明等を行い、送信
システムへの登録を行ってもら
えるように努める。

見直して継
続【改善】

≪実施（Do）≫ ≪評価（Check）≫

事業費（千円） 所管課評価 現時点における課題 課題に対する対応方策 今後の方向性 総合判定

619 B
　様々な芸術文化に触れる機会
を提供しているが、減少している
傾向にある。

　市民が芸術文化に触れ合う機
会を増やすため、事業等の積極
的なＰＲ活動を継続していく。

　市民が気軽に芸術文化に触
れ親しめる環境の整備や作品
の展示等の事業展開を行う。

現状のまま
継続

≪実施（Do）≫ ≪評価（Check）≫

事業費（千円） 所管課評価 現時点における課題 課題に対する対応方策 今後の方向性 総合判定

9,048 B
施設観覧者及び利用者が年々
減少傾向にある。

新しい発想により魅力ある展示
活動を行うとともに、市内外の学
校・団体等と連携し、教育普及
活動を展開する。

多角的・広域的視野から展示素
材及び情報を収集し、展示活動
と教育普及活動を充実させると
ともに、平成２６年４月から観覧
料の引き下げを行うことにより、
観覧者等の増加を図る

見直して継
続【改善】

⑤　文化財の保護

≪　改革・改善（Ａction）　≫

④　芸術文化の振興

≪　改革・改善（Ａction）　≫

≪　改革・改善（Ａction）　≫

観覧者等の増加を図る。

1,293 B
新規指定文化財に関する情報
収集と調査。

文化財候補に関する情報収集
に努めるとともに、適宜、実地調
査を行う。

新たな文化財候補を見出しなが
ら、その文化的価値や重要性に
関する教育活動を行う。

現状のまま
継続

≪実施（Do）≫ ≪評価（Check）≫

事業費（千円） 所管課評価 現時点における課題 課題に対する対応方策 今後の方向性 総合判定

14,004 B

　国においては、少子化対策や
子育て支援という観点から、毎
年補助基準額を上げている。ま
た、当該幼稚園の保育料改正に
伴って補助対象経費が増えるこ
とにより市が負担する補助金の
額も増加するが、一方で、国の
補助金が要綱上の額を満たして
いない。また、幼稚園に対する
運営補助金の交付による幼児
教育の場の確保は図っている
が、市としては、幼稚園以外の
場面において、より積極的に幼
児教育を推進していく必要があ
る。

　就園奨励費補助金について
は、国に対して補助要綱に定め
る補助率を改正して「３分の１」と
し、適切な補助を行うよう要請す
る必要がある。

　就園奨励費補助金について
は、北海道市長会、北海道都市
教育委員会連絡協議会などの
団体と連携し、要請活動を実施
していく。なお平成２６年度に条
例改正を行い、本補助金の対象
を市外の私立幼稚園に就園す
る園児にも拡大するとともに、給
食費及び教材費等を含める保
育料を補助対象経費とするよう
明確化し、更なる保護者の負担
軽減を図るものである。

見直して継
続【拡充】

①　幼児教育の推進

≪　改革・改善（Ａction）　≫



平成２６年度事務事業評価結果一覧 ＜ 資料３ ＞

対象 意図 手段

学校支援地域本
部事業

学務課学校教
育係

支援をする側（地域住
民）、支援を受ける側
（学校・教員）

いじめや不登校など青少年を巡る諸問題
の発生の背景に地域の教育力の低下が
あげられており、学校現場では、教員の
業務量の増加から教師が子どもと向き合
える時間の確保が求められている。この
ため、地域全体で学校教育を支援する
「学校支援ボランティア」の取組を推進し、
学校と地域の連携体制を構築し、教師が
子どもと向き合える時間の拡充を図る。ま
た、地域住民が自らの知識や経験を生か
す場を広げ、生涯学習社会の実現や地
域の教育力の向上を図る。

学校が求める支援内容に対して、ボラン
ティアを募集・登録（無償）し、学校の教育
活動・学校行事等に対する支援を行う。

開かれた学校づ
くり事業

学務課学校教
育係

学校運営（教育目標、
教育計画など）

学校が家庭と連携・協力しながら、特色
のある教育的活動を展開するとともに、
学校評価の実施により学校の教育目標
達成に向けて組織的・継続的な改善及び
学校教育の質の保証・向上を図り、地域
や社会に開かれた学校づくりを推進す
る。

中学校区を単位として、学校関係者評価
委員（各５名）を配置し、教育活動の参観
及び意見交換等を通じて、各校に対する
外部評価を行うとともに、学校長の求め
に応じ助言・意見交換を行い、教育目標
等の達成に向けた学校運営の改善を図
る。

就学指導事業
学務課学校教
育係

　未就学児童（新入学
児童）及び就学指導が
必要な小中学校児童生
徒

　適切な就学指導を行うことにより、児童
生徒一人ひとりの教育的ニーズに応じた
教育的支援を適切に行い、人間性豊かな
児童生徒の育成を図る。

　芦別市教育支援委員会（平成２６年４月
に就学指導委員会設置規則を改正し、名
称変更）の実施。

５　教育・文化 ⑵　学校教育

事務事業名 所管課係名
≪　計画（Plan）　≫
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外国語教育推進
事業

学務課学校教
育係

小学校児童、中学校生
徒

　外国語（英語）を通じて、言語や文化に
ついての理解を深め、積極的にコミニュ
ケーションを図ろうとする態度の育成を図
り、小学校においては、外国語(英語）の
音声や基本的な表現に慣れ親しませな
がら、コミュニケーション能力の素地を養
い、中学校においては、聞くこと、話すこ
と、読むこと、書くことなどのコミュケーショ
ン能力の基礎を養うことを目的とする。さ
らに他国の生活や文化などを体験した
り、調査したりするなどの学習活動を行う
ことにより国際理解や国際交流を推進し、
その充実を図ることを目的とする。

　英語指導助手（ＡＥＴ）等のネイティブス
ピーカーや学校支援ボランティアを小中
学校に配置し、授業の協力者として学級
（教科）担任を補助する。

教職員研修・研
究等推進事業

学務課学校教
育係

小中学校教職員

　教育の成果の多くは、教師の指導力に
よるものであることから、研修活動の充実
を図り、相互に研鑽しあう環境を構築し、
教師としての深遠なる教育愛に満ちた指
導力と資質の向上に努める。

学校及び教育振興会等各種教育諸団体
における研修体制と事業の実施を支援す
る。
 教職員に対して、各種研修会・講習会・
セミナーなど資質の向上を目的とした研
修・研究の機会を創出し、積極的な参加
を奨励する。

教育課程管理事
務

学務課学校教
育係

　市内の各小中学校
　学校における教育課程、学習指導その
他学校教育に関する専門的事項の指導・
助言等を行う。

　地方教育行政の組織及び運営に関する
法律に基づき、市町村教育委員会に指導
主事・その他の職員を配置しなければな
らないことから、「学校教育専任指導員」
を配置し、各小中学校における教育課程
の管理を実施する。
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総合評価の基準（Ａ：適切　Ｂ：概ね適切　Ｃ：改善の余地がある　Ｄ：不適切） ＜ 資料３ ＞

≪実施（Do）≫ ≪評価（Check）≫

事業費（千円） 所管課評価 現時点における課題 課題に対する対応方策 今後の方向性 総合判定

226 B

　学校におけるボランティア支援
の要請はあるものの、それに見
合った人材の確保や募集登録
の活動が十分にできなかった。
また、学校における活用につい
ても、十分に行われなかった。
一方で、この事業は、平成２０年
度から３年間、国の委託事業と
して実施してきたが、平成２３年
度からは原則として市の単独事
業となったため、活動内容につ
いて、経費の負担を含めて検討
しなければならない。

　積極的な周知と募集活動を進
めることにより、学校ニーズに対
応できる人材の確保に努めなけ
ればならない。また、市の単独
事業となっても、事業実施の効
果は高いことから、最小の経費
で効果を上げられるように取り
組んでいく必要がある。
　市民周知の方法として、教育
だより（年２回発行）やホーム
ページなどの媒体を活用し、事
業の推進に努める。

　引き続き学校支援ボランティア
の活動を市民全体に周知すると
ともに、学校が求める支援内容
に合ったボランティアを積極的に
募集し、地域の人材を活用でき
るように取り進める。

見直して継
続【改善】

107 B

平成２４年度において、学校評
議員と学校関係者評価委員会
の二つの組織を統合し、平成２
５年度からは中学校校区ごとの
学校関係者評価委員会の組織
の中に従来の機能を持たせるこ
ととして事業を推進している。し
かしながら、任期満了ごとに委
員となる人材を確保することが
課題となっている。

小規模校の統合により、各校区
ごとの委員の人数を８人（平成２
５年度まで）から５人（平成２６年
度）に変更する。

各学校においては、学校関係者
評価委員会における外部評価
の内容を学校経営や教育活動
の改善に役立てるとともに、各
委員を学校支援者として、様々
な場面において有効活用するも
のとする。

現状のまま
継続

13 A

　教育支援委員会の活動は適
切に実施されているが、審議結
果に基づいた保護者との就学相
談において、保護者の理解を得
られずに児童生徒の状態に応じ
た適切な就学が実施できない場
合が発生していることから、保護
者に対する就学指導や相談対
応について、より専門性を持っ
た対応を検討していく必要があ
る

　未就学児童（新入学児）につい
ては、保健・福祉関係部局や関
係機関との連携体制を構築し、
保護者に対する就学指導や相
談対応を早い段階から実施する
ことにより、児童の適切な就学
に結びつけるよう取り組む。ま
た、既に就学している児童生徒
については、学校において保護
者と連携の上、必要な検査や調
査を実施し、児童生徒の実情に
あった就学指導 相談を行うよう

　教育支援委員会を適切に開催
し、関係機関との連携を図りな
がら、児童生徒の実態に応じた
就学指導を実施する。

現状のまま
継続

②　小中学校教育の推進

≪　改革・改善（Ａction）　≫

る。 あった就学指導、相談を行うよう
にする。

4,673 B

　平成２３年度からの小学校に
おける学習指導要領の完全実
施により、小学校における外国
語活動の時間が増加したことか
ら、英語指導助手の効率的な活
用を図るほか、担当教諭が自ら
研修を積み、授業の充実を図ら
なければならない。

　中学校教諭との連携を図ると
ともに、英語指導助手に加え、
平成２５年度から国際交流員と
の２名体制とし、授業内容の充
実に向けて取り組んでいる。

　小学校における外国語活動の
充実と中学校における外国語指
導の充実を図るとともに、社会
の国際化に対応するため、今後
も英語指導助手等を配置する。

現状のまま
継続

1,299 A

　校内における研修体制の充実
は図られてきているが、専門機
関や各種教育団体が実施する
各種研修への参加については、
教職員数の減少などにより校内
体制が整わず困難な部分があ
る。学校課題の解決と児童生徒
の指導に生かすことができ、す
べての教職員が参加できる校内
における専門的な研修を実施す
る必要がある。

　校内研修を一層進めるため、
指導主事等の招へいによる学
校教育指導における研修活動
などを充実させるとともに市内公
開研究会や各校で実施する授
業公開に積極的に参加するもの
とする。

引き続き、校内研修を促進する
とともに、複数校による共催実
施や公開研究会にあわせた実
施を促進し、研修参加者の増加
を図る。

現状のまま
継続

6 A

　複雑・専門化する学校教育を
適正に推進していくためには、
教育現場にも明るく、専門的な
知識を有する人材が必要であ
り、その能力の一部は、事務局
職員にも求められている。

　引き続き「学校教育専任指導
員」を雇用することにより、学校
に対する教育課程の管理や指
導・助言を実施していく必要があ
る。また、事務局職員について
は、それぞれが自己研さんに努
めることにより、専門性を高めて
いく必要がある。

　学校教育専任指導員の配置
により、市立学校の学校教育推
進と教育課程の適切な管理が
できており、今後においても同様
な事務の推進が必要である。

現状のまま
継続



平成２６年度事務事業評価結果一覧 ＜ 資料３ ＞

対象 意図 手段

いじめ・不登校
対策事業

学務課学校教
育係

小中学校児童生徒、保
護者、教職員

　不登校及びいじめ等の心の問題を解決
するため、心の触れ合いを大切にし、一
人ひとりの児童生徒の個性の伸長を図り
つつ、社会的な資質や能力・態度と自己
指導能力を育成し、生徒指導の充実を図
ることを目的とする。

・教育委員会の組織として、「適応指導教
室」を設置し、学校に行くことができない
児童生徒を受け入れ、専任指導員の指
導の下に個別活動、集団活動、体験活動
等を行うことによって、学習習慣とコミュニ
ケーション能力を身につけ、対人関係の
改善を図る。・学校における生徒指導校
内委員会などの問題行動に対応する組
織体制の機能を充実させるための指導・
助言を行う。・関係機関（家庭児童相談
員・児童相談所等）との連携を図り、問題
行動の解決に当たる。・スクールカウンセ
ラー（道事業）を活用し、教育相談体制を
充実させ、問題行動の解決に当たる

学力向上事業
学務課学校教
育係

　小中学校児童・生徒

　次代を担う子どもたちのために、創意に
満ちた調和と統一のある教育課程を編成
し、児童生徒に基礎的・基本的な内容の
確実な定着を図り、これらを活用して課題
を解決するために必要な思考力、判断
力、表現力等の確かな学力を身に付けさ
せる。

　全国学力・学習状況調査、市内統一学
力テストの実施による児童生徒の学力の
的確な把握とその結果分析を通じた指導
改善の取組みを推進する。
　また、基礎的・基本的な学力を身に付け
るため、家庭学習の習慣化を進めること
が必要なことから、児童生徒に家庭学習
用ドリルワークの配布を実施する。

文化 体育活動 中学校教職員 童
児童生徒の健康増進と体力の向上及び
芸術 す 造詣を 自主性 協

児童生徒の文化・体育振興行事開催を、
教育振興会に委託し 実施する

事務事業名 所管課係名
≪　計画（Plan）　≫
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文化・体育活動
振興事業

学務課学校教
育係

小中学校教職員、児童
生徒

芸術に対する造詣を深め、自主性・協調
性・責任感・連帯感などを育成し、他校と
の親睦を図る。

教育振興会に委託し、実施する。
児童等対外競技、中体連体育大会、児童
又は生徒の文化行事について、必要な経
費を補助する。

特別支援教育推
進事業

学務課学校教
育係

小中学校児童生徒及
び教員

LD、ADHD、高機能自閉症等の障害及び
学習面につまづきのある児童生徒に対し
て、その一人ひとりの教育的ニーズを把
握し、当該児童生徒の持てる力を高め、
生活や学習上の困難を改善または克服
するために、適切な教育を通じて必要な
支援を行う。また、特別支援教育コーディ
ネーター（小中学校教員）を養成すること
により、特別支援教育の更なる推進を図
る。

特別支援教育推進員及び学習支援員の
配置、特別支援教育コーディネーターの
養成

教員住宅管理業
務

学務課総務係
市内公立小中学校に勤
める教職員

老朽化している教職員住宅の営繕を主体
とし、恒常的に適正な管理を実施すること
により住宅の耐用年数延長及び居住の
快適性を維持する。

教員住宅の管理

小学校管理業務 学務課総務係 市内各小学校
各小学校の適切な管理運営を行い、教育
環境の改善と充実を図る。

小学校の管理運営
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総合評価の基準（Ａ：適切　Ｂ：概ね適切　Ｃ：改善の余地がある　Ｄ：不適切） ＜ 資料３ ＞

≪実施（Do）≫ ≪評価（Check）≫

事業費（千円） 所管課評価 現時点における課題 課題に対する対応方策 今後の方向性 総合判定

122 A

　不登校児童生徒は、ここ２、３
年の中で減少傾向にあるが、長
期の不登校生徒が複数名存在
する。しかし、不登校となった要
因の多様化等に伴って、適応指
導教室への通級に結びつかな
い現状にある。また、いじめ問題
では、現在、大きな課題はない
が、いじめの芽はどの児童生徒
にも生じ得ることから、学校、地
域間の連携を深め、児童生徒に
関わる全ての人々が共通の認
識を持っていじめの防止等の取
組を推進していく必要がある。

　不登校となった児童生徒が通
級しやすい環境と指導体制を模
索し、不登校が発生した場合の
受け入れ先として適応指導教室
を継続して設置する。さらに不登
校だけではなく、いじめや非行
行為などの防止についての市内
における相談窓口としての役割
を担えるよう、より一層機能の強
化を図る。いじめの対応につい
ては、道の北海道いじめの防止
等に関する条例等を参酌し、本
市における条例の整備やいじめ
防止基本方針の策定を検討す
る。

　適応指導教室の運営に当たっ
て、専任指導員については現
在、市の嘱託職員を配置してい
るが、児童生徒の状況に応じた
よりきめ細かな学習指導と相談
体制を構築するため、星槎高校
等との連携による新しい指導体
制を検討する。いじめ問題につ
いては法規の整備や体制の整
備を図ったうえで、家庭や地域、
関係機関と連携し、未然防止と
早期対応に努める。

見直して継
続【改善】

7,824 B

　平成１９年度からの全国学力・
学習状況調査や市内統一学力
テストへの取組結果から、基礎
的・基本的な学力が十分に定着
していない状況にあることがわ
かった。学校における指導方法
のより一層の工夫等が求められ
る一方で、家庭における学習習
慣が定着していないこともわ
かってきている。このため、家庭
での学習習慣を定着させるため
の取組が必要である。

　学校における指導方法として
協力教授等によるティーム
ティーチングの実施や習熟度別
指導などの実施のほか、放課後
や長期休業日を活用した補充
的な学習の実施など引き続き取
り組むとともに、家庭における学
習習慣の確立のため、学校ごと
に家庭学習の手引きなどを作成
配布し、啓発するとともに、宿題
やドリルワークなどを活用し、習
慣化を図る。今後も引き続き全
国学力・学習状況調査への参加
及び市内統一学力テストを実施
し、各学校における指導改善の
取組みを推進する。

　市内統一学力テストにおいて
社会科を追加し、引き続き児童
生徒の学力分析を行う。また、
その結果に基づき、習熟度別指
導、放課後や長期休業日を活用
した補充学習、ドリルワークを活
用した家庭学習などを実施し、
確かな学力を身に付けさせる。
　さらに学力の底上げを図り、基
礎基本の確実な習得を図る観
点から、学校のニーズに応じ「学
習サポート教員」を配置し、学校
における指導体制を支援する。

見直して継
続【拡充】

教育振興会に委託して実施して
いる文化・体育振興行事につい
ては、平成２３年度及び平成２４
年度からの新しい学習指導要領
の実施に伴い、授業時数の確
保との関係で開催時数の確保
が困難となってきている面があ

教育振興会に委託している文
化・体育振興行事については、
平成２５年度に教育振興会と協
議を行ったところであるが、さら
に行事内容の精選等について

児童生徒が市内において本物
の芸術・文化に親しむ機会が少
ないという現状を踏まえ、その機
会確保を前提として事業内容の

直 継

≪　改革・改善（Ａction）　≫

1,698 B
が困難となってきている面があ
ることや開催行事の内容の面か
ら、実施内容を見直す必要が出
てきている。また、中学校部活
動に対する対外競技出場補助
については、保護者が負担する
経費の軽減についての要望が
あり、補助率の見直しを求めら
れている。

に行事内容の精選等について
今後も検討を続ける。また、中
学校部活動に対する対外競技
出場補助については、学校及び
保護者と補助内容や補助対象と
する範囲（大会）を含めて検討す
る。

会確保を前提として事業内容の
検討を進める。また、中学校部
活動に対する対外競技出場補
助については、学校及び保護者
と補助内容や補助対象とする範
囲（大会）を含めて検討する。

見直して継
続【改善】

12,570 B

学習支援員による特別支援の
実践は進んでいるが、学校から
のニーズに比べ人員が不足して
いる。

必要とする学校にそれぞれ学習
支援員を配置できることが理想
であるため、各校に配置できる
よう星槎大学との連携により、
人材の確保に努め、取り組みの
充実を図る。

　現状、小中学校に３名の学習
支援員を配置しているところで
あるが、学習支援員の必要性が
高まっていることから、各校に１
名の学習支援員が配置できるよ
う支援体制の強化を検討する。
また、各学校においては特別支
援教育コーディネーターを中心
として体制を整備し、特別支援
教育を推進する。

現状のまま
継続

1,139 C

建設年度からの経年により教員
住宅が老朽化してきていること
や空き住宅が増えてきているこ
とから、今後の入居見通しを踏
まえた維持管理の計画を立てる
必要がある。

教員住宅の維持管理計画を立
てるとともに、適時に適切な修繕
等を実施することにより施設の
維持、快適な入居環境の維持を
図る。

新たな住宅の建設は行わず民
間住宅の活用を基本として、小
規模３校が閉校したことから現
状に則した入居見通しをたて戸
数の縮小・整理を検討し、平成２
６年度中に維持管理計画を策定
する。また、入居者からの修繕
要望を把握し計画的な修繕の実
施に努めることにより適正な維
持管理を継続する。

見直して継
続【改善】

53,128 A

　建設年度からの経年により学
校施設・設備の老朽化があり、
大規模な修繕や取替等が必要
となる時期を迎えている。

　大規模な修繕や設備の取替え
は、現状を把握しながら、年次
計画を立て、適切に実施する。
　また軽微な修繕・補修につい
ては学校からの要望をもとに対
応し、日常的な維持管理を適切
に実施する。

　適時適切に修繕等の対応を行
い、安心・安全な学校施設の維
持管理に努める。

現状のまま
継続



平成２６年度事務事業評価結果一覧 ＜ 資料３ ＞

対象 意図 手段

小学校教育振興
事業

学務課学校教
育係

児童及び教員

学習指導要領に基づいた教育活動を適
切に実施することによって、基礎的・基本
的な事項の確実な定着と確かな学力の
向上を目指した学習指導の充実に努め
る。

教員により、一層、学習効果を高め、さら
に指導方法の工夫改善を図るため、適切
な教材・教具を選定し、活用した指導を行
うとともに特別支援学級の在籍児童に対
しても学習活動に必要な経費を支援す
る。

小学校就学援助
事業

学務課学校教
育係

　経済的理由のため就
学困難と認められる児
童の保護者

　経済的理由のため就学困難と認められ
る児童に対し、教育の機会を確保する。

　就学援助該当者と認定した者に就学援
助費を支給する。

小学校情報化教
育推進事業

学務課学校教
育係

児童及び教員
初等教育におけるコンピューター教育の
充実を図る。

教員によりコンピューターを使った指導を
行う

中学校管理業務 学務課総務係 市内各中学校
各中学校の管理運営のため、教育環境
の改善と充実を図る。

中学校の管理運営

事務事業名 所管課係名
≪　計画（Plan）　≫
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中学校教育振興
事業

学務課学校教
育係

生徒及び教員

学習指導要領に基づいた教育活動を適
切に実施することによって、基礎的・基本
的な事項の確実な定着と確かな学力の
向上を目指した学習活動の充実に努め
る。また、部活動は、自らの適正や興味・
関心等を追及していく機会として有効であ
ることから、その意義や役割を踏まえなが
ら、学校における取り組みを支援する。

教員により、一層、学習効果を高め、さら
に指導方法の工夫改善を図るため、適切
な教材・教具を選定し、活用した指導を行
うとともに特別支援学級の在籍生徒に対
しても学習活動に必要な経費を支援す
る。

中学校就学援助
事業

学務課学校教
育係

経済的理由のため就学
困難と認められる生徒
の保護者

経済的理由のため就学困難と認められる
生徒の保護者に対し、教育機会の確保を
する。

就学援助該当者と認定した者に就学援
助費を支給する。

中学校情報化教
育推進事業

学務課学校教
育係

生徒及び教員
中等教育におけるコンピュータ教育の充
実を図る。

教員によりコンピューターを使った指導を
行う

中学校教育振興
事業

学務課総務係

　スクールバスを運行し
ない日に部活等のため
に登校する生徒の保護
者

　遠距離通学に係る通学費を補助するこ
とにより、保護者負担の軽減を図る

　対象者に対して補助金を支出する
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総合評価の基準（Ａ：適切　Ｂ：概ね適切　Ｃ：改善の余地がある　Ｄ：不適切） ＜ 資料３ ＞

≪実施（Do）≫ ≪評価（Check）≫

事業費（千円） 所管課評価 現時点における課題 課題に対する対応方策 今後の方向性 総合判定

9,114 A

　平成２３年度から実施された学
習指導要領に対応するための
教材・教具を適切に確保し、児
童の教育活動に支障が生じな
いように対応しなければならな
い。また、特別支援学級に対し
ても、対象児童の状態を適切に
把握し、よりきめ細かい支援が
必要である。

　学校要望を踏まえ、必要な教
材・教具を整備する。また、教育
活動に支障を生じないよう、今
後もより充実した学習指導とな
るように対応する。

　経費の節減に努めながら、学
習指導要領に基づく教育活動の
充実に努める。

現状のまま
継続

7,670 B

　生活保護基準が平成２５年８
月に改定されていることについ
ての対応と要保護児童に対して
新たな支給費目としてクラブ活
動費、生徒会費などが追加され
ていることから、準要保護児童
に対する対応の検討も必要と
なっている。

　就学援助認定者の影響を考慮
し、平成２６年度については従前
の生活保護基準により認定を行
う。
　市内の経済状況が好転を見せ
ない中で、準要保護世帯の認定
基準（世帯収入が生活保護基準
額の１．３倍未満）の見直しなど
は困難である。一方で、新たな
支給費目の追加については、他
市町の動向も踏まえながら対応
していく必要がある。

　経済的理由により教育機会を
奪われるようなことのないよう
に、当面、現行制度を維持しな
がら、効率的に事業を実施す
る。

現状のまま
継続

9,462 A

　現在、国においては、新たな情
報通信技術戦略を策定し、教育
の情報化を進め、デジタル教科
書の普及や移行への動きを見
せており、教員がコンピュータの
操作や活用を習熟していること
が求められ、研修機会を持つこ
とも必要となる。

　国の動向を注視しながら対応
を図っていく。また、現在配置さ
れているコンピュータ機器を十
分に活用するため、教員の研修
への参加を促していくほか、必
要に応じて教育委員会が主催
する研修会の実施についても検
討していく。

　構築したコンピュータ環境の効
果的な活用を目指し、教員を対
象とした研修会を実施する。

現状のまま
継続

38,240 B

　建設年度からの経年により学
校施設・設備の老朽化があり、
大規模な修繕や取替等が必要
となる時期を迎えている。

　大規模な修繕や設備の取替え
は、現状を把握しながら、年次
計画を立て、適切に実施する。
　また軽微な修繕・補修につい
ては学校からの要望をもとに対
応し、日常的な維持管理を適切
に実施する。

　適時適切に修繕等の対応を行
い、安心・安全な学校施設の維
持管理に努める。

現状のまま
継続

平成２４年度から実施された学

≪　改革・改善（Ａction）　≫

3,857 A

　平成２４年度から実施された学
習指導要領に対応するための
教材・教具を適切に確保し、生
徒の教育活動に支障が生じな
いように対応していかなければ
ならない。また、特別支援学級
に対しても、対象生徒の状態を
把握し、よりきめ細かい支援が
必要である。

　学校要望を踏まえ、必要な教
材・教具を整備する。また、教育
活動に支障が生じないよう、今
後もより充実した学習指導とな
るように対応する。

　経費の節減に努めながら、学
習指導要領に基づく教育活動の
充実に努める。

現状のまま
継続

10,745 B

　生活保護基準が平成２５年８
月に改定されていることについ
ての対応と要保護生徒に対して
は、新たな支給費目としてクラブ
活動費、生徒会費などが追加さ
れていることから、準要保護生
徒に対する対応の検討も必要と
なっている。

　就学援助認定者の影響を考慮
し、平成２６年度については従前
の生活保護基準により認定を行
う。
　市内の経済状況が好転を見せ
ない中で、準要保護世帯の認定
基準（世帯収入が生活保護基準
額の１．３倍未満）の見直しなど
は困難である。一方で、新たな
支給費目の追加については、他
市町の動向も踏まえながら対応
していく必要がある。

　経済的理由により教育機会を
奪われるようなことのないよう
に、当面、現行制度を維持しな
がら、効率的に事業を実施す
る。

現状のまま
継続

9,475 A

　現在、国においては、新たな情
報通信技術戦略を策定し、教育
の情報化を進め、デジタル教科
書の普及や移行などの動きを見
せており、教員がコンピュータの
操作や活用を習熟していること
が求められるため、研修機会を
持つことが必要となる。

　国の動向を注視しながら対応
を図っていく。また、現在配置さ
れているコンピュータ機器を十
分に活用するため、教員の研修
への参加を促していくほか、必
要に応じて教育委員会が主催
する研修会の実施についても検
討していく。

　構築したコンピュータ環境の効
果的な活用を目指し、教員を対
象とした研修会を実施する。

現状のまま
継続

67 B

　補助の対象となる児童生徒数
は少ないが、遠距離通学しなけ
ればならない現状から考えると
制度は継続しなければならな
い。

　新入生・転居者について的確
な情報収集を行って補助対象者
への周知漏れがないように努め
る。

　保護者負担の軽減を図るた
め、条例に基づいた適正な補助
金交付事業を継続していく。

現状のまま
継続



平成２６年度事務事業評価結果一覧 ＜ 資料３ ＞

対象 意図 手段

通学自動車運行
事業

学務課総務係

・小中学校の統合に伴
い、通学校が変更と
なった児童生徒
・上記のほか、徒歩に
よる通学が困難な地域
に居住する児童生徒
・学校行事等のために
通学時以外での運行を
要請する小中学校長

　小中学校の統合に伴う児童生徒及び徒
歩による通学が困難な地域に居住する児
童生徒の通学手段を確保する。また、学
校行事等のために通学時以外にスクー
ルバスを運行することにより、学校教育の
円滑な実施に資する。

・小中学校の統合に伴い、通学校が変更
となった児童生徒に対しては、市で購入し
たスクールバスを業者へ貸与し運行を委
託する　・徒歩による通学が困難な地域
に居住し、かつ、その居住地がスクール
バスの運行経路上にない児童生徒に対し
てはスクールタクシーを運行する　・学校
行事等のための通学時以外の運行は、
スクールバスの委託業者と別途契約し運
行を委託する

体育振興事業
学務課学校教
育係

　児童生徒
　児童生徒の冬期間における体力増進を
図る。

　小中学校におけるスキー授業に伴い利
用するスキーリフト使用料の全額を負担
する

学校プール管理
運営業務

学務課総務係
市内小学校の児童及
び教職員

児童各自の健全な育成及び水泳能力に
応じた指導を行うため、学校プールの安
全と運営管理の強化を目指す。

学校プールの安全確保に配慮した管理
運営を図る。

学校給食事業
給食センター
管理係

小中学校 児童・生徒等

「学校給食法」に基づき、安全で栄養バラ
ンスのとれた食事を提供することにより、
児童・生徒の心身の健全な発達に資する
とともに、学校給食を通して児童・生徒に
日常生活における正しい食習慣と協同の
精神を身につけさせる。また、学校給食セ
ンター施設の適正管理により、安心、安
全な給食を提供する。

①衛生管理責任者である栄養士を中心
に、学校給食衛生管理基準に基づく食中
毒防止等の管理体制の改善を図る。②施
設・設備等に不具合箇所が発生してきて
いるため計画的な維持補修を行う。

事務事業名 所管課係名
≪　計画（Plan）　≫
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全な給食を提供する。

対象 意図 手段

高等学校教育推
進事業

学務課総務係

星槎国際高校～当該
私立学校の経営に携わ
る者、及び、通学、ス
クーリング等に活用す
る者。（平成２５年度よ
り対象を私立学校から
市内高等学校に拡大）
芦別高校～芦別高校に
在学する生徒の保護者

星槎国際高校～私立学校の振興発展及
び教育の充実に資する。
芦別高校～芦別高校の生徒確保及び保
護者の負担軽減を図り、高等教育の充実
に資する。

星槎国際高校～私立学校の運営補助、
及び修学者又はその保護者に対する助
成。
芦別高校～通学費及び検定試験等受験
料を助成する。

高等教育機関支
援業務

企画課まちづく
り推進係

市内の高等教育機関

本市が誘致した北日本自動車大学校及
び星槎大学の支援策として、北海道内の
高等学校を訪問し、学校のPRと学生募集
活動を行い、入学者の確保等に努める。

北海道内の高等学校を訪問し、進路指導
（進学）の教諭に北日本自動車大学校の
概要及び本市の支援制度について説明
し、自動車関係の進学状況についての聞
き取り調査と学校のPRを行う。星槎大学
については、大学の概要説明を簡単に行
い、生徒及び教諭へのPRを依頼する。

所管課係名
≪　計画（Plan）　≫

５　教育・文化 ⑵　学校教育

事務事業名
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総合評価の基準（Ａ：適切　Ｂ：概ね適切　Ｃ：改善の余地がある　Ｄ：不適切） ＜ 資料３ ＞

≪実施（Do）≫ ≪評価（Check）≫

事業費（千円） 所管課評価 現時点における課題 課題に対する対応方策 今後の方向性 総合判定

18,307 A

　安全な運行を実施するため、
バスの購入年度や運行距離な
どをもとに計画的な更新を進め
る。また、学習活動や学校行事
による利用回数が増加する傾向
にあるが、小規模３校の閉校に
より運行便数が増え下校便との
時間調整の兼ね合いから、通学
時以外の利用希望に対して十
分に対応できない場合がある。

　現有車両の状況や対象児童
生徒数の推移を考慮しながら、
計画的にスクールバスを更新し
ていく。また、通学時以外の利
用についても、学校と調整のう
え可能な限りの対応を図る。

　市がスクールバスを所有し、運
行業務を民間委託する形式によ
ることが経費の節減にもつなが
ることから、今後も現状どおりの
体制で事業を進める。また、小
学校の統合に伴い対象児童数
が増加するため運行距離・便数
も増加することになるが通学に
不便が生じることがないよう適
切な運行に努めるとともに、平
成元年度購入の車両１台を２６
年度中に更新して更なる安全運
行に努めることとする。

現状のまま
継続

741 B

　各学校の教育課程に従って実
施されているが、体育授業の授
業時数等により、スキー授業実
施回数が限られるほか、滑走技
術の向上のための指導者確保
が課題となっている。

　冬期間における児童生徒の健
康増進と体力の向上を図るた
め、スキー授業の継続実施を進
めていく。また、学校支援ボラン
ティア等を活用し、指導者の確
保を図り、専門的な技術・知識
に基づく指導を行う。

　冬期間における児童生徒の健
康増進と体力の向上を図るた
め、学校の教育課程に基づき引
き続き実施していく。

現状のまま
継続

7,361 B

　小学校各校に学校プールが設
置されているので円滑に授業を
実施できているが、ろ過設備の
老朽化が進んでいる。

　ろ過設備については、機器本
体の取替えなど計画的な修繕を
実施する。

　小学校２校に設置している
プール施設の維持管理を継続
する。また、プールの適正な管
理を進めていくため、老朽化等
の修繕については計画的に対
応していく必要がある。

現状のまま
継続

79,681 A

喫食率の向上（残食の減少）を
目指すこと、及び老朽化した施
設の計画的な維持補修、調理
器具の更新により食中毒等の
事故を防止するため衛生管理を
徹底する。

喫食率向上については、平均し
て１割弱程度の残食が発生して
いることから、毎月全職員による
献立会議を開催し、反省と対応
について協議を実施し児童・生
徒の嗜好に合わせるなど調理
方式の改善をおこなっており、新
メニューの開発などにより喫食
率向上を目指している。また、施
設の維持補修、調理器具の更
新については、故障等により調

学校給食は、児童・生徒の基準
的な栄養価を算出し、成長に見
合った栄養価で提供しているも
のであるが、喫食してもらえなけ
れば無意味となってしまうことか
ら、嗜好と栄養価のバランスを
取るための調査などを今後も実
施し、新メニューを絡めながら子
供たちに受け入れられる給食を
提供できるよう今後とも務めるも
のである 施設設備の維持補

現状のまま
継続

≪　改革・改善（Ａction）　≫

新については、故障等により調
理が滞ることがないよう計画的
な予算確保をおこないながら実
施する。

のである。施設設備の維持補
修、更新については、より正確
な実態把握に努め実施する。

≪実施（Do）≫ ≪評価（Check）≫

事業費（千円） 所管課評価 現時点における課題 課題に対する対応方策 今後の方向性 総合判定

12,303 B

私立高校への支援は効果を上
げているものの、少子高齢化に
より入学生の確保が課題となっ
ている。また、芦別高校につい
ては、間口の維持が課題となっ
ている。

星槎国際高校～星槎高校の特
色ある教育活動をＰＲするととも
に、市の独自施策である修学奨
励金交付制度の周知に努める。
芦別高校～コース制の導入など
芦別高校の特色ある教育課程
をＰＲするとともに、市の独自施
策である芦別高校修学費助成
制度の周知に努める。

星槎国際高校～学校法人の安
定的な運営を支援するための補
助制度、生徒確保対策のため
の修学奨励金交付制度を継続
して実施する。
芦別高校～芦別高校の生徒確
保及び保護者の負担軽減を図
るための芦別高校修学費助成
制度を継続して実施する。なお、
制度の導入による検証を行い、
通学費助成基準の見直しにつ
いての検討を進める。

見直して継
続【改善】

1,037 C

少子高齢化による本市の人口
減少及び道内主要都市に開校
している自動車整備士養成学校
へ学生が流出している中で、現
状の学校支援策で今後も学生
を確保していくことができるかが
課題である。

教育委員会が所管する修学奨
励金、市の奨学金制度の継続
はもちろんのこと、企画課として
学生募集活動の見直しや強化、
また、看板設置や市ホームペー
ジ等でのＰＲ支援を推進し、北
海道をはじめとした関係機関へ
の要請活動を進めていくことと
する。

とりわけ北日本自動車大学校に
ついては、入学生の確保が喫緊
の課題であり、これに関して道
立高等技術専門学院の存在が
大きく影響していることから、道
内の関係する専修学校などとの
連携を図り、北海道に対し継続
して要請等を進めていく。また、
北日本自動車大学校と連携して
行っている学生募集活動につい
ては、高校への共同訪問や募
集活動地域の割り振りを行い、
効率的に募集活動が行えるよう
取り組む。

見直して継
続【改善】

≪　改革・改善（Ａction）　≫

③　高等学校教育の推進



平成２６年度事務事業評価結果一覧 ＜ 資料３ ＞

対象 意図 手段

専門学校・大学
による高等教育
推進事業

学務課総務係

市内の私立学校（星槎
大学・北日本自動車大
学校）の経営に携わる
者、及び、通学、スクー
リング等に活用する
者。専門学校等に修学
し奨学金を必要とする
者。

私立学校の振興発展及び教育の充実に
資する。専門学校等への修学が困難な者
に対して、修学を奨励し、職業に必要な能
力を育成する。

私立学校への運営補助、及び修学者ま
たはその保護者への助成。専門学校等
への修学が困難な者に対する奨学金の
貸付。

大学等による高
等教育推進のた
めの奨学金貸付
事業

学務課総務係
大学等へ修学し、奨学
金を必要とする者

大学等への修学が困難な者に対して、修
学を奨励し、等しく教育を受ける機会を与
える。

大学等への修学が困難な者に対する奨
学金の貸付け

対象 意図 手段

スポーツ推進委
員事務

体育振興課体
育振興係

　市民
　各種団体の育成や市民がスポーツにつ
いて理解を深め、スポーツの普及・発展・
体力の増進を図る。

スポーツ推進委員として必要な熱意と能
力並びにスポーツに関する深い関心と理
解を持つものを委嘱し、市民の求めに応
じて、スポーツの実技指導や市主催ス
ポーツ行事・事業等の協力やそれらの打
合せを含め各月行っている定例会議等に
より市民にスポーツに対しての啓発を行
う。

５　教育・文化 ⑶　スポーツ

事務事業名 所管課係名
≪　計画（Plan）　≫

５　教育・文化 ⑵　学校教育

事務事業名 所管課係名
≪　計画（Plan）　≫
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スポーツ教室開
設事業

体育振興課体
育振興係

　市民
　日頃スポーツのできない市民の運動不
足を解消するため、スポーツの普及、健
康増進を図る。

　年齢に合わせた各種スポーツ教室を開
催し、日頃スポーツとふれあいのない市
民の参加を促す。

健康都市宣言等
事業

体育振興課体
育振興係

　市民

　健康都市宣言記念大会等において各種
スポーツ大会を開催し、スポーツを通して
健康づくりを行なうとともに、本市の社会
体育の振興を図り、各種団体の育成や市
民が楽しめるスポーツの普及・発展・体力
の増進を図る。

　健康都市宣言記念大会等において各種
スポーツ大会を開催し、より多くの市民の
参加を促す。

Ｂ＆Ｇ海洋セン
ター事業

体育振興課体
育振興係

市民

水泳・海洋性スポーツ等を通じて水泳技
術の向上と健康・体力づくりを推進すると
ともに、地域住民相互のふれあい交流の
場の提供を図ることを目的とする。

Ｂ＆Ｇ海洋クラブ・芦別市水泳連盟・Ｂ＆
Ｇ財団と連携を取りながら、水泳教室、大
会等の派遣事業を実施する。

各種体育団体助
成事業

体育振興課体
育振興係

芦別市体育協会、芦別
市体育協会加盟団体、
芦別市体育協会に加盟
する芦別市スポーツ少
年団本部に登録された
単位スポーツ少年団

各種体育団体の育成及びスポーツ振興
を図ることを目的とする。

各種体育団体に対して、交付金または補
助金を交付する。

各種スポーツ大
会等招致事業

体育振興課体
育振興係

市内外スポーツ選手、
観戦者

各種スポーツ大会等を招致することによ
り、市民をはじめ市内外のスポーツ関係
団体及び教育関係者等にスポーツへの
関心を高める、スポーツの魅力やすばら
しさを学ぶ機会を与えることができ、さら
なる市民のスポーツ意識の向上を図るこ
とができる。

各種スポーツ大会を開催し多くの市民に
観戦を促す。
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総合評価の基準（Ａ：適切　Ｂ：概ね適切　Ｃ：改善の余地がある　Ｄ：不適切） ＜ 資料３ ＞

≪実施（Do）≫ ≪評価（Check）≫

事業費（千円） 所管課評価 現時点における課題 課題に対する対応方策 今後の方向性 総合判定

4,691 B 入学生の確保が課題である。

学校の特色ある教育活動をＰＲ
するとともに、入学生の保護者
に対する修学奨励金の交付や
専修学校奨学金の貸付など、市
の独自施策を周知する。

引き続き、学校法人の運営に関
する補助を行うことにより安定的
な運営を支援するとともに、入学
生の確保対策の一つとして修学
奨励金の交付や専修学校奨学
金の貸付制度を継続する。また
助成制度の見直しや新たな助
成制度の創設を含め、入学生の
確保につながる効果的な支援
のあり方を検討する。

見直して継
続【改善】

8,784 B

　平成２３年度からは専門学校
生も貸与の対象とし対象者の拡
大を図ったたところであり徐々に
貸与希望者が増加してきている
が、大学等を含めた全体的な貸
与希望者数は横ばい状態となっ
ている。

　本事業のＰＲは、市のホーム
ページ、広報及び芦別高校生の
保護者に対して行っているが、
民間団体が行う奨学金制度の
動向を把握し、確実に保護者に
周知できる時期や方法を工夫し
てさらなる周知に努める。

　平成２３年度から新たに貸与
対象者とした専門学校生につい
ては徐々に貸与希望者が増加
してきていることから、対象範囲
の拡大によって貸付実施人数の
増加が図られてきていることか
ら、現状のまま継続する。

現状のまま
継続

≪実施（Do）≫ ≪評価（Check）≫

事業費（千円） 所管課評価 現時点における課題 課題に対する対応方策 今後の方向性 総合判定

188 B

スポーツ推進委員は、市民への
スポーツの実技指導、助言のほ
か市民との連絡調整役として市
民のスポーツニーズを行政に反
映させ、その施策を市民と密接
に結びつける役割を担っている
が、現状はスポーツ実技の指
導、市主催スポーツ事業への協
力に留まっている。

スポーツ指導や市主催スポーツ
事業の場で市民のニーズの把
握を行い、毎月の定例会議で論
議しスポーツ施策を検討してい
く。

市民のスポーツ振興を図る観点
から、より一層市主催スポーツ
事業への協力、各種スポーツ実
技指導を実施し、各事業での市
民との交流で市民の意見を聞き
出しスポーツに関する諸計画へ
反映させる。

現状のまま
継続

市民に興味を引く内容の周知方
参加者が少ない教室を廃止し、
プロ選手や日本代表経験のあ

①　スポーツの振興

≪　改革・改善（Ａction）　≫

④　専門学校・大学による高等教育の推進

≪　改革・改善（Ａction）　≫

568 B

スポーツ教室参加者が年々減
少しており、中止となる教室があ
り、参加者の確保に苦慮してい
る。

市民に興味を引く内容の周知方
法を検討すると共に、市民の
ニーズにあった教室の開催を図
り、健康づくりに関する教室につ
いては健康推進課と連携し有効
な教室の開催を図る。

プロ選手や日本代表経験のあ
るトップアスリートを講師とした
教室を開催するなど、より多くの
市民が参加できるような事業の
企画運営行い、スポーツの普
及、スポーツ技術の向上、健康
づくりに繋げていく。

見直して継
続【改善】

985 B
従来の各種スポーツ競技大会
の参加者が減少している。

従来の各種スポーツ競技大会を
廃止し、多くの市民が参加でき
る住民参加型イベントを実施す
る。

市民パークゴルフ大会、市民ミ
ニバレーボール大会などスポー
ツ団体が自主運営できる事業を
廃止し、健康づくりを重点に置い
た幅広い年代層が参加できるイ
ベント型事業に転換していくな
ど、健康都市宣言等事業の在り
方について、関係部署と連携し
てその見直しを検討していく。

見直して継
続【改善】

760 C
水泳教室の参加者が減少して
いることと、施設の老朽化が課
題である。

老朽化による故障個所の修繕を
行うとともに、従来の水泳教室
や安全教室に加え、健康に配慮
した多様なメニューを検討してい
く。

利用者が増加するようなメ
ニューの検討と計画的な施設の
修繕に向けて関係機関と連携し
対策を講じていく。

現状のまま
継続

973 B

少子高齢化による競技人口の
減少から、活動を休止する団体
があるなどスポーツ団体の会員
数の減少が問題となっている。

スポーツ少年団をはじめとした
底辺拡大を図り、スポーツ団体
の知名度を向上させ、より有効
的な補助金の活用を図ってい
く。

平成26年度からスポーツ団体の
一層の育成を図るため、補助金
の交付基準を見直し補助金交
付額の引き上げを行うことで、ス
ポーツ団体に対して引き続き補
助等の交付による助成、支援を
行い、市民スポーツの振興、健
康増進に努めていく。

見直して継
続【拡充】

11,574 B

大会等の招致、開催にあたって
は、職員の人的不足や各競技
種目別における大会運営の経
験不足が問題となっている。

大会等の招致、開催にあたって
は、スポーツ競技団体との連携
を図り人的支援体制を整えると
ともに、ノウハウの取得のため
に各種大会等の視察を行うなど
体制を整備する。

市民のより一層のスポーツ意識
の向上を図るため、大会等の誘
致活動を積極的に展開する。

現状のまま
継続
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対象 意図 手段

学校体育施設開
放事業

体育振興課体
育振興係

　市民

　市民の心身の健全な発達及び体育の
普及振興の効果を図るため、市民に対し
て、スポーツを行う場を提供し、体力・健
康を増進することを目的とする。

　地域住民のスポーツの活動の場とし
て、学校開放施設を有効に利用するため
市町村が設置する小学校、中学校の体
育施設を地域住民に開放する。

各種社会体育施
設管理運営業務

体育振興課体
育振興係

市民

市民の心身の健全な発達及び体育の普
及振興の効果を図るため、市民に対し
て、スポーツを行う場を提供し、体力・健
康を増進することを目的とする。

各種社会体育施設の現状・利用状況等を
把握し、市民がより快適に利用できるよう
適切な管理運営を行う。

総合運動公園維
持管理業務

体育振興課体
育振興係

大会・合宿及び一般利
用者などの体育施設利
用者

市民の心身の健全な発達及び体育の普
及振興を図るため、スポーツを行う場を提
供するとともに、地域のスポーツ振興と交
流人口の拡大を図る。

各体育施設の利用状況を把握し、市民利
用のほか、大会や合宿の受入等適切な
管理運営を行う。

対象 意図 手段

合宿振興事業
体育振興課体
育振興係

本市で合宿を行う団体

各種スポーツ・文化団体による合宿の誘
致・受入れを通じ、選手・スタッフが快適
に練習に専念できる環境を提供するとと
もに、本市のスポーツ及び文化の振興並
びに地域の活性化に努める。

後援会との連携による全日本、実業団ク
ラスの受入れのほか大学・高校等の合宿
が快適に練習するための環境づくりとし
て宿泊交流センターの適切な管理運営を
行う。

５　教育・文化 ⑶　スポーツ

事務事業名 所管課係名
≪　計画（Plan）　≫

事務事業名 所管課係名
≪　計画（Plan）　≫
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対象 意図 手段

国際交流促進事
業

企画課秘書係
市民、道内在住の外国
人青年等

国際化の著しい進展により、地域レベル
や草の根レベルでの国際交流が活発化
するなか諸外国との関わりが日常的で身
近なものとなり、地域においても国際化に
対応した環境づくりを進め、世界に開か
れた地域社会の形成を図ることが必要と
なってきていることから、地域住民の諸外
国に対する知識や国際意識の向上を推
進する事業の展開を積極的に行うもので
ある。

各種国際交流イベントの開催、姉妹都市
との連絡調整

対象 意図 手段

芦別１２０周年・
市制施行６０周
年記念事業

企画課まちづく
り推進係

市、市民、関係機関、
周辺自治体、上級官庁
など

芦別１２０周年・市制施行６０周年を記念
し、これまでの先人たちが築き上げてきた
歴史や文化、地域の魅力を再認識すると
ともに、未来に引き継ぎ、新たな歴史への
飛躍の年とする。

各種記念事業（エスポラーダ北海道プレ
シーズンマッチ、寄席普及公演、コンサ
ドーレサッカー教室、よしもとお笑いライ
ブ、Ⅴプレミアリーグなど）の開催、桜の
記念植樹、記念式典の開催、カントリーサ
インの見直しなどを実施する。

事務事業名 所管課係名
≪　計画（Plan）　≫

５　教育・文化 ⑷　国際交流

事務事業名 所管課係名
≪　計画（Plan）　≫

６　総合計画体系外 総合計画の体系以外の予算等

- 63 -
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≪実施（Do）≫ ≪評価（Check）≫

事業費（千円） 所管課評価 現時点における課題 課題に対する対応方策 今後の方向性 総合判定

721 B

利用団体からは活動場所及び
活動回数の拡充の要望が寄せ
られており、学校側との対応が
課題である。

活動場所等については限定され
ていることから、利用団体との意
見交換を行い、場所や回数等の
調整を図る。

開放校における利用団体との調
整を図り、市民の健康づくりに繋
げていく。

現状のまま
継続

25,113 C

利用者数が減少しており、それ
に伴い使用料収入も減少してい
る。また、施設の老朽化が目
立っており、それらの維持も課
題である。

利用頻度の少ない施設の廃止
を含め、施設の統廃合を検討し
ていく。また、施設の状況を勘案
しながら適宜修繕等を行う。

利用頻度の少ない施設の廃止
については、関係団体等と慎重
に協議を進めるとともに、存続す
る施設については、利用者に支
障が出ないように適宜修繕等を
行っていく。

現状のまま
継続

78,626 B

各施設とも供用開始から１０年
以上経過し経年劣化による建
物、機器類及び付帯設備の破
損、故障が増え、芝生について
も、緑色部と床土の表面との間
（地際）に刈芝、枯れた芝の根、
茎、葉が堆積し芝の成長を阻害
している。

利用者に不便をかけないために
施設、付帯設備の状態を把握
し、施設の修繕計画を策定し年
次的、計画的に施設の改修を取
り進める。

市民が快適にスポーツができる
よう施設の維持管理に努める。

現状のまま
継続

≪実施（Do）≫ ≪評価（Check）≫

事業費（千円） 所管課評価 現時点における課題 課題に対する対応方策 今後の方向性 総合判定

9,652 C
宿泊施設の宿泊能力の減少に
より合宿利用者数が減少してい
る。。

新たな合宿、大会誘致、宿泊施
設の整備では国や北海道、他
の自治体の情報収集をするとと
もに、宿泊施設、合宿支援につ
いては合宿の里推進協議会を
はじめとした関係団体との協議
を進めていく。

新たに採用する地域おこし協力
隊の人脈を活かした新規合宿、
大会等の誘致活動を積極的に
展開するとともに、閉校後の学
校施設の活用や市内で活用可
能な施設等について有効活用を
検討するとともに国、北海道の
補助金等の活用を視野に入れ
宿泊施設の整備に向けて進め
ていく。
また、２０２０年東京オリンピッ
ク・パラリンピック向けて国内外
のチームの合宿誘致を進めてい

見直して継
続【改善】

②　スポーツ合宿の推進

≪　改革・改善（Ａction）　≫

≪　改革・改善（Ａction）　≫

のチームの合宿誘致を進めてい
く。

≪実施（Do）≫ ≪評価（Check）≫

事業費（千円） 所管課評価 現時点における課題 課題に対する対応方策 今後の方向性 総合判定

72 B

姉妹都市交流事業は、芦別市
側からの訪問にかたよってお
り、シャーロットタウン市側から
の交流の充実が課題である。

秘書係の国際交流・姉妹都市交
流事業への協力体制を堅持し、
平成２５年度から国際交流員を
教育委員会生涯学習係に配置
転換したことから、市民に対する
語学指導、異文化活動及び国
際交流・姉妹都市交流事業が拡
充された。また、姉妹都市交流
の現状（シャーロットタウン市へ
の中学生派遣事業に対する国
際交流協会の経費負担が大き
いことやシャーロットタウン市か
らの受け入れが長年にわたり実
施されていないこと等）を検証
し、今後の展開や方向性につい
て見直しを図っていく。

姉妹都市交流事業は、これまで
の交流経過や国際交流協会と
の関わりなど総合的に検証した
うえで、都市間交流のあるべき
姿を模索していく必要があり、今
後の展開や方向性について検
討する。

見直して継
続【改善】

≪実施（Do）≫ ≪評価（Check）≫

事業費（千円） 所管課評価 現時点における課題 課題に対する対応方策 今後の方向性 総合判定

4,396 B

記念式典の実施内容の決定や
記念式典実施に向けた庁内体
制の立ち上げなど、通常業務と
の輻輳等により各課との連携等
に課題がある。

１０年後の記念式典には、早期
に庁内体制を確立し事前準備を
万全にする。

次の節目である芦別１３０周年・
市制施行７０周年に向け、庁内
の周年事業実行委員会におい
て反省点等を確認し、次の記念
式典や記念事業がスムーズに
実施できるよう総括する。

終了

≪　改革・改善（Ａction）　≫

①　国際交流の促進

≪　改革・改善（Ａction）　≫

総合計画の体系以外の予算等
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